
〇 〇

目 次

発行 内閣府 （原稿作成 国立印刷局）

政 府 調 達 公 告 版

この政府調達公告版に掲載される入札
公告、入札公示及び落札者等の公示は、
ＷＴＯに基づく政府調達に関する協定の
適用を受ける調達を含みます。
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入 札 公 告
次のとおり一般競争入札に付します。
令和８年 10 月２日
支出負担行為担当官
法務省大臣官房会計課長 藤田 正人

◎調達機関番号 013 ◎所在地番号 13
〇第 174 号
１ 調達内容
 品目分類番号 71、27
 購入等件名及び数量 矯正デジタル化推進
計画に基づくコーネットのＧＳＳ移行及び矯
正局システム最適化に係る要件定義支援業務
の請負 一式
 調達案件の仕様等 入札説明書及び仕様書
による。
 履行期限 令和９年３月31日まで。
 履行場所 法務省大臣官房会計課長が指定
する場所
 入札方法 落札決定に当たっては、入札書
に記載された金額に当該金額の100分の10に
相当する額を加算した金額（当該金額に１円
未満の端数があるときは、その端数金額を切
り捨てるものとする。）をもって落札価格とす
るので、入札者は、消費税及び地方消費税に
係る課税事業者であるか免税事業者であるか
を問わず、見積もった契約金額の110分の100
に相当する金額を入札書に記載すること。

２ 競争参加資格
 予算決算及び会計令第70条の規定に該当し
ない者であること。
なお、未成年者、被保佐人又は被補助人で
あって、契約締結のために必要な同意を得て
いる者は、同条中、特別の理由がある場合に
該当する。
 予算決算及び会計令第71条の規定に該当し
ない者であること。

 令和７・８・９年度法務省競争参加資格
（全省庁統一資格）「役務の提供等」において
Ａ又はＢの等級に格付けされた者であるこ
と。
 予算決算及び会計令第73条の規定に基づ
き、支出負担行為担当官が定める資格を有す
る者であること。

３ 入札書の提出場所等
 入札書の提出場所、契約条項を示す場所、
入札説明書の交付場所及び問い合わせ先
〒1008977 東京都千代田区霞が関１

１１ 法務省大臣官房会計課調達係 小林
電話0335804128

 入札説明書の交付方法 電子調達システム
にて公告日より交付する。
 入札説明会の日時及び場所 実施しない。
 入札書の受領期限 令和８年11月４日17時
00分
 開札の日時及び場所 令和８年11月５日14
時00分 法務省大臣官房会計課入札室

４ その他
 入札及び契約手続において使用する言語及
び通貨 日本語及び日本国通貨
 入札保証金及び契約保証金 免除
 入札者に要求される事項 この一般競争に
参加を希望する者は、入札説明書で示す証明
書等を作成し、提出期限までに提出しなけれ
ばならない。提出された証明書等を支出負担
行為担当官が審査した結果、この公告に示し
た業務を履行することができると認められた
者に限り、入札に参加することができるもの
とする。なお、開札日の前日までの間におい
て、支出負担行為担当官から提出した証明書
等に関し説明を求められた場合は、それに応
じなければならない。
 入札の無効 この公告に示した競争参加資
格のない者がした入札及び入札に関する条件
に違反した入札は、無効とする。
 契約書作成の要否 要
 落札者の決定方法 予算決算及び会計令第
79条の規定に基づいて作成された予定価格の
制限の範囲内で最低価格をもって有効な入札
を行った者を落札者とする。
 手続における交渉の有無 無
 電子調達システムの利用 電子調達システ
ムを利用することができる案件である。
 詳細は、入札説明書による。

５ Summary

 Official in charge of disbursement of the

procuring entity : FUJITA Masato, Ob‑

ligating officer Director of the Finance Di‑

vision, Minister's Secretariat, Ministry of

Justice.

 Classification of the services to be pro‑

cured : 71, 27

 Nature and quantity of the services to be

required : Requirements Definition Support

Services for the Migration of CONET to

GSS and the Optimization of Correction

Bureau Systems Based on the Correctional

Digitalization Promotion Plan 1 set

 Fulfillment period : 31 March 2027

 Fulfillment place : The place will be spe‑

cified later.

 Qualification for participating in the ten‑

dering procedures : Suppliers eligible for

participating in the proposed tender are

those who shall : ⒜Not come under Article
70 of the Cabinet Order concerning the Bud‑

get, Auditing and Accounting. Further‑

more, minors, Person under Conservator‑

ship or Person under Assistance that ob‑

tained the consent necessary for concluding

a contract may be applicable under cases of

special reasons within the said clause. ⒝
Not come under Article 71 of the Cabinet

Order concerning the Budget, Auditing and

Accounting.⒞Have Grade A or B Offer of
services, etc. in terms of the qualification

for participating in tenders laid down by

Ministry of Justice (Single qualification for

every ministry and agency) for the purpose

of procurement in the fiscal year of 2025,

2026, 2027.⒟Meet the qualification require‑
ments which the Obligating Officer may

specify in accordance with Article 73 of the

Cabinet Order.

 Time‑limit for tender : 5 : 00 PM 4 No‑

vember 2026

 Contact point for the notice :

KOBAYASHI, Procurement Section, Fi‑

nance Division, Minister's Secretariat, Min‑

istry of Justice, 111 Kasumigaseki
Chiyoda‑ku, Tokyo 1008977 Japan. TEL
0335804128
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次のとおり一般競争入札に付します。
令和８年 10 月２日
支出負担行為担当官
東京出入国在留管理局長 西山 良

◎調達機関番号 013 ◎所在地番号 13
１ 調達内容
 品目分類番号 26
 購入等件名及び数量 東京出入国在留管理
局庁舎ほか２庁舎で使用する電力需給契約
東京出入国在留管理局庁舎 契約電力
1010キロワット 予定使用電力量3349000
キロワット時／年 東京出入国在留管理局
横浜支局庁舎 契約電力270キロワット 予
定使用電力量963000キロワット時／年 
立川法務総合庁舎 契約電力25キロワット
予定使用電力量65600キロワット時／年
 購入物品の特質等 入札説明書による。
 供給期間 令和８年12月１日から令和９年
11月30日まで
 供給場所 東京都港区港南５５30
東京出入国在留管理局庁舎 神奈川県横浜
市金沢区鳥浜町10７ 東京出入国在留管理
局横浜支局庁舎 東京都国立市北３31
２ 立川法務総合庁舎
 入札方法 入札金額は、各社において設定
する契約電力に対する単価（kW単価、同一
月においては単一のものとする。）及び使用電
力量に対する単価（kWh単価、同一月にお
いては単一のものとする。）を根拠（小数点以
下を含むことができる。）とし、当局が提示す
る契約電力及び予定使用電力量の対価を入札
金額とすること。
なお、落札決定に当たっては、入札書に記
載された金額に当該金額の10パーセントに相
当する額を加算した金額（当該金額に１円未
満の端数があるときは、その端数金額を切り
捨てるものとする。）をもって落札価格とする
ので、入札者は、消費税及び地方消費税に係
る課税事業者であるか免税事業者であるかを
問わず、見積もった契約金額の110分の100に
相当する金額を入札書に記載すること。

２ 競争参加資格
 予算決算及び会計令第70条の規定に該当し
ない者であること。なお、未成年者、被保佐
人又は被補助人であって、契約締結のために
必要な同意を得ている者は、同条中、特別な
理由がある場合に該当する。
 予算決算及び会計令第71条の規定に該当し
ない者であること。
 令和７・８・９年度法務省競争参加資格
（全省庁統一資格）において、「物品の販売」
であって、「Ａ」又は「Ｂ」の等級に格付けさ
れ、関東・甲信越地域の競争参加資格を有す
る者又は、当該競争参加資格を有していない
場合は、入札書の受領期限までに競争参加資
格審査を受け、競争参加資格者名簿に登載さ
れた者であること。
 電気事業法第２条の２の規定に基づき小売
電気事業の登録を受けている者であること。
 省CO２化の要素を考慮する観点から、入札
説明書に記載する基準を満たすこと。
 予算決算及び会計令第73条の規定に基づき
支出負担行為担当官が定める資格を有する者
であること。

３ 入札書の提出場所等
 入札書の提出場所、契約条項を示す場所、
入札説明書の交付場所及び問合せ先
〒1088255 東京都港区港南５５30
東京出入国在留管理局用度課 石川 健太
電話0357967104
 入札説明書の交付方法 本公告の日から令
和８年10月15日17時00分まで上記３の交付
場所にて交付する。
 入札書の提出期限 令和８年10月27日17時
00分（郵送による場合も同じ。）
 開札の日時及び場所 令和８年10月28日14
時00分 上記の場所

４ その他
 入札及び契約手続において使用する言語及
び通貨 日本語及び日本国通貨に限る。
 入札保証金及び契約保証金 免除
 入札者に要求される事項 この一般競争に
参加を希望する者は、入札説明書で示した必
要な書類を令和８年10月19日17時00分までに

提出しなければならない。また、入札者は、
開札日までの間において、支出負担行為担当
官から当該書類に関し説明を求められた場合
は、それに応じなければならない。
 入札の無効 本公告に示した競争参加資格
のない者の提出した入札書及び入札に関する
条件に違反した入札書は無効とする。
 契約書作成の要否 要
 落札者の決定方法 予算決算及び会計令第
79条の規定に基づいて作成された予定価格の
制限の範囲内で最低価格をもって有効な入札
を行った者を落札者とする。
 手続における交渉の有無 無
 電子調達システムの利用 本件は、電子調
達システムを利用することができる案件であ
る。
 その他 詳細は、入札説明書による。
５ Summary

 Official in charge of disbursement of the

procuring entity : Nishiyama Ryo, Obligat‑

ing Officer, Director‑General of Tokyo Re‑

gional Immigration Services Bureau.

 Classification of the products to be pro‑

cured : 26

 Nature and quantity of the products to be

purchased : Electricity to be used in
Tokyo Regional Immigration Services Bu‑

reau : Contracted power 1,010kW : Esti‑

mated annual consumption of

3,349,000kWh. Electricity to be used in
Yokohama District Immigration office,

Tokyo Regional Immigration Services Bu‑

reau : Contracted power 270kW : Estimated

annual consumption of 963,000kWh.Elec‑
tricity to be used in Tachikawa common

building of the Ministry of Justice : Cont‑

racted power 25kW : Estimated annual con‑

sumption of 65,600kWh.

 Delivery period : From 1 December 2026

through 30 November 2027

 Delivery place : Tokyo Regional Immi‑
gration Services Bureau, 5530 Konan
Minato‑ku Tokyo. Yokohama District

Immigration Office, Tokyo Regional Immi‑

gration Services Bureau, 107 Torihama‑
cho Kanazawa‑ku Yokohama City Ka‑

nagawa. Tachikawa common building of
the Ministry of Justice, 3312 kita Ku‑
nitachi City Tokyo.

 Qualifications for participation in the

tendering procedures : Suppliers eligible for

participating in the proposed tender are

those who shall : Not come under Article
70 of the Cabinet Order concerning the Bud‑

get, Auditing and Accounting. Further‑

more, minors, Person under Conservator‑

ship or Person under Assistance that ob‑

tained the consent necessary for concluding

a contract may be applicable under cases of

special reasons within the said clause. 
Not come under Article 71 of the Cabinet

Order concerning the Budget, Auditing and

Accounting. Have Grade A or B Sale of
products in terms of the quailfication for

participating in tenders by Organizations in

the Kanto・Koushinetu region related to
the Ministry of Justice (Single qualifica‑

tions for every ministry and agency) in the

fiscal years 2025, 2026 and 2027. Have
Permission to be a general electric enter‑

prise in accordance with Article 22 of the
Electricity Utilities Industry Law. Fulfill
the requirement mentioned in the tender

manual that are stated from the viewpoint

of reducing CO２. Meet the qualification
requirements which the Obligating Officer

may specify in accordance with Article 73

of the Cabinet Order.

 Time‑limit for tender : 17 : 00 15 No‑

vember 2026. (Tenders submitted by mail :

17 : 00 15 November 2026)

 Contact point for the notice : Ishikawa

Kenta, Supply Section, Tokyo Regional Im‑

migration Services Bureau, Ministry of Jus‑

tice, 5530 Konan Minatoku Tokyo
1088255 Japan. TEL 0357967104
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次のとおり一般競争入札に付します。
令和８年 10 月２日
支出負担行為担当官
福岡国税局総務部次長 藤原 太一

◎調達機関番号 015 ◎所在地番号 40
１ 調達内容
 品目分類番号 133
 購入等件名 確定申告期に設置する確定申
告テレホンセンターの運営業務 一式
 調達案件の仕様等 入札説明書による。
 履行期間 入札説明書による。
 履行場所 入札説明書による。
 入札方法 入札金額は、仕様書に示す業務
に係る一切の費用を含んだ単価に、当局が提
示する予定日数を乗じて算出した金額の総価
を記載する。
落札決定に当たっては、入札書に記載され
た金額に当該金額の10パーセントに相当する
額を加算した金額（当該金額に１円未満の端
数があるときは、その端数金額を切り捨てる
ものとする。）をもって落札価格とするので、
入札者は、消費税に係る課税事業者であるか
免税事業者であるかを問わず、見積もった契
約金額の110分の100に相当する金額を入札書
に記載すること。

２ 競争参加資格
 予算決算及び会計令第70条の規定に該当し
ない者であること。
なお、未成年者、被保佐人又は被補助人で
あって、契約締結のために必要な同意を得て
いる者は、同条中、特別の理由がある場合に
該当する。
 予算決算及び会計令第71条の規定に該当し
ない者であること。
 令和７・８・９年度財務省競争参加資格
（全省庁統一資格）において、「役務の提供等」
で「Ａ」又は「Ｂ」等級に格付けされ、九州・
沖縄地域の競争参加資格を有する者、又は、
当該競争参加資格を有していない者で、入札
書の受領期限までに競争参加資格審査を受
け、競争参加資格者名簿に登載され、当該等
級に格付けされた者であること。

 各省各庁から指名停止等を受けていない者
（支出負担行為担当官が特に認める者を含
む。）であること。
 経営の状況又は信用度が極度に悪化してい
ないと認められる者であり、適正な契約の履
行が確保される者であること。

３ 入札書の提出場所等
 入札書の提出場所、契約条項を示す場所、
入札説明書の交付場所及び問合せ先
〒8128547 福岡市博多区博多駅東２丁目
11番１号福岡合同庁舎 福岡国税局総務部会
計課経費係 宮崎 朝海 電話092411
0031 内線2533
 入札説明書の交付方法 随時交付する。
 証明書等の受領期限 令和８年11月４日午
後３時00分
 入札書の受領期限 令和８年11月５日午後
３時00分
 開札の日時及び場所 令和８年11月６日午
前10時00分 福岡合同庁舎本館１階福岡国税
局入札室

４ 調達ポータルの利用
本件は、調達ポータルを利用した応札及び入
開札手続により実施するものとする。
ただし、紙による入札書の提出も可とする。
詳細は、入札説明書のとおり。

５ その他
 入札及び契約手続において使用する言語及
び通貨 日本語及び日本国通貨に限る。
 入札保証金及び契約保証金 免除。
 入札の無効 本公告に示した競争参加資格
のない者の提出した入札書及び入札に関する
条件に違反した入札書は無効とする。
 契約書作成の要否 要。
 落札者の決定方法 予算決算及び会計令第
79条の規定に基づいて作成された予定価格の
制限の範囲内で最低価格をもって有効な入札
を行った者を落札者とする。ただし、落札者
となるべき者の入札価格によっては、その者
により当該契約の内容に適合した履行がなさ
れないおそれがあると認められるとき、又は
その者と契約を締結することが公正な取引の
秩序を乱すこととなるおそれがあって著しく

不適当であると認められるときは、予定価格
の制限の範囲内の価格をもって入札した他の
者のうち最低の価格をもって入札した者を落
札者とすることがある。
 手続における交渉の有無 無。
 競争参加資格の申請の時期及び場所 「競
争参加者の資格に関する公示」（令和８年３月
31日付官報）に記載されている時期及び場所
のとおり。
 その他 詳細は入札説明書による。
６ Summary

 Official in charge of disbursement of the

procuring entity : FUJIWARA Taichi,

Deputy Assistant Regional Commissioner

(Planning and Administration), Fukuoka

Regional Taxation Bureau.

 Classification of the services to be pro‑

cured : 133.

 Nature and quantity of the services to be

required : Operation of telephone center in

the tax filing period, 1 set.

 Fulfillment period : Refer to the tender

explanation.

 Fulfillment place : Refer to the tender

explanation.

 Qualifications for Participating in the

tendering procedures : Suppliers eligible for

participating in the proposed tender are

those who shall ; not come under Article
70 of the Cabinet Order concerning the Bud‑

get, Auditing and Accounting. Further‑

more, minors, Person under Conservator‑

ship or Person under Assistance that ob‑

tained the consent necessary for concluding

a contract may be applicable under cases of

special reasons within the said clause ; 
not come under Article 71 of the Cabinet

Order concerning the Budget, Auditing and

Accounting ; have Grade A or B in
offer of Services in terms of the qualifica‑

tion for participating in tenders by Organi‑

zations in the Kyusyu Okinawa area related

to the Ministry of Finance (Single qualifica‑

tion for every ministry and agency) in the

fiscal years 2025, 2026 and 2027 ;have not

received suspension of designated contrac‑

tor status, etc. from any ministry or agency

(including person specially qualified by offi‑

cials in charge of disbursement of the pro‑

curing entity) ;an eligible person is a per‑
son whose business condition and credit are

deemed not to be a severe degradation, and

who is sure to implement the contract.

 Submit a document of a system to prove

their ability to supply the system concerned

and meet our requirements in order to

be judged acceptable by the contracting

entity ; and provide explanations on the

contents of the above document by request.

 Time‑limit for verification documents :

3 : 00 PM 4 November 2026.

 Time‑limit for tender : 3 : 00 PM 5

November 2026.

 Language and currency in this tender or

contract procedure : Japanese, yen only.

 Other : For details concerning this tender,

refer to the Tender explanation.

 Contact point for the notice : MIYAZAKI

Tomohiro Procurement Section, Accounts

Division, Fukuoka Regional Taxation Bu‑

reau, 2111 Hakataekihigashi Hakata‑
ku Fukuoka City 8128547 Japan. TEL
0924110031 ex. 2533.

入 札 公 告

次のとおり一般競争入札に付します。
令和８年 10 月２日

支出負担行為担当官
国土交通省航空局長 池光 崇

◎調達機関番号 020 ◎所在地番号 13
〇第 2080 号
１ 調達内容
 品目分類番号 14、71、27
 調達等件名及び数量 アダプテーション作
成評価装置（ＬＯＯＭ）機器一式の製造 １
式
 引渡場所 入札説明書のとおり
 調達案件の仕様等 入札説明書のとおり
 履行期限 令和９年３月23日まで
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 電子調達システム対象 本案件は、資料等
の提出、入札等を電子調達システムで行う対
象案件である。なお、電子調達システムによ
りがたい場合は、紙入札による参加の承諾願
いを提出すること。

２ 競争参加資格
 予算決算及び会計令第70条の規定に該当し
ない者であること。
 予算決算及び会計令第71条の規定に該当し
ない者であること。
 令和07・08・09年度国土交通省競争参加資
格（全省庁統一資格）「物品の製造」のＡ又は
Ｂ等級に格付けされた競争参加資格を有する
者であること。なお、当該資格を有していな
い者については、「競争参加者の資格に関する
公示」（令和８年３月31日付官報）に記載され
ている申請方法等により、競争参加資格の申
請を受け付ける。
 会社更生法に基づき更生手続開始又は民事
再生法に基づき再生手続開始の申立てがなさ
れている者でないこと。
 競争参加資格確認申請書等の提出期限から
開札日までの間に、国土交通省航空局長から
指名停止を受けていない者であること。
 警察当局から、暴力団員が実質的に経営を
支配する者又はこれに準ずる者として、国土
交通省公共事業等からの排除要請があり、当
該状態が継続している者でないこと。
 入札説明書の交付を受けた者であること。
 予決令第73条に基づき、支出負担行為担当
官が定める要件を全て満たす者であること。

３ 入札手続き方法等
 担当部局 〒1008918 東京都千代田区
霞ヶ関２１３中央合同庁舎第三号館 国
土交通省航空局予算・管財室契約係 ＴＥＬ
0352538111（内線48656）
 入札説明書の交付方法
⒜ 本日から令和８年11月２日までの間、電
子調達システムにて交付する。
⒝ 令和８年11月２日まで無償で貸与するの
で、入札参加希望者は必ず交付を受けるこ
と。但し、休日を除く10時00分から17時00
分まで。

 競争参加資格確認申請書等の提出期限 令
和８年11月４日14時00分までに必着。
 入札書の提出期限
⒜ 電子調達システムにより入札する場合
開札日前日の令和８年11月20日16時00分ま
で。
⒝ 郵送等により入札書を提出する場合 開
札日前日の令和８年11月20日までに必着。
⒞ 持参により入札書を提出する場合 開札
日時の令和８年11月24日11時00分に持参。

 電子調達システムのＵＲＬ及び問い合わせ
先
https://www.p-portal.go.jp/pps-web-biz/

 開札日時及び場所 令和８年11月24日11時
00分 国土交通省航空局予算・管財室

４ その他
 契約手続において使用する言語及び通貨
日本語及び日本国通貨。

 入札保証金及び契約保証金 免除。
 入札参加者に要求される事項 開札日の前
日までに申請書及び資料の内容に関する支出
負担行為担当官からの照会があった場合に
は、説明をしなければならない。
 競争参加資格の確認 競争参加資格確認申
請書等を提出し、支出負担行為担当官から競
争参加資格の有無について確認を受けなけれ
ばならない。
 入札の無効 競争参加資格のない者のした
入札、競争参加資格確認申請書等に虚偽の記
載をした者のした入札並びに入札に関する条
件に違反した者のした入札は無効とする。
 入札方法 入札者は、消費税及び地方消費
税に係る課税事業者であるか免税事業者であ
るかを問わず、本案件に係る諸経費等を含め
見積もった契約希望金額の110分の100に相当
する金額を入札書に記載すること。落札決定
に当たっては、入札書に記載された金額に当
該金額の10％に相当する額を加算した金額
（円位未満端数切捨。）をもって落札価格とす
る。原則として、当該入札の執行において入
札執行回数は２回を限度とする。なお、当該
入札回数までに落札者が決定しない場合に
は、原則として予算決算及び会計令第99条の
２の規程に基づく随意契約には移行しない。

 落札者の決定方法 予算決算及び会計令第
79条の規定に基づいて作成された予定価格の
制限の範囲内で最低価格をもって有効な入札
を行った入札者を落札者とする。但し、落札
者となるべき者の入札価格によっては、その
者により当該契約の内容に適合した履行がな
されないおそれがあると認められるとき、又
はその者と契約を締結することが公正な取引
の秩序を乱すこととなるおそれがあって著し
く不適当であると認められるときは、予定価
格の制限の範囲内の価格をもって入札した他
の者のうち最低の価格をもって入札した者を
落札者とすることがある。なお、落札者とな
るべき者が２者以上となった場合は、くじに
より落札者を決定するものとする。
 契約書作成の要否 要
 その他詳細 入札説明書による。
５ Summary

 Official in charge of disbursement of the

procuring entity : IKEMITSU Takashi, Di‑

rector‑General, Civil Aviation Bureau, Min‑

istry of Land, Infrastructure, Transport and

Tourism

 Classification of the services to be pro‑

cured : 14, 71, 27

 Subject matter of the contract : Manufac‑

turing of the Collaborative Loom for Orc‑

hestrating adaptation assets, 1 set

 Time‑limit for the submission of applica‑

tion forms and relevant documents for the

qualification : 2 : 00 P.M. Nov. 4, 2026

 Time‑limit for the submission of tenders

 By electronic bidding system or mail :

4 : 00 P.M. Nov. 20, 2026

 By tenders should be brought with :

11 : 00 A.M. Nov. 24, 2026

 Contact point for tender documentation :

213 Kasumigaseki Chiyoda‑ku Tokyo
1008918 Japan TEL 0352538111 (Ext.
48656)

入 札 公 告
次のとおり一般競争入札に付します。
令和８年 10 月２日

支出負担行為担当官
東京航空局長 伊地知英己

◎調達機関番号 020 ◎所在地番号 13
〇東空契第 524 号
１ 調達内容
 品目分類番号 16
 購入等件名及び数量 東京（事）他２官署
電球 ＪＦ66Ａ45ＷＳ 他68品目購入
 納入場所 入札説明書及び仕様書による
 調達件名の特質等 入札説明書及び仕様書
による。
 納入期限 令和９年３月19日まで
 電子調達システム対象 本案件は、資料等
の提出、入札等を電子調達システムで行う対
象案件である。なお、電子調達システムによ
りがたい場合は、紙入札による参加の承諾願
いを提出すること。

２ 競争参加資格
 予算決算及び会計令第70条の規定に該当し
ない者であること。
 予算決算及び会計令第71条の規定に該当し
ない者であること。
 令和07・08・09年度国土交通省競争参加資
格（全省庁統一資格）「物品の販売」のＡ、Ｂ
又はＣ等級に格付けされた競争参加資格を有
する者であること。なお、当該資格を有して
いない者については、「競争参加者の資格に関
する公示」（令和８年３月31日付官報）に記載
されている申請方法等により、競争参加資格
の申請を受け付ける。
 会社更生法に基づき更生手続開始又は民事
再生法に基づき再生手続開始の申立てがなさ
れている者でないこと。
 競争参加資格確認申請書等の提出期限から
開札日までの間に、国土交通省東京航空局長
から指名停止を受けていない者であること。
 警察当局から、暴力団員が実質的に経営を
支配する者又はこれに準ずる者として、国土
交通省公共事業等からの排除要請があり、当
該状態が継続している者でないこと。
 ３により入札説明書等を直接入手した者
であること。
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３ 入札手続き方法等
 担当部局 〒1020074 東京都千代田区九
段南１１15九段第二合同庁舎 東京航空
局総務部契約課 ＴＥＬ0368801505
 入札説明書の交付方法
⒜ 入札説明書等を電子調達システムにより
交付する。交付期間は、本日より令和８年
11月30日までとする。電子調達システムに
よる入札説明書等のダウンロード方法につ
いては、次を参照のこと。
https://www.cab.mlit.go.jp/tcab/files/

20-240202-02.pdf
⒝ やむを得ない事由により、⒜の交付方法
による入手ができない入札参加希望者は、
上記に事前連絡をしたうえで、の場所
において無償で交付を受けることができ
る。交付期間は本日より令和８年11月30日
まで（但し、行政機関の休日に関する法律
（昭和63年法律第91号）第１条第１項に規
定する行政機関の休日（以下「休日」とい
う。）を除く。）の10時00分から12時00分及び
13時00分から17時00分までとする。

 競争参加資格確認申請書等の提出期限 令
和８年11月４日14時00分までに必着。
 入札書の提出期限
⒜ 電子調達システムにより入札する場合
開札日前日の令和８年11月27日16時00分ま
で。
⒝ 郵送等により入札書を提出する場合 開
札日前日の令和８年11月27日までに必着。
⒞ 持参により入札書を提出する場合 開札
日時の令和８年11月30日13時30分に持参。

 電子調達システムのＵＲＬ及び問い合わせ
先
https://www.p-portal.go.jp/pps-web-biz/

 開札日時及び場所 令和８年11月30日13時
30分 東京航空局総務部契約課

４ その他
 契約手続において使用する言語及び通貨
日本語及び日本国通貨。

 入札保証金及び契約保証金 免除。

 入札参加者に要求される事項 開札日の前
日までに申請書及び資料の内容に関する支出
負担行為担当官からの照会があった場合に
は、説明をしなければならない。
 競争参加資格の確認 競争参加資格確認申
請書等を提出し、支出負担行為担当官から競
争参加資格の有無について確認を受けなけれ
ばならない。
 入札の無効 競争参加資格のない者のした
入札、競争参加資格確認申請書等に虚偽の記
載をした者のした入札並びに入札に関する条
件に違反した者のした入札は無効とする。
 入札方法 入札者は、消費税及び地方消費
税に係る課税事業者であるか免税事業者であ
るかを問わず、本案件に係る諸経費等を含め
見積もった契約希望金額の110分の100に相当
する金額を入札書に記載すること。落札決定
に当たっては、入札書に記載された金額に当
該金額の10％に相当する額を加算した金額
（円位未満端数切捨。）をもって落札価格とす
る。原則として、当該入札の執行において入
札執行回数は２回を限度とする。なお、当該
入札回数までに落札者が決定しない場合に
は、原則として予算決算及び会計令第99条の
２の規定に基づく随意契約には移行しない。
 落札者の決定方法 予算決算及び会計令第
79条の規定に基づいて作成された予定価格の
制限の範囲内で最低価格をもって有効な入札
を行った入札者を落札者とする。なお、落札
者となるべき者が２者以上となった場合は、
くじにより落札者を決定するものとする。
 契約書作成の要否 要
 内訳書の提出 落札者は、落札決定後速や
かに、落札価格の内訳書を提出しなければな
らない。
 その他詳細 入札説明書による。
５ Summary

 Official in charge of disbursement of the

procuring entity : IJICHI Hideki, Director‑

General, East Japan Civil Aviation Bureau,

Ministry of Land, Infrastructure, Transport

and Tourism

 Classification of the services to be pro‑

cured : 16

 Subject matter of the contract : Lighting

parts for aeronautical ground light 1 set 
 Time‑limit for the submission of applica‑

tion forms and relevant documents for the

qualification : 2 : 00 P.M. November 4, 2026

 Time‑limit for the submission of tenders

 By electronic bidding system or mail :

4 : 00 P.M. November 27, 2026

 By tenders should be brought with :

1 : 30 P.M. November 30, 2026

 Contact point for tender documentation :

1115 Kudanminami Chiyoda‑ku Tokyo
1020074 Japan TEL 0368801505

入 札 公 告

次のとおり一般競争入札に付します。
令和８年 10 月２日
分任支出負担行為担当官 東北地方整備局

山形河川国道事務所長 岡本 直剛
◎調達機関番号 020 ◎所在地番号 06
１ 調達内容
 品目分類番号 26
 調達件名及び数量
山形河川国道事務所管内で使用する電気
予定契約電力：771kW
年間予定使用電力量：2037700kWh
（電子調達システム対象案件）
 調達案件の仕様等 入札説明書による。
 履行期間 入札説明書及び仕様書による。
 履行場所 入札説明書及び仕様書による。
 入札方法 入札金額は、各社において設定
する契約電力に対する単価（基本料金単価、
kW単価）及び使用電力量に対する単価（電
力量料金単価、kWh単価）等を根拠とし、
当局が提示する予定契約電力及び予定使用電
力量の総価を入札金額とすること。なお、入
札時においては、発電費用等に係る燃料価格
変動の調整額及び電気事業者による再生可能
エネルギー電気の調達に関する特別措置法に
基づく賦課金は考慮しないものとする。
落札者の決定に当たっては、入札書に記載
された金額に当該金額の100分の10に相当す
る額を加算した金額（当該金額に１円未満の
端数があるときは、その端数金額を切り捨て

た金額とする。）をもって落札価格とするの
で、入札者は消費税及び地方消費税に係る課
税事業者であるか免税事業者であるかを問わ
ず、見積もった契約希望金額の110分の100に
相当する金額を入札書に記載すること。
原則として当該入札の執行において入札執
行回数は、２回を限度とする。
なお、当該入札回数までに落札者が決定し
ない場合は、原則として予算決算及び会計令
（以下「予決令」という。）第99条の２の規定
に基づく随意契約には移行しない。
 電子調達システム（ＧＥＰＳ）の利用 本
件は、競争参加資格確認申請書及び申請に際
して必要な証明書等（以下「申請書等」とい
う。）の提出、入札並びに契約を電子調達シス
テムで行う対象案件である。なお、電子調達
システムによりがたい場合は、紙入札方式参
加願を提出しなければならない。
※電子調達システムは、操作マニュアルを熟
読の上、誤りのないように手続きすること。

２ 競争参加資格
 予決令第70条及び第71条の規定に該当しな
い者であること。
 国土交通省競争参加資格（全省庁統一資格）
における「物品の販売」のうちＡ、Ｂ、Ｃ又
はＤ等級に格付けされた東北地域の競争参加
資格を有する者であること。
 会社更生法（平成14年法律第154号）に基
づき更生手続開始の申し立てがなされている
者又は民事再生法（平成11年法律第225号）
に基づき再生手続開始の申し立てがなされて
いる者は、競争参加資格の再認定を受けてい
ること。
 申請書等の提出期限の日から開札の時まで
の期間に、東北地方整備局長から指名停止を
受けていないこと。
 ３の入札説明書の交付方法により３
から直接ダウンロード、３から直接交付
又は３に送付の希望を申し出て交付を受
けた入札説明書及び仕様書等により作成した
申請書等を提出した者であること。
 警察当局から、暴力団員が実質的に経営を
支配する者又はこれに準ずるものとして、国
土交通省公共事業等からの排除要請があり、
当該状態が継続している者でないこと。
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 競争参加資格の申請の時期及び場所 「競
争参加者の資格に関する公示」（令和８年３月
31日付け官報）に記載されている時期及び場
所で申請を受け付ける。
 電気事業法第２条の２の規定に基づき小売
電気事業の登録を受けている者であること。
 予決令第73条の規定に基づき、分任支出負
担行為担当官が定める入札参加資格者とし
て、二酸化炭素排出係数、未利用エネルギー
の活用、再生可能エネルギーの導入、需要家
への省エネルギー・節電に関する情報提供の
取組並びに電源構成、非化石証書の使用状況
及び二酸化炭素排出係数の情報の開示に関
し、入札説明書において示す入札適合条件を
満たすこと。
 再生可能エネルギー電源の割当計画が仕様
書に定める再生可能エネルギー比率（60％以
上）を満たす計画となっていること。

３ 入札説明書の交付場所等
 入札説明書の交付場所
 電子調達システム
https://www.p-portal.go.jp/pps-web-biz/

 〒9909580 山形県山形市成沢西四丁目
３番55号 東北地方整備局山形河川国道事
務所経理課 ＴＥＬ0236888923（内線
224）電子メールアドレス
thr-761keiyaku01@ki.mlit.go.jp

 入札説明書の交付方法 の電子調達シ
ステムから、自らの商号又は名称を用いて交
付されている全ての資料（追加・変更・訂正
分を含む）をダウンロードすること。これに
よりがたい場合は、の場所で交付を行う。
なお、送付を希望する場合は、送付先、会社
名、担当者名、電話番号等を明記の上、電子
メール（送信後、必ず着信を確認すること。）
により申し出ること。この場合、原則、電子
メールで交付する。ただし、紙での送付を希
望する場合、送付に要する費用は希望者の負
担とする。

４ 申請書等の提出場所等
 電子調達システムによる申請書等の提出場
所 ３に同じ。
 紙入札方式による申請書等の提出場所及び
問い合わせ先 ３に同じ。

 電子調達システム又は紙入札方式による申
請書等の提出期限 令和８年11月17日14時00
分
 申請書等の提出方法 電子調達システム、
持参、郵送（書留郵便に限る。提出期限まで
必着。）、電子メール（送信後、必ず着信を確
認すること。）又は託送（書留郵便と同等のも
のに限る。提出期限まで必着。）にて提出する
こと。

５ 入札書の提出場所等
 電子調達システムによる入札書の提出場所
３に同じ。

 紙入札方式による入札書の提出場所、契約
条項を示す場所及び問い合わせ先 ３に
同じ。
 電子調達システム又は紙入札方式による入
札書の提出期限 令和８年12月７日16時00分
 入札書の提出方法 電子調達システム、持
参又は郵送（書留郵便に限る。）にて提出する
こと。
 開札の日時及び場所 令和８年12月８日10
時00分 東北地方整備局山形河川国道事務所
入札室

６ その他
 契約手続きにおいて使用する言語及び通貨
日本語及び日本国通貨に限る。

 入札保証金及び契約保証金 免除
 入札者に要求される事項
 電子調達システムにより参加を希望する
者は、申請書等を、４の提出期限までに、
３に示すＵＲＬに提出しなければなら
ない。
 紙入札方式により参加を希望する者は、
申請書等を、４の提出期限までに、３
に示す場所に提出しなければならない。
また、、いずれの場合も、５の入札
書の提出期限までの間において、分任支出負
担行為担当官から申請書等の内容に関する説
明を求められた場合には、それに応じなけれ
ばならない。
 入札の無効 競争参加資格のない者、入札
に関する条件に違反した者、入札者に求めら
れる義務を履行しなかった者、５の入札書

の提出期限までに入札説明書及び仕様書等
（追加・変更・訂正分を含む）の交付を受け
ていない者、申請書等に虚偽の記載をした者
又は電子調達システムを利用するための電子
証明書を不正に使用した者が提出した入札書
は無効とする。
 契約書の作成の要否 要
 落札者の決定方法 予決令第79条の規定に
基づいて作成された予定価格の制限の範囲内
で最低価格をもって有効な入札を行った者を
落札者とする。
 その他 詳細は入札説明書による。
７ Summary

 Official in charge of disbursement of the

procuring entity : OKAMOTO Naotake, Di‑

rector of Yamagata office of River and Na‑

tional Highway, Tohoku Regional Develop‑

ment Bureau

 Classification of the services to be pro‑

cured : 26

 Nature and quantity of the products to be

purchased : Electricity used in the jurisdic‑

tion of Yamagata office of River and Na‑

tional Highway Office, Tohoku Regional

Development Bureau, contract 771kW and

the estimated electricity for the year is

2,037,700kWh

 Fulfillment period : As shown in the

tender documentation

 Fulfillment place : As shown in the tender

documentation

 Qualification for participating in the ten‑

dering procedures : Suppliers eligible for

participating in the proposed tender are

those who shall :

 Do not come under Article 70 and 71 of

the Cabinet Order concerning the Budget,

Auditing and Accounting

 Have Grade A, B, C or D on sale of

product in Tohoku Area in terms of qua‑

lification for participating in tenders by

Ministry of Land, Infrastructure, Trans‑

port and Tourism (Single qualification

for every ministry and agency)

 Do not be under suspension of nomina‑

tion by Director‑General of Tohoku Re‑

gional Development Bureau from Time‑

limit for the tender to Bid Opening

 The person who obtained a bid manual

from the person of ordering directly

 Not be the business operators that a

gangster influences management substan‑

tially or the person who has exclusion re‑

quest from Ministry of Land, Infrastruct‑

ure, Transport and Tourism is continuing

state concerned

 Acquire the electric certificate in case

of using the Electric Bidding system

https://www.p-portal.go.jp/pps-web-biz/
 Obtain registration of the electricity

retail business in accordance with Article

22, of the Electricity Business Act
 Fulfill the requirements mentioned in

the tender manual that are stated from

the viewpoint of reducing CO２ and en‑

vironmental impact

 Time‑limit for submission of certificate :

14 : 00 17 November, 2026

 Time‑limit for tender : 16 : 00 7 Decem‑

ber, 2026

 Contact point for the notice : Contract

Section, Accounting Section, Yamagata of‑

fice of River and National Highway,

Tohoku Regional Development Bureau,

Ministry of Land, Infrastructure Transport

and Tourism, 4355, Narisawanishi,
Yamagata‑shi, Yamagata‑ken, 9909580
Japan TEL 0236888923 ex. 224

入 札 公 告

次のとおり一般競争入札に付します。本案件は、
競争参加資格確認のための証明書等（以下、「証明
書等」という。）の提出、入札及び契約を電子調達
システム（ＧＥＰＳ）で行う対象案件です。
令和８年 10 月２日

支出負担行為担当官
海上保安庁総務部長 鍬本 浩司
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◎調達機関番号 020 ◎所在地番号 13
〇特船契第 1194 号
１ 調達内容
 品目分類番号 77
 購入等件名及び数量
測量船海洋定期修理

 調達案件及び仕様等 仕様書による。
 履行期限 令和９年３月26日
 履行場所 請負造船所
 入札方法 総価で行う。落札者の決定に当
たっては、入札書に記載された金額に当該金
額の10％に相当する額を加算した金額（当該
金額に１円未満の端数があるときは、その端
数金額を切り捨てるものとする。）をもって落
札価格とするので、入札者は、消費税及び地
方消費税に係る課税事業者であるか免税事業
者であるかを問わず、見積もった契約金額の
110分の100に相当する金額を入札書に記載す
ること。
 電子調達システム（ＧＥＰＳ）の利用 本
案件は、申請書等の提出、入札及び契約を電
子調達システムで行う対象案件である。なお、
電子調達システムによりがたい場合は、紙入
札方式参加願、紙契約方式承諾願を提出し、
紙入札方式、紙契約方式に代えることができ
る。

２ 競争参加資格
 予算決算及び会計令（以下「予決令」とい
う。）第70条の規定に該当しない者であるこ
と。なお、未成年者、被保佐人又は被補助人
であって、契約締結のために必要な同意を得
ている者は、同条中、特別の理由がある場合
に該当する。
 予決令第71条の規定に該当しない者である
こと。
 令和７・８・９年度国土交通省競争参加資
格（全省庁統一資格）において、「役務の提供
等」のＡ、Ｂ、Ｃ又はＤ等級に格付けされ、
関東・甲信越地域の競争参加資格を有するも
のであること。
 当該部局において指名停止の措置を受け、
指名停止期間中でない者。

 警察当局から、暴力団員が実質的に経営を
支配する者又はこれに準ずるものとして、国
土交通省発注の公共事業等からの排除要請が
あり、当該状態が継続している者でないこと。
 経営状況や信用度が極度に悪化していない
と認められる者。
 入札業務に関し不正又は不誠実な行為を
し、契約の相手方として不適当でない者。
 電子調達システムによる場合は、電子証明
書を取得していること。
 競争参加資格の申請の時期及び場所 「競
争参加者の資格に関する公示」（令和８年３月
31日付官報）に記載されている時期及び場所
で申請を受け付ける。

３ 入札書の提出場所等
 電子調達システムのＵＲＬ及び問い合わせ
先
政府電子調達（ＧＥＰＳ）
https://www.geps.go.jp/

電子調達システムヘルプデスク
ＴＥＬ0570014889

 入札方式による入札書等の提出場所、契約
条項を示す場所、入札説明書の交付場所及び
問い合わせ先
〒1008976 東京都千代田区霞が関２

１３ 海上保安庁総務部政務課予算執行管
理室第二契約係 鳥飼 真瑛 電話03
35916361 内線2831
 入札説明書の交付方法 仕様書等（入札説
明書含む）の交付は、電子調達システム（Ｇ
ＥＰＳ）からダウンロードすること。
https://www.geps.go.jp/

また、郵送により交付を希望する者はＡ４
判用紙が入る返信用封筒（宛先を明記する。）
並びに重量200ｇに見合う郵便料金に相当す
る郵便切手又は国際返信切手券を添付して
の係に申し込むこと。
 電子調達システム及び紙入札による競争参
加のために必要な証明書等の受領期限 令和
８年11月２日17時00分
 電子調達システムによる入札及び紙入札に
よる入札書の受領期限 令和８年11月24日17
時00分
 開札の日時及び場所 令和８年11月25日14
時30分 海上保安庁入札室

４ その他
 契約手続において使用する言語及び通貨
日本語及び日本国通貨。

 入札保証金及び契約保証金 免除
 入札の無効 本公告に示した競争参加資格
のない者のした入札及び入札に関する条件に
違反した入札。
 契約書作成の要否 要。
本業務は、契約手続にかかる書類の授受を
電子調達システムで行う対象業務である。
なお、電子調達システムによりがたい場合
は、発注者の承諾を得て紙契約方式に代える
ものとする。
 落札者の決定方法 予決令第79条の規定に
基づいて作成された予定価格の制限の範囲内
で最低の価格をもって有効な入札を行った者
を落札者とする。
 手続きにおける交渉の有無 無
 その他 詳細は、入札説明書による。
５ Summary

 Official in charge of disbursement of the

procuring entity : KUWAMOTO Hiroshi,

Director General, Administration Departm‑

ent, Japan Coast Guard.

 Classification of the services to be pro‑

cured : 77

 Nature and quantity of the products or

service to be purchased or required. : Regu‑

larly repair service of hydrographic survey

vessel KAIYO

 Fulfillment limit : 26. March. 2027.

 Fulfilment place : The shipyard which

will contract for repair

 Qualifications for participating in the

tendering procedures ; Supplier eligible for

participating in the proposed tender are

those who shall ;

⒜ not come under Article 70 of the Cabi‑

net Order concerning the Budget, Audit‑

ing and Accounting. Furthermore, mi‑

nors, Person under Conservatorship or

Person under Assistance that obtained

the consent necessary for concluding a

contract may be applicable under cases

of special reasons within the said clause ;

⒝ not come under Article 71 of the Cabi‑

net Order concerning the Budget, Audit‑

ing and Accounting ;

⒞ have Grade A to D level of interest in

Service in Kanto・Koshinetsu area in
terms of the qualification for participat‑

ing in the tenders by the Ministry of

Land, Infrastructure Transport and Tou‑

rism (Single qualification for every minis‑

try and agency) in the fiscal years, 2025・
2026・2027.
⒟ The person who is not being suspended

from Transactions by the request of the

officials in charge of contract.

⒠ not be the business operators that a

gangster influences management substan‑

tially or the person who has exclusion re‑

quest from Ministry of Land, Infrastruct‑

ure, Transport and Tourism is continuing

state concerned.

 Time‑limit for tender ; 17 : 00, 24. Novem‑

ber. 2026.

 Contact point for the notice : TORIKAI

Mae, 2nd Contract Section, Contract and

Accounts Office, Budget Division, Adminis‑

tration Department, Japan Coast Guard,

213, Kasumigaseki Chiyoda‑ku, Tokyo,
1008976 Japan. TEL 0335916361 ext.
2831

入 札 公 告
次のとおり一般競争入札に付します。本案件は、
競争参加資格確認のための証明書等（以下、「証明
書等」という。）の提出、入札及び契約を電子調達
システム（ＧＥＰＳ）で行う対象案件です。
令和８年 10 月２日

支出負担行為担当官
海上保安庁総務部長 鍬本 浩司

◎調達機関番号 020 ◎所在地番号 13
〇特物契第 1195 号
１ 調達内容
 品目分類番号 16
 購入等件名及び数量
冷却ファン44個ほか13点買入

 調達案件及び仕様等 仕様書による。
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 納入期限 令和９年３月26日
 納入場所 測量船平洋ほか１箇所
 入札方法 総価で行う。落札者の決定に当
たっては、入札書に記載された金額に当該金
額の10％に相当する額を加算した金額（当該
金額に１円未満の端数があるときは、その端
数金額を切り捨てるものとする。）をもって落
札価格とするので、入札者は、消費税及び地
方消費税に係る課税事業者であるか免税事業
者であるかを問わず、見積もった契約金額の
110分の100に相当する金額を入札書に記載す
ること。
 電子調達システム（ＧＥＰＳ）の利用 本
案件は、申請書等の提出、入札及び契約を電
子調達システムで行う対象案件である。なお、
電子調達システムによりがたい場合は、紙入
札方式参加願、紙契約方式承諾願を提出し、
紙入札方式、紙契約方式に代えることができ
る。

２ 競争参加資格
 予算決算及び会計令（以下「予決令」とい
う。）第70条の規定に該当しない者であるこ
と。なお、未成年者、被保佐人又は被補助人
であって、契約締結のために必要な同意を得
ている者は、同条中、特別の理由がある場合
に該当する。
 予決令第71条の規定に該当しない者である
こと。
 令和７・８・９年度国土交通省競争参加資
格（全省庁統一資格）において、「物品の販売」
のＡ又はＢ等級に格付けされ、関東・甲信越
地域の競争参加資格を有するものであるこ
と。
 当該部局において指名停止の措置を受け、
指名停止期間中でない者。
 警察当局から、暴力団員が実質的に経営を
支配する者又はこれに準ずるものとして、国
土交通省発注の公共事業等からの排除要請が
あり、当該状態が継続している者でないこと。
 経営状況や信用度が極度に悪化していない
と認められる者。
 入札業務に関し不正又は不誠実な行為を
し、契約の相手方として不適当でない者。

 電子調達システムによる場合は、電子証明
書を取得していること。
 競争参加資格の申請の時期及び場所 「競
争参加者の資格に関する公示」（令和８年３月
31日付官報）に記載されている時期及び場所
で申請を受け付ける。

３ 入札書の提出場所等
 電子調達システムのＵＲＬ及び問い合わせ
先
政府電子調達（ＧＥＰＳ）
https://www.geps.go.jp/

電子調達システムヘルプデスク
ＴＥＬ0570014889

 入札方式による入札書等の提出場所、契約
条項を示す場所、入札説明書の交付場所及び
問い合わせ先
〒1008976 東京都千代田区霞が関２

１３ 海上保安庁総務部政務課予算執行管
理室第二契約係 鳥飼 真瑛 電話03
35916361 内線2831
 入札説明書の交付方法 仕様書等（入札説
明書含む）の交付は、電子調達システム（Ｇ
ＥＰＳ）からダウンロードすること。
https://www.geps.go.jp/

また、郵送により交付を希望する者はＡ４
判用紙が入る返信用封筒（宛先を明記する。）
並びに重量200ｇに見合う郵便料金に相当す
る郵便切手又は国際返信切手券を添付して
の係に申し込むこと。
 電子調達システム及び紙入札による競争参
加のために必要な証明書等の受領期限 令和
８年11月２日17時00分
 電子調達システムによる入札及び紙入札に
よる入札書の受領期限 令和８年11月24日17
時00分
 開札の日時及び場所 令和８年11月25日14
時30分 海上保安庁入札室

４ その他
 契約手続において使用する言語及び通貨
日本語及び日本国通貨。

 入札保証金及び契約保証金 免除
 入札の無効 本公告に示した競争参加資格
のない者のした入札及び入札に関する条件に
違反した入札。

 契約書作成の要否 要。
本業務は、契約手続にかかる書類の授受を
電子調達システムで行う対象業務である。
なお、電子調達システムによりがたい場合
は、発注者の承諾を得て紙契約方式に代える
ものとする。
 落札者の決定方法 予決令第79条の規定に
基づいて作成された予定価格の制限の範囲内
で最低の価格をもって有効な入札を行った者
を落札者とする。
 手続きにおける交渉の有無 無
 その他 詳細は、入札説明書による。
５ Summary

 Official in charge of disbursement of the

procuring entity : KUWAMOTO Hiroshi,

Director General, Administration Departm‑

ent, Japan Coast Guard.

 Classification of the services to be pro‑

cured : 16

 Nature and quantity of the products or

service to be purchased or required. : Pur‑

chase of 44 cooling fans and 13 other items

 Delivery limit : 26. March. 2027.

 Delivery place : Hydrographic survey

vessel HEIYO and KOUYO

 Qualifications for participating in the

tendering procedures ; Supplier eligible for

participating in the proposed tender are

those who shall ;

⒜ not come under Article 70 of the Cabi‑

net Order concerning the Budget, Audit‑

ing and Accounting. Furthermore, mi‑

nors, Person under Conservatorship or

Person under Assistance that obtained

the consent necessary for concluding a

contract may be applicable under cases

of special reasons within the said clause ;

⒝ not come under Article 71 of the Cabi‑

net Order concerning the Budget, Audit‑

ing and Accounting ;

⒞ have Grade A or B level of interest in

Selling in Kanto・Koshinetsu area in
terms of the qualification for participat‑

ing in the tenders by the Ministry of

Land, Infrastructure Transport and Tou‑

rism (Single qualification for every minis‑

try and agency) in the fiscal years, 2025・
2026・2027.
⒟ The person who is not being suspended

from Transactions by the request of the

officials in charge of contract.

⒠ not be the business operators that a

gangster influences management substan‑

tially or the person who has exclusion re‑

quest from Ministry of Land, Infrastruct‑

ure, Transport and Tourism is continuing

state concerned.

 Time‑limit for tender ; 17 : 00, 24. Novem‑

ber. 2026.

 Contact point for the notice : TORIKAI

Mae, 2nd Contract Section, Contract and

Accounts Office, Budget Division, Adminis‑

tration Department, Japan Coast Guard,

213, Kasumigaseki Chiyoda‑ku, Tokyo,
1008976 Japan. TEL 0335916361 ext.
2831

入 札 公 告

次のとおり一般競争入札に付します。
令和８年 10 月２日
分任支出負担行為担当官
陸上自衛隊補給本部調達会計部長

田方 一寿
◎調達機関番号 010 ◎所在地番号 13
１ 調達内容
 品目分類番号 26
 購入等件名及び数量
グランドピアノ １式

 調達件名の特質等 仕様書による。
 納入時期 入札説明書による。
 納入場所 入札説明書による。
 入札方法 上記１は、総額で入札に付す
る。落札決定に当たっては、入札書に記載さ
れた金額に当該金額の10％に相当する額を加
算した金額をもって契約金額とするので、入
札者は消費税に係る課税事業者であるか免税
事業者であるかを問わず、見積もった金額の
110分の100に相当する金額を入札書に記載す
ること。
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２ 競争参加資格
 予算決算及び会計令第70条の規定に該当し
ない者であること。なお、未成年者、被保佐
人又は被補助人であって、契約締結のために
必要な同意を得ている者は、同条中、特別の
理由がある場合に該当する。
 予算決算及び会計令第71条の規定に該当し
ない者であること。
 令和07・08・09年度防衛省競争参加資格
（全省庁統一資格）において、関東・甲信越
地域の競争参加資格を有する者のうち次の等
級に格付けされている者であること。
「物品の販売」のＡ、Ｂ、Ｃ又はＤ等級
 大臣官房衛生監、防衛政策局長、防衛装備
庁長官のいずれか該当する者又は陸上幕僚長
から指名停止等の措置を受けている期間中の
者でないこと。
 前号により、現に指名停止を受けている者
と資本関係又は人的関係のある者であって、
当該者と同種の物品の売買又は製造若しくは
役務請負について防衛省と契約を行おうとす
る者でないこと。
 防衛省として原価計算システムの適正性を
確認できない状態にある者でないこと。（但
し、市場価格等による場合は除く。）

３ 入札書の提出場所等
 入札書の提出場所、契約条項を示す場所、
入札説明書の交付場所及び問い合わせ先
〒1148564 東京都北区十条台１５70
陸上自衛隊補給本部調達会計部契約第１課
需品衛生班 電話0339085121 内線2569
 入札説明書の交付方法 随時交付する。
 入札書の受領期限 令和８年11月４日16時
30分まで。
ただし、入札書を持参する場合は開札の日
時までとする。
 開札の日時及び場所 １令和８年11月５
日10時00分 陸上自衛隊補給本部調達会計部
入札室
 郵便入札があった場合の再度入札執行の日
時及び場所 １令和８年11月12日10時00分
陸上自衛隊補給本部調達会計部兵站運用室

４ その他
 契約手続において使用する言語及び通貨
日本語及び日本国通貨。

 入札保証金及び契約保証金 免除。
 入札者に要求される事項 同等品を納入予
定の者は、令和８年10月16日12時までに承認
の申請をしなければならない。
 入札の無効 本公告に示した競争参加資格
のない者の行った入札及び入札に関する条件
に違反した入札。
 契約書作成の要否 要。
 落札者の決定方法 予算決算及び会計令第
79条の規定に基づいて作成された予定価格の
制限の範囲内で最低価格をもって有効な入札
を行った者を落札者とする。
 詳細は入札説明書による。
５ Summary

 Official in charge of disbursement of the

Procuring entity : Kazuhisa Takata, the

Contract Officer, Director of Procurement

and Financial Department, Ground Logist‑

ics Command, Japan Ground Self Defense

Force.

 Classification of the products to be Pro‑

cured : 26

 Nature and quantity of the products to be

purchased : Grand Piano 1ST

 Delivery period : as in the tender do‑

cumentation

 Delivery place : as in the tender do‑

cumentation

 Qualification for participating in the ten‑

dering procedures : Suppliers eligible for

participating in the proposed tender are

those who shall :

 not come under Article 70 of the Cabi‑

net Order concerning the Budget, Audit‑

ing and Accounting. Furthermore, mi‑

nors, Person under Conservatorship or

Person under Assistance that obtained

the consent necessary for concluding a

contract may be applicable under cases

of special reasons within the said clause.

 not come under Article 71 of the Cabi‑

net Order concerning the Budget, Audit‑

ing and Accounting.

 have Grade A, B, C or Ｄ on Sale of
Product in the Kanto and Koushin‑etsu

area in terms of the qualification for par‑

ticipating in tenders by Cabinet Office.

(Single qualifications for every ministry

and agency) in the fiscal years 2025, 2026

and 2027

 The Person who is not being suspended

from Transactions by the request of the

Ministry of Defense.

 The person who can be confirmed fair

cost Accounting satisfied by the Ministry

of Defense, except in case of market

price.

 Time limit of tender : 16 : 30 4 Novem‑

ber 2026

 Contact point for the notice : Head Con‑

tract 1st Section, Ground Logistics Com‑

mand, Japan Ground Self Defense Force,

1570 Jujodai, Kita‑ku Tokyo 1148564
Japan. TEL 0339085121 Ext. 2569

入 札 公 告
次のとおり一般競争入札に付します。
令和８年 10 月２日

独立行政法人造幣局理事 村上 佳子
◎調達機関番号 561 ◎所在地番号 27
〇造大第 37 号
１ 調達内容
 品目分類番号 24
 購入等件名及び数量 高周波誘導結合プラ
ズマ質量分析装置（広島支局） 一式
 調達件名の特質等 入札説明書による。
 納入期限 令和９年３月10日
 納入場所 広島支局
 入札方法 入札者は、下記の及びの合
計額を入札書に記載するものとする。消費
税が課税となるものについては、入札者が消
費税に係る課税事業者であるか免税事業者で
あるかを問わず、見積もった価格の110分の
100に相当する金額 消費税が非課税又は
不課税となるものについては、見積もった価
格

２ 競争参加資格
 造幣局契約事務規程第４条及び第５条の規
定に該当しない者であること。
 令和７・８・９年度財務省競争参加資格
（全省庁統一資格）又は、令和７・８・９年
度独立行政法人造幣局競争参加資格において
業種区分が「物品の製造」又は「物品の販売」
で「Ａ」に格付けされている者であること。
 各省各庁から指名停止等を受けていない者
であること。
 造幣局と締結した契約に関し、契約に違反
し、契約の相手方として不適当であると認め
られる者でないこと。

３ 入札書の提出場所等
 入札書の提出場所、契約条項を示す場所、
入札説明書の交付場所及び問い合わせ先
〒5300043 大阪市北区天満１１79
独立行政法人造幣局 総務部経理課 契約担
当 中西 京香 電話0663515463
 入札説明書の交付方法 随時交付する。
 入札説明会の日時及び場所 令和８年11月
24日17時00分まで、上記３の場所で随時行
う。
 入札書の受領期限 令和８年11月26日17時
00分。ただし、入札書を持参する場合は開札
の日時までとする。
 開札の日時及び場所 令和８年11月27日10
時00分 造幣局経理課会議室

４ その他
 契約手続において使用する言語及び通貨
日本語及び日本国通貨。

 札保証金及び契約保証金 免除。
 入札の無効 本公告に示した競争参加資格
のない者のした入札及び入札に関する条件に
違反した入札。
 契約書作成の要否 要。
 落札者の決定方法 造幣局契約事務規程第
７条の規定に基づいて作成された予定価格の
制限の範囲内で最低価格をもって有効な入札
を行った者を落札者とする。
 手続における交渉の有無 無。
 詳細は入札説明書による。
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５ Summary

 Official in charge of procurement :

MURAKAMI Yoshiko, Executive Director,

Japan Mint

 Classification of the products to be pro‑

cured : 24

 Nature and quantity of the products to be

purchased : Inductively coupled plasma

mass spectrometer 1 set

 Delivery period : March 10, 2027

 Delivery place : Hiroshima Branch

 Qualification for participating in the ten‑

dering procedures : Suppliers eligible for

participating in the proposed tender are

those who :

 do not come under Article 4 and 5 of

the Japan Mint Contract Procedure

Rules.

 have obtained Grade A from the Minis‑

try of Finance Japan (all ministries／
agencies) or Japan Mint in the category

of Manufacturing of products or Sell‑

ing of products in the qualification for

participating in tendering procedures for

the fiscal years of 2025, 2026 and 2027.

 have not received suspension of de‑

signated contractor status, etc. from any

ministry or agency.

 are not being recognized as an unsuit‑

able one to make a contract with, due to

the violation of the contract with Japan

Mint including its branches in the past.

 Time‑limit for tender : November 26,

2026 at 5 : 00 pm

 Contact point for the notice :

NAKANISHI Kyoka, Contract Unit, Ac‑

counts Division, General Affairs Departm‑

ent, Japan Mint, 1179 Temma Kita‑ku,
Osaka‑shi 5300043 Japan TEL 066351
5463

入 札 公 告
次のとおり一般競争入札に付します。
令和８年 10 月２日

独立行政法人造幣局理事 村上 佳子

◎調達機関番号 561 ◎所在地番号 27
〇造大第 38 号
１ 調達内容
 品目分類番号 71、27
 購入等件名及び数量 出退勤管理システム
更新及び保守作業 一式
 調達案件の仕様等 入札説明書による。
 履行期限 令和14年６月30日
 履行場所 本局
 入札方法 入札者は、下記の及びの合
計額を入札書に記載するものとする。消費
税が課税となるものについては、入札者が消
費税に係る課税事業者であるか免税事業者で
あるかを問わず、見積もった価格の110分の
100に相当する金額 消費税が非課税又は
不課税となるものについては、見積もった価
格

２ 競争参加資格
 造幣局契約事務規程第４条及び第５条の規
定に該当しない者であること。
 令和７・８・９年度財務省競争参加資格
（全省庁統一資格）又は、令和７・８・９年
度独立行政法人造幣局競争参加資格において
業種区分が「役務の提供等」で「Ａ」に格付
けされている者であること。
 各省各庁から指名停止等を受けていない者
であること。
 造幣局と締結した契約に関し、契約に違反
し、契約の相手方として不適当であると認め
られる者でないこと。

３ 入札書の提出場所等
 入札書の提出場所、契約条項を示す場所、
入札説明書の交付場所及び問い合わせ先
〒5300043 大阪市北区天満１１79
独立行政法人造幣局 総務部経理課 契約担
当 平田 博美 電話0663515463
 入札説明書の交付方法 随時交付する。
 入札説明会の日時及び場所 令和８年11月
24日17時00分まで、上記３の場所で随時行
う。
 入札書の受領期限 令和８年11月26日17時
00分 ただし、入札書を持参する場合は開札
の日時までとする。
 開札の日時及び場所 令和８年11月27日10
時30分 造幣局経理課会議室

４ その他
 契約手続において使用する言語及び通貨
日本語及び日本国通貨。

 入札保証金及び契約保証金 免除。
 入札の無効 本公告に示した競争参加資格
のない者のした入札及び入札に関する条件に
違反した入札。
 契約書作成の要否 要。
 落札者の決定方法 造幣局契約事務規程第
７条の規定に基づいて作成された予定価格の
制限の範囲内で最低価格をもって有効な入札
を行った者を落札者とする。
 手続における交渉の有無 無。
 詳細は入札説明書による。
５ Summary

 Official in charge of procurement :

MURAKAMI Yoshiko, Executive Director,

Japan Mint

 Classification of the services to be pro‑

cured : 71, 27

 Nature and quantity of the services to be

required : Upgrade and maintenance ser‑

vices for the time and attendance manage‑

ment system 1 set

 Fulfillment period : June 30, 2032

 Fulfillment place : Head Office

 Qualification for participating in the ten‑

dering procedures : Suppliers eligible for

participating in the proposed tender are

those who :

 do not come under Article 4 and 5 of

the Japan Mint Contract Procedure

Rules.

 have obtained Grade A from the Minis‑

try of Finance Japan (all ministries／
agencies) or Japan Mint in the category

of Offer of service, etc. in the qualifica‑

tion for participating in tendering pro‑

cedures for the fiscal years of 2025, 2026

and 2027.

 have not received suspension of de‑

signated contractor status, etc. from any

ministry or agency.

 are not being recognized as an unsuit‑

able one to make a contract with, due to

the violation of the contract with Japan

Mint including its branches in the past.

 Time‑limit for tender : November 26,

2026 at 5 : 00 pm

 Contact point for the notice : HIRATA

Hiromi, Contract Unit, Accounts Division,

General Affairs Department, Japan Mint,

1179 Temma Kita‑ku, Osaka‑shi 530
0043 Japan TEL 0663515463

入 札 公 告

次のとおり一般競争入札に付します。
令和８年 10 月２日

契約責任者
独立行政法人国立印刷局
財務担当理事 鈴木 康晴

◎調達機関番号 562 ◎所在地番号 13
１ 調達内容
 品目分類番号 26
 購入等件名及び数量
国立印刷局王子工場組織等の移転に伴う什
器類の購入 一式（電子入札対象案件）
 調達案件の仕様等 入札説明書による。
 履行期限 令和９年４月30日
 履行場所 王子工場
 入札方法 落札決定に当たっては、入札書
に記載された金額に消費税法及び地方税法の
規定に定められた税率により算出された金額
を加算した金額（当該金額に１円未満の端数
があるときは、その端数金額を切り捨てるも
のとする。）をもって落札価格とするので、入
札者は、消費税及び地方消費税に係る課税事
業者であるか免税事業者であるかを問わず、
見積もった契約金額のうち消費税及び地方消
費税に相当する額を除いた金額を入札書に記
載すること。
なお、入札書の金額欄には円までを記載す
ること。
 電子入札システムの利用 本案件は、入札
を電子入札システムで行う対象案件である。
なお、電子入札システムによりがたい場合
は、紙入札方式によることができる。


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２ 競争参加資格
 独立行政法人国立印刷局購買等契約細則第
６条第１項第１号及び第２号の規定に該当し
ない者であること。
なお、未成年者、被保佐人又は被補助人で
あって、契約締結のために必要な同意を得て
いる者は、同条中、特別の理由がある場合に
該当する。
 警察当局から、暴力団員が実質的に経営を
支配する者又はこれに準ずる者として、購買
等契約からの排除要請があり、当該状況が継
続している者でないこと。
 独立行政法人国立印刷局購買等契約細則第
６条第２項に該当しない者であること。
 令和７・８・９年度財務省競争参加資格
（全省庁統一資格）又は令和７・８・９年度
独立行政法人国立印刷局競争参加資格におい
て、業種区分が「物品の販売」であって「Ａ」、
「Ｂ」又は「Ｃ」の等級に格付された者、又
は当該競争参加資格を有しない者で、入札書
の受領期限までに競争参加資格審査を受け、
競争参加資格者名簿に登載され、当該区分及
び当該等級に格付された者であること。

３ 審査書類及び入札書の提出場所等
 審査書類及び入札書の提出場所、契約条項
を示す場所、入札説明書の交付場所及び問合
せ先
〒1058445 東京都港区虎ノ門二丁目２番
３号 独立行政法人国立印刷局財務部契約課
物品契約担当 大島 厚志 電話033587
4517
 電子入札システムのＵＲＬ
独立行政法人国立印刷局電子入札システム
https://www.npb.go.jp/ja/guide/finance/

portal/index.html

 競争参加申込期限 令和８年10月28日午後
４時
 入札説明会の日時及び場所 令和８年10月
19日午後２時 独立行政法人国立印刷局王子
工場会議室
 入札書の受領期限 令和８年11月19日午後
４時
 開札の日時及び場所 令和８年11月20日午
前11時 独立行政法人国立印刷局財務部入札
室

４ 提出すべき審査書類
参考規格品以外の同等の規格及び機能を有す
る物品で応札する場合は、応札しようとする物
品等の品質、規格及び特性等が本仕様の要求要
件を満たしていることを明らかにした書類。
５ 書類審査
４に示す審査書類を契約責任者が検討し、当
法人の使用目的に合致し、採用し得ると判断し
たものを採用可能とし、最終的に当該競争に参
加させるものとする。
６ その他
 契約手続において使用する言語及び通貨
日本語及び日本国通貨

 入札保証金及び契約保証金 免除
 入札者に要求される事項 入札参加の申込
をする者で、書類審査のための書類を提出す
る者は、令和８年11月９日午後４時までに３
の場所まで提出しなければならない。
なお、開札日の前日までの間において契約
責任者から書類等に関し説明を求められた場
合には、これに応じなければならない。書類
等に関し説明の義務を履行しない者の入札書
は、落札決定の対象としない。
 入札の無効 本公告に示した競争参加資格
のない者のした入札及び入札に関する条件に
違反した入札書は無効とする。
 契約書作成の要否 要
 落札者の決定方法 予定価格の制限の範囲
内で最低価格をもって有効な入札を行った者
を落札者とする。ただし、落札者となるべき
者の入札価格によっては、その者により当該
契約の内容に適合した履行がされないおそれ
があると認められるとき、又はその者と契約
を締結することが公正な取引の秩序を乱すこ
ととなるおそれがあって著しく不適当である
と認められるときは、予定価格の制限の範囲
内の価格をもって入札した他の者のうち、最
低の価格をもって入札した者を落札者とする
ことがある。
 手続における交渉の有無 無
 仕様書の交付 仕様書は、「秘密情報の取扱
いに関する誓約書」を提出した者に交付する。
なお、本誓約書のうち別紙「秘密事項」に
ついては、３にて受け取ること。
 詳細は入札説明書による。

７ Summary

 Contracting entity : Yasuharu Suzuki,

Vice President, Financial Affairs Departm‑

ent, National Printing Bureau, Incorpo‑

rated Administrative Agency.

 Classification of the products to be pro‑

cured : 26

 Nature and quantity of the products to be

purchased or services to be required : Pro‑

curement of Furniture and Fixtures for the

Relocation of Organizational Units at the

National Printing Bureau Oji Plant : 1 set

 Fulfillment period : 30 April 2027

 Fulfillment place : Oji Plant

 Qualifications for participating in the

tendering procedures : Suppliers eligible for

participating in the proposed tender are

those who shall :

 Not come under Article 61 of the Na‑
tional Printing Bureau's regulation con‑

cerning the contract procedures. Further‑

more, minors, person under conservator‑

ship, and person under assistance, who

have obtained the consent necessary for

concluding a contract, may come under

this qualification in cases involving spe‑

cial reasons within the said article.

 Not come under Article 62 of the Na‑
tional Printing Bureau's regulation con‑

cerning the contract procedures.

 Have Grade A, B or C in terms of the

qualifications for participating in tenders

for Sales by the Ministry of Finance, Ja‑

pan (all ministries／agencies) or the Na‑
tional Printing Bureau, Incorporated Ad‑

ministrative Agency, in the fiscal years

2025, 2026 and 2027.

 Time‑limit for tender : 4 : 00 P.M. 19 No‑

vember 2026

 Contact point for the notice : Atushi

Oshima, Procurement Contract Division,

Financial Affairs Department, National

Printing Bureau, Incorporated Administra‑

tive Agency, 223 Toranomon Minato‑
ku, Tokyo 1058445 Japan TEL 03
35874517

 Acquire the electric certificate in case of

using the Electric Bidding System

https://www.npb.go.jp/ja/guide/finance/

portal/index.html

入 札 公 告

次のとおり一般競争入札に付します。
令和８年 10 月２日
契約担当役
独立行政法人国立高等専門学校機構
鳥羽商船高等専門学校事務部長 喜井 健二
◎調達機関番号 593 ◎所在地番号 24
〇第２号
１ 調達内容
 品目分類番号 26
 購入等件名及び数量
Ａ 鳥羽商船高等専門学校校舎地区で使用す
る電気 契約電力 332kW 契約予定使
用電力量 1183152kWh
Ｂ 鳥羽商船高等専門学校艇庫地区で使用す
る電気 契約電力 181kW 契約予定使
用電力量 145476kWh

 調達案件の仕様等 入札説明書による。
 納入期間 令和９年４月１日から令和10年
３月31日
 納入場所 鳥羽商船高等専門学校
 入札方法 入札金額は各社において設定す
る契約電力に対する単一の単価（月額）及び
使用電力量に対する単価を記載すること。（小
数点以下を含むことができる。）落札の決定
は、本校が提示する予定使用電力量の対価を
入札書に記載された入札金額に従って計算し
た総価で行うので、当該総価を上記の単価と
併せて記載すること。上記１の件名ごとに
それぞれ入札に付する。入札金額は、上記１
の件名ごとにそれぞれの単価を記載するこ
と。なお、落札決定に当たっては、入札書に
記載された金額に当該金額の10パーセントに
相当する額を加算した金額をもって落札価格
とするので、入札者は、消費税及び地方消費
税に係る課税事業者であるか免税事業者であ
るかを問わず、見積もった契約金額の110分
の100に相当する金額を入札書に記載するこ
と。
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２ 競争参加資格
 独立行政法人国立高等専門学校機構契約事
務取扱規則第４条及び第５条の規定に該当し
ない者であること。なお、未成年者、被保佐
人又は被補助人であって、契約締結のために
必要な同意を得ている者は、同条中、特別の
理由がある場合に該当する。
 入札者の競争参加資格 国の競争参加資格
（全省庁統一資格）において令和７・８・９
年度に東海・北陸地域の「物品の販売」のＡ、
Ｂ又はＣ等級に格付けされている者であるこ
と。なお、当該競争参加資格については、令
和８年３月31日付け号外政府調達第57号の官
報の競争参加者の資格に関する公示の別表に
掲げる申請受付窓口において随時受け付けて
いる。
 電気事業法第２条の２の規定に基づき小売
電気事業の登録を受けている者であること。
 省ＣＯ２化の要素を考慮する観点から、入
札説明書に記載する基準を満たす者であるこ
と。
 独立行政法人国立高等専門学校機構契約事
務取扱規則第６条の規定に基づき、契約担当
役が定める資格を有する者であること。
 契約担当役から取引停止の措置を受けてい
る期間中の者でないこと。

３ 入札書の提出場所等
 入札書の提出場所、契約条項を示す場所、
入札説明書の交付場所及び問合せ先
〒5178501 三重県鳥羽市池上町１１
鳥羽商船高等専門学校総務課調達係 電話
0599258023
 入札説明書の交付方法 本公告の日から上
記３の交付場所または本校ホームページに
て交付する。
 入札書の受領期限 令和８年11月24日17時
00分
 開札の日時及び場所
Ａ 令和８年12月14日14時00分 鳥羽商船高
等専門学校会議室
Ｂ 令和８年12月14日15時00分 鳥羽商船高
等専門学校会議室

４ その他
 契約手続において使用する言語及び通貨
日本語及び日本国通貨。

 入札保証金及び契約保証金 免除。
 入札者に要求される事項 この一般競争に
参加を希望する者は、封印した入札書に本公
告に示した物品を納入できることを証明する
書類を添付して入札書の受領期限までに提出
しなければならない。入札者は、開札日の前
日までの間において、契約担当役から当該書
類に関し説明を求められた場合は、それに応
じなければならない。
 入札の無効 本公告に示した競争参加資格
のない者の提出した入札書、入札者に求めら
れる義務を履行しなかった者の提出した入札
書、その他入札説明書による。
 契約書作成の要否 要。
 落札者の決定方法 本公告に示した物品を
納入できると契約担当役が判断した入札者で
あって、独立行政法人国立高等専門学校機構
契約事務取扱規則第16条の規定に基づいて作
成された予定価格の制限の範囲内で最低価格
をもって有効な入札を行った入札者を落札者
とする。
 手続における交渉の有無 無。
 その他 詳細は、入札説明書による。なお、
入札説明書等で当該調達に関する環境上の条
件を定めた調達であると示されている場合
は、十分理解した上で応札すること。

５ Summary

 Official in charge of disbursement of the

procuring entity : Kenji Kii, The Obligating

Officer Director‑General Administration

Bureau, National Institute of Technology,

Toba College

 Classification of the products to be pro‑

cured : 26

 Nature and quantity of the products to be

purchased :

Ａ Electricity to be used in National Insti‑

tute of Technology, Toba College. Elec‑

tricity contract 332kW. Contract planned

power consumption amount 1,183,152

kWh.

Ｂ Electricity to be used in National Insti‑

tute of Technology, Toba College Boat‑

house. Electricity contract 181kW. Con‑

tract planned power consumption amount

145,476kWh.

 Delivery period : From 1 April 2027 th‑

rough 31 March 2028

 Delivery place : National Institute of

Technology, Toba College

 Qualifications for participating in the

tendering procedures : Suppliers eligible for

participating in the proposed tender are

those who shall :

Ａ not come under Article 4 and 5 of the

Regulation concerning the Contract for

Institute of National Colleges of Technol‑

ogy, Japan Furthermore, minors, Person

under Conservatorship or Person under

Assistance that obtained the consent nec‑

essary for concluding a contract may be

applicable under cases of special reasons

within the said clause,

Ｂ have the Grade A, Grade B or Grade C

qualification during fiscal FY2025, 2026

and 2027 in the Tokai‑Hokuriku area in

sales of product for participating in ten‑

ders by Single qualification for every mi‑

nistry and agency,

Ｃ Fulfill the requirement mentioned in

the tender manual that are stated from

the viewpoint of reducing CO２,

Ｄ meet the qualification requirements

which The Obligating Officer Director‑

General may specify in accordance with

Article 6 of the Regulation,

Ｅ not be currently under a suspension of

business order as instructed by The Ob‑

ligating Officer Director‑General.

 Time limit of tender : 17 : 00 24 Novem‑

ber 2026

 Contact point for the notice : Procurem‑

ent Section, General Affairs Division, Na‑

tional Institute of Technology, Toba Col‑

lege, 11 Ikegami‑cho Toba‑shi Mie 517
8501 Japan, TEL 0599258023

 Please be noted that if it is indicated that

environmental conditions relating to the

procurement are laid down in its tender do‑

cuments.

入 札 公 告

次のとおり一般競争入札に付します。
令和８年 10 月２日
経理責任者 独立行政法人国立病院機構

医王病院長 石田 千穂
◎調達機関番号 597 ◎所在地番号 17
〇第 06202 号（№06202）
１ 調達内容
 品目分類番号 ４、86
 購入等件名及び数量 物品物流管理業務委
託 一式
 調達案件の仕様等 入札説明書及び仕様書
による。
 履行期間 令和９年４月１日から令和12年
３月31日まで。
 履行場所 独立行政法人国立病院機構医王
病院
 入札方法 入札金額については、に定め
る履行期間に行う購入等件名の履行に要す
る一切の費用を含めた額とすること。
なお、落札決定に当たっては、入札書に記
載された金額に当該金額の10パーセントに相
当する額を加算した金額（当該金額に１円未
満の端数があるときは、その端数金額を切り
捨てるものとする。）をもって落札価格とする
ので、入札者は、消費税に係る課税事業者で
あるか免税事業者であるかを問わず、見積
もった契約金額の110分の100に相当する金額
を入札書に記載すること。

２ 競争参加資格
 独立行政法人国立病院機構契約事務取扱細
則（以下、契約細則という。）第５条の規定に
該当しない者であること。なお、未成年者、
被保佐人又は被補助人であっても、契約締結
のために必要な同意を得ているものは、同条
中、特別の理由がある場合に該当する。
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 契約細則第６条の規定に該当しない者であ
ること。
 厚生労働省競争参加資格（全省庁統一資格）
「役務の提供等」のＡ、Ｂ又はＣの等級に格
付され、東海・北陸地域の競争参加資格を有
する者であること。なお、当該競争参加資格
については、令和８年３月31日付け号外政府
調達第58号の官報の競争参加者の資格に関す
る公示の別表に掲げる申請受付窓口において
随時受け付けている。
 契約細則第４条の規定に基づき、経理責任
者が定める資格を有する者であること。

３ 入札書の提出場所等
 入札書の提出場所、契約条項を示す場所、
入札説明書の交付場所及び問い合わせ先
〒9200192 石川県金沢市岩出町ニ73１
独立行政法人国立病院機構医王病院 契約
係長 杉浦 元樹 電話0762581180 内
線2501
 入札説明書の交付方法 の交付場所にて
交付する。
 入札書の受領期限 令和８年11月24日12時
00分
 開札の日時及び場所 令和８年11月26日11
時00分 院内中会議室

４ その他
 契約手続において使用する言語及び通貨
日本語及び日本国通貨

 入札保証金及び契約保証金 免除
 入札者に要求される事項 この一般競争に
参加を希望する者は、封印した入札書に１の
に示した購入等件名を履行できることを証
明する書類を添付して入札書の受領期限まで
に提出しなければならない。入札者は、開札
日までの間において、経理責任者から当該書
類に関し説明を求められた場合は、それに応
じなければならない。
 入札の無効 本公告に示した競争参加資格
のない者の提出した入札書、入札者に求めら
れる義務を履行しなかった者の提出した入札
書は無効とする。
 契約書作成の要否 要

 落札者の決定方法 契約細則第21条の規定
に基づいて作成された予定価格の制限の範囲
内で最低の価格をもって有効な入札を行った
入札者を落札者とする。ただし、落札者とな
るべき者の入札価格によっては、その者によ
り該当契約の内容に適合した履行がなされな
いおそれがあると認められるとき、又はその
者と契約を締結することが公正な取引の秩序
を乱すこととなるおそれがあって著しく不適
当であると認められるときは、予定価格の制
限の範囲内の価格をもって入札した他の者の
うち最低の価格をもって入札した者を落札者
とすることがある。
 詳細は入札説明書による。
５ Summary

 Official in charge of disbursement of the

procuring entity : Chiho Ishida, Director,

National Hospital Organization Iou Na‑

tional Hospital

 Classification of the services to be pro‑

cured : 4, 86

 Nature and quantity of the services to be

required : Goods logistics management out‑

sourcing 1 set

 Fulfillment period : From April 1, 2027

through March 31, 2030

 Fulfillment place : National Hospital Or‑

ganization Iou National Hospital

 Qualification for participating in the ten‑

dering procedures : Suppliers eligible for

participating in the proposed tender are

those who shall :

 not come under Article 5 of the Regula‑

tion concerning Contract for National

Hospital Organization (NHO). Further‑

more, minors, Person under Conservator‑

ship or Person under Assistance that ob‑

tained the consent necessary for conclud‑

ing a contract may be applicable under

cases of special reasons within the said

clause ;

 not come under Article 6 of the Regula‑

tion concerning Contract for NHO ;

 have Grade A, B or C in Service Offer

for participating in tenders by Ministry

of Health, Labour and Welfare (Single

qualification for every ministry and agen‑

cy) in Tokai‑Hokuriku Region ;

 meet the qualification requirements

which the Obligating Officer may specify

in accordance with Article 4 of the Regu‑

lation ;

 Time‑limit for tender : 12 : 00 November

24, 2026

 Contact point for the notice : Motoki

Sugiura, Director, Accounting Division, Na‑

tional Hospital Organization Iou National

Hospital, ni 731 Iwade‑machi Kanazawa‑
shi Ishikawa‑ken 9200192, Japan. TEL
0762581180 ext. 2501

入 札 公 告
次のとおり一般競争入札に付します。
令和８年 10 月２日
経理責任者 独立行政法人国立病院機構

小倉医療センター院長 吉里 俊幸
◎調達機関番号 597 ◎所在地番号 40
〇第 12605 号（№12605）
１ 調達内容
 品目分類番号 ７
 購入等件名及び数量 寝具賃貸借契約 一
式
 調達案件の仕様等 入札説明書及び仕様書
による。
 履行期間 令和９年４月１日から令和12年
３月31日まで。
 履行場所 独立行政法人国立病院機構小倉
医療センター
 入札方法 入札金額については、に定め
る履行期間行う購入等件名の履行に要する
一切の費用を含めた額とすること。
なお、落札決定に当たっては、入札書に記
載された金額に当該金額の10パーセントに相
当する額を加算した金額（当該金額に１円未
満の端数があるときは、その端数金額を切り
捨てるものとする。）をもって落札価格とする
ので、入札者は、消費税に係る課税事業者で
あるか免税事業者であるかを問わず、見積
もった契約金額の110分の100に相当する金額
を入札書に記載すること。

２ 競争参加資格
 独立行政法人国立病院機構契約事務取扱細
則（以下、契約細則という。）第５条の規定に
該当しない者であること。なお、未成年者、
被保佐人又は被補助人であっても、契約締結
のために必要な同意を得ているものは、同条
中、特別の理由がある場合に該当する。
 契約細則第６条の規定に該当しない者であ
ること。
 厚生労働省競争参加資格（全省庁統一資格）
「役務の提供等」のＡ、Ｂ又はＣの等級に格
付され、九州・沖縄地域の競争参加資格を有
する者であること。なお、当該競争参加資格
については、令和８年３月31日付け号外政府
調達第58号の官報の競争参加者の資格に関す
る公示の別表に掲げる申請受付窓口において
随時受け付けている。
 契約細則第４条の規定に基づき、経理責任
者が定める資格を有する者であること。

３ 入札書の提出場所等
 入札書の提出場所、契約条項を示す場所、
入札説明書の交付場所及び問い合わせ先
〒8028533 福岡県北九州市小倉南区春ヶ
丘10１ 独立行政法人国立病院機構小倉医
療センター 業務班長 河野 華英 電話
0939218881 内線8401
 入札説明書の交付方法 の交付場所にて
交付する。
 入札書の受領期限 令和８年11月９日17時
00分
 開札の日時及び場所 令和８年11月10日11
時00分 会議室（小）

４ その他
 契約手続において使用する言語及び通貨
日本語及び日本国通貨

 入札保証金及び契約保証金 免除
 入札者に要求される事項 この一般競争に
参加を希望する者は、封印した入札書に本公
告に示した購入等件名を履行できることを証
明する書類を添付して入札書の受領期限まで
に提出しなければならない。入札者は、開札
日の前日までの間において、経理責任者から
当該書類に関し説明を求められた場合は、そ
れに応じなければならない。
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 入札の無効 本公告に示した競争参加資格
のない者の提出した入札書、入札者に求めら
れる義務を履行しなかった者の提出した入札
書は無効とする。
 契約書作成の要否 要
 落札者の決定方法 契約細則第21条の規定
に基づいて作成された予定価格の制限の範囲
内で最低の価格をもって有効な入札を行った
入札者を落札者とする。ただし、落札者とな
るべき者の入札価格によっては、その者によ
り当該契約の内容に適合した履行がなされな
いおそれがあると認められるとき、又はその
者と契約を締結することが公正な取引の秩序
を乱すこととなるおそれがあって著しく不適
当であると認められるときは、予定価格の制
限の範囲内の価格をもって入札した他の者の
うち最低の価格をもって入札した者を落札者
とすることがある。
 詳細は入札説明書による。
５ Summary

 Official in charge of disbursement of the

procuring entity : Toshiyuki Yoshizato, Di‑

rector, National Hospital Organization

Kokura Medical Center

 Classification of the services to be pro‑

cured : 7

 Nature and quantity of the products to be

required : Lease contract of bedclothes 1 set

 Fulfillment period : From April 1, 2027

through March 31, 2030

 Fulfillment place : National Hospital Or‑

ganization Kokura Medical Center

 Qualification for participating in the ten‑

dering procedures : Suppliers eligible for

participating in the proposed tender are

those who shall :

 not come under Article 5 of the Regula‑

tion concerning Contract for National

Hospital Organization (NHO). Further‑

more, minors, Person under Conservator‑

ship or Person under Assistance that ob‑

tained the consent necessary for conclud‑

ing a contract may be applicable under

cases of special reasons within the said

clause ;

 not come under Article 6 of the Regula‑

tion concerning Contract for NHO ;

 have Grade A, B or C in Service Offer

for participating in tenders by Ministry

of Health, Labour and Welfare (Single

qualification for every ministry and agen‑

cy) in Kyusyu‑Okinawa Region ;

 meet the qualification requirements

which the Obligating Officer may specify

in accordance with Article 4 of the Regu‑

lation ;

 Time‑limit for tender : 5 : 00 P.M. No‑

vember 9, 2026

 Contact point for the notice : Hanae

Kawano, Director, Accounting Division,

National Hospital Organization Kokura

Medical Center, 101 Harugaoka Ko‑
kuraminami‑ku Kitakyusyu‑shi Fukuoka‑

ken 8028533, Japan. TEL 0939218881
ext. 8401

入 札 公 告

次のとおり一般競争入札に付します。
令和８年 10 月２日
国立研究開発法人
農業・食品産業技術総合研究機構
本部管理本部
観音台第２管理部長 坂本 篤実

◎調達機関番号 818 ◎所在地番号 08
１ 調達内容
 品目分類番号 24
 購入件名及び数量
プロットコンバイン １式

 仕様・規格等 入札説明書による。
 納入期限 令和９年８月27日
 納入場所 入札説明書による。
 入札方法 落札決定に当たっては、入札書
に記載された金額に当該金額の10パーセント
に相当する額を加算した金額をもって落札価
格とするので、入札者は、消費税及び地方消
費税に係る課税事業者であるか免税事業者で
あるかを問わず、見積もった契約金額の110
分の100に相当する金額を入札書に記載する
こと。

２ 競争参加資格
 契約事務実施規則（以下「実施規則」とい
う。）第８条の規定に該当しない者であるこ
と。なお、未成年者、被保佐人又は被補助人
であって、契約締結のために必要な同意を得
ている者は、同条中、特別の事由がある場合
に該当する。
 実施規則第９条の規定に該当しない者であ
ること。
 令和７・８・９年度の国立研究開発法人農
業・食品産業技術総合研究機構（以下「農研
機構」という。）の競争参加資格における資格
の種類「物品の販売」において、「Ａ」、「Ｂ」、
「Ｃ」又は「Ｄ」の等級に格付けされている
者であること（会社更生法（平成14年法律第
154号）に基づき更生手続開始の申立てがさ
れている者及び民事再生法（平成11年法律第
225号）に基づき再生手続開始の申立てがさ
れている者については、手続開始の決定後、
別に定める手続きに基づく競争参加資格の再
申請を行うこと。）。なお、全省庁統一資格に
おいて、当該資格を有する者は、同資格を有
する者とみなす。

３ 入札手続等
 契約条項を示す場所、入札説明書の交付場
所及び問い合わせ先 〒3058518 茨城県つ
くば市観音台２１２ 農研機構本部管理
本部 観音台第２管理部会計課会計チーム
電話0298386893 ファクシミリ029
8387408 メールアドレス
sh-keiyaku-order@naro.go.jp

 入札説明書の交付期間、場所及び方法
本公告の日から令和８年11月24日（火）ま
で上記３の場所にて交付又は電子メールに
よる送付を行う。
 競争参加資格確認申請書（以下「申請書」
という。）、応札仕様書等（以下「資料」とい
う。）及び誓約書の提出期限、場所及び方法
令和８年11月27日（金）午後４時00分 上記
３に持参、郵送（書留又は簡易書留に限る。）
又は伝送等により提出すること。
 入札説明会の日時及び場所 本件について
の入札説明会は開催しないが、入札説明書の
交付時に必要に応じ説明を行う。
 郵送による場合の入札書の受領期限、提出
場所及び方法 令和８年12月14日（月）午後
４時00分必着 上記３に郵送（書留又は簡
易書留）で提出すること。
 入札（開札）の日時及び場所 令和８年12
月15日（火）午前10時30分 農研機構 観音
台西第１本館２階212会議室 （茨城県つく
ば市観音台２１２）に持参すること。

４ その他
 入札及び契約手続において使用する言語及
び通貨 日本語及び日本国通貨。
 入札保証金及び契約保証金 免除。

 会社更生法に基づき更生手続開始の申立て
をされている者及び民事再生法に基づき再生
手続開始の申立てをされている者（上記２
の再審査を受けた者を除く。）でないこと。
 農研機構における物品の製造・販売及び役
務等契約に係る指名停止等に関する措置細則
又は農林水産本省物品の製造契約、物品の購
入契約及び役務等契約指名停止等措置要領に
基づく指名停止を受けている期間中でないこ
と。
 農研機構が提示する仕様等の情報提供依頼
に対して、必要な内容を書面により回答する
ことができる者であること。
 研究費の不正使用等防止に係る誓約書（以
下「誓約書」という。）を提出できる者である
こと。
 納入候補となる機器については応札仕様書
等に記載し、農研機構がサプライチェーン・
リスクに係る懸念が払拭されないと判断した
場合には、代替品選定やリスク低減対策等、

農研機構と密接に連携して見直しを図り、期
限内に承認を得ることができる者であるこ
と。ただし、この納入候補となる機器の見直
しは１度限りとし、再度農研機構が当該リス
クに係る懸念が払拭されないと判断した場合
は、本競争入札に参加することができない。
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 入札者に要求される事項 この一般競争に
参加を希望する者は、上記３に示す提出期
限までに申請書及び資料を提出し、経理責任
者から競争参加資格の確認を受けなければな
らない。また、郵送による入札にあたっては、
封印した入札書を入札書の受領期限までに提
出しなければならない。なお、入札者は、開
札日の前日までの間において、経理責任者か
ら申請書等及び入札書に関し説明を求められ
た場合は、それに応じなければならない。
 入札の無効 本公告に示した競争参加資格
のない者のした入札、申請書、資料又は誓約
書に虚偽の記載を行った者のした入札、求め
られる義務を履行しなかった者のした入札、
その他入札に関する条件に違反した者のした
入札は無効とする。
 契約書作成の要否 要。
 落札者の決定方法 経理責任者より本件に
かかる競争参加資格の確認を受けて入札書を
提出した入札者であって、実施規則第31条の
規定に基づいて作成された予定価格の制限の
範囲内で、最低価格をもって有効な入札を
行った者を落札者とする。ただし、落札者と
なるべき者の入札価格によっては、その者に
より当該契約の内容に適合した履行がなされ
ない恐れがあると認められる時、又はその者
と契約を締結することが公正な取引の秩序を
乱すこととなる恐れがあって著しく不適当で
あると認められるときは、予定価格の制限の
範囲内の価格をもって入札した他の者のうち
最低の価格をもって入札した者を落札者とす
ることがある。
 競争参加資格を有していない者の参加
上記２に掲げる競争参加資格を有してい
ない者も上記３により申請書、資料及び誓
約書を提出することができるが、競争に参加
するためには、開札の時において、当該有資
格者であり、なおかつ競争参加資格の確認を
受けていなければならない。
 入札制限対象企業の参加 入札制限対象企
業の指定を受けた者も上記３により申請書
等を提出することが出来るが、競争に参加す

るためには、開札日の前日までに特定調達契
約の入札制限等に関する規則第８条に基づく
入札制限適用除外申請書を提出し、経理責任
者の承認を受けていなければならない。
 手続きにおける交渉の有無 無。
 詳細は入札説明書による。
５ Summary

 Official in charge of disbursement of the

procuring entity : Atsumi Sakamoto, Direc‑

tor General of the Kannondai 2 Manage‑

ment Department, Headquarters of Nation‑

al Agriculture and Food Research Organi‑

zation (NARO)

 Classification of the products to be pro‑

cured : 24

 Nature of the products to be purchased :

Plot Combine Harvester

 Delivery period : August 27, 2027

 Delivery place and quantity : described in

the specification

 Qualification for participating in the ten‑

dering procedures : Suppliers eligible for

participating in the proposed tender are

those who shall :

 not come under Article 8 Cabinet Order

concerning the Contract for NARO

 not come under Article 9 Cabinet Order

concerning the Contract for NARO

 have grade A, B, C or D sale of prod‑

ucts in terms of the qualification for par‑

ticipating in tenders by NARO (single

qualification for every ministry and agen‑

cy) in the fiscal years 2025, 2026 and 2027.

 not being suspended from transactions

by the request of the officials in charge of

contract

 Time limit for Application for confirma‑

tion of qualification for participating in

tender and Proposal : 4 : 00 PM November

27, 2026

 Time limit for tender (Mailing) : 4 : 00

PM December 14, 2026

 Time limit for tender (Bringing) : 10 : 30

AM December 15, 2026

 Contact point for the notice : Accounting

Team, Kannondai 2 Management Departm‑

ent Accounting Section, Headquarters,

NARO. 212 Kannondai, Tsukuba‑shi,
Ibaraki‑ken 3058518, Japan. TEL 029
8386893 (Only available in Japanese)

入 札 公 告
次のとおり一般競争入札に付します。
令和８年 10 月２日
国立研究開発法人
農業・食品産業技術総合研究機構
本部管理本部
観音台第２管理部長 坂本 篤実

◎調達機関番号 818 ◎所在地番号 08
１ 調達内容
 品目分類番号 24
 購入件名及び数量 人工気象器 ８式
 仕様・規格等 入札説明書による。
 納入期限 令和９年６月25日
 納入場所 入札説明書による。
 入札方法 落札決定に当たっては、入札書
に記載された金額に当該金額の10パーセント
に相当する額を加算した金額をもって落札価
格とするので、入札者は、消費税及び地方消
費税に係る課税事業者であるか免税事業者で
あるかを問わず、見積もった契約金額の110
分の100に相当する金額を入札書に記載する
こと。

２ 競争参加資格
 契約事務実施規則（以下「実施規則」とい
う。）第８条の規定に該当しない者であるこ
と。なお、未成年者、被保佐人又は被補助人
であって、契約締結のために必要な同意を得
ている者は、同条中、特別の事由がある場合
に該当する。
 実施規則第９条の規定に該当しない者であ
ること。
 令和７・８・９年度の国立研究開発法人農
業・食品産業技術総合研究機構（以下「農研
機構」という。）の競争参加資格における資格
の種類「物品の販売」において、「Ａ」、「Ｂ」、
「Ｃ」又は「Ｄ」の等級に格付けされている
者であること（会社更生法（平成14年法律第
154号）に基づき更生手続開始の申立てがさ
れている者及び民事再生法（平成11年法律第

225号）に基づき再生手続開始の申立てがさ
れている者については、手続開始の決定後、
別に定める手続きに基づく競争参加資格の再
申請を行うこと。）。なお、全省庁統一資格に
おいて、当該資格を有する者は、同資格を有
する者とみなす。
 会社更生法に基づき更生手続開始の申立て
をされている者及び民事再生法に基づき再生
手続開始の申立てをされている者（上記２
の再審査を受けた者を除く。）でないこと。
 農研機構における物品の製造・販売及び役
務等契約に係る指名停止等に関する措置細則
又は農林水産本省物品の製造契約、物品の購
入契約及び役務等契約指名停止等措置要領に
基づく指名停止を受けている期間中でないこ
と。
 農研機構が提示する仕様等の情報提供依頼
に対して、必要な内容を書面により回答する
ことができる者であること。
 研究費の不正使用等防止に係る誓約書（以
下「誓約書」という。）を提出できる者である
こと。
 納入候補となる機器については応札仕様書
等に記載し、農研機構がサプライチェーン・
リスクに係る懸念が払拭されないと判断した
場合には、代替品選定やリスク低減対策等、
農研機構と密接に連携して見直しを図り、期
限内に承認を得ることができる者であるこ
と。ただし、この納入候補となる機器の見直
しは１度限りとし、再度農研機構が当該リス
クに係る懸念が払拭されないと判断した場合
は、本競争入札に参加することができない。

３ 入札手続等
 契約条項を示す場所、入札説明書の交付場
所及び問い合わせ先 〒3058518 茨城県つ
くば市観音台２１２ 農研機構本部管理
本部 観音台第２管理部会計課会計チーム
電話0298386893 ファクシミリ029
8387408 メールアドレス
sh-keiyaku-order@naro.go.jp

 入札説明書の交付期間、場所及び方法
本公告の日から令和８年11月24日（火）ま
で上記３の場所にて交付又は電子メールに
よる送付を行う。
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 競争参加資格確認申請書（以下「申請書」
という。）、応札仕様書等（以下「資料」とい
う。）及び誓約書の提出期限、場所及び方法
令和８年11月27日（金）午後４時00分 上記
３に持参、郵送（書留又は簡易書留に限る。）
又は伝送等により提出すること。
 入札説明会の日時及び場所 本件について
の入札説明会は開催しないが、入札説明書の
交付時に必要に応じ説明を行う。
 郵送による場合の入札書の受領期限、提出
場所及び方法 令和８年12月14日（月）午後
４時00分必着 上記３に郵送（書留又は簡
易書留）で提出すること。
 入札（開札）の日時及び場所 令和８年12
月15日（火）午前10時00分 農研機構 観音
台西第１本館２階212会議室 （茨城県つく
ば市観音台２１２）に持参すること。

４ その他
 入札及び契約手続において使用する言語及
び通貨 日本語及び日本国通貨。
 入札保証金及び契約保証金 免除。
 入札者に要求される事項 この一般競争に
参加を希望する者は、上記３に示す提出期
限までに申請書及び資料を提出し、経理責任
者から競争参加資格の確認を受けなければな
らない。また、郵送による入札にあたっては、
封印した入札書を入札書の受領期限までに提
出しなければならない。なお、入札者は、開
札日の前日までの間において、経理責任者か
ら申請書等及び入札書に関し説明を求められ
た場合は、それに応じなければならない。
 入札の無効 本公告に示した競争参加資格
のない者のした入札、申請書、資料又は誓約
書に虚偽の記載を行った者のした入札、求め
られる義務を履行しなかった者のした入札、
その他入札に関する条件に違反した者のした
入札は無効とする。
 契約書作成の要否 要。
 落札者の決定方法 経理責任者より本件に
かかる競争参加資格の確認を受けて入札書を
提出した入札者であって、実施規則第31条の
規定に基づいて作成された予定価格の制限の
範囲内で、最低価格をもって有効な入札を

行った者を落札者とする。ただし、落札者と
なるべき者の入札価格によっては、その者に
より当該契約の内容に適合した履行がなされ
ない恐れがあると認められる時、又はその者
と契約を締結することが公正な取引の秩序を
乱すこととなる恐れがあって著しく不適当で
あると認められるときは、予定価格の制限の
範囲内の価格をもって入札した他の者のうち
最低の価格をもって入札した者を落札者とす
ることがある。
 競争参加資格を有していない者の参加
上記２に掲げる競争参加資格を有してい
ない者も上記３により申請書、資料及び誓
約書を提出することができるが、競争に参加
するためには、開札の時において、当該有資
格者であり、なおかつ競争参加資格の確認を
受けていなければならない。
 入札制限対象企業の参加 入札制限対象企
業の指定を受けた者も上記３により申請書
等を提出することが出来るが、競争に参加す
るためには、開札日の前日までに特定調達契
約の入札制限等に関する規則第８条に基づく
入札制限適用除外申請書を提出し、経理責任
者の承認を受けていなければならない。
 手続きにおける交渉の有無 無。
 詳細は入札説明書による。
５ Summary

 Official in charge of disbursement of the

procuring entity : Atsumi Sakamoto, Direc‑

tor General of the Kannondai 2 Manage‑

ment Department, Headquarters of Nation‑

al Agriculture and Food Research Organi‑

zation (NARO)

 Classification of the products to be pro‑

cured : 24

 Nature of the products to be purchased :

Artificial climate chamber

 Delivery period : June 25, 2027

 Delivery place and quantity : described in

the specification

 Qualification for participating in the ten‑

dering procedures : Suppliers eligible for

participating in the proposed tender are

those who shall :

 not come under Article 8 Cabinet Order

concerning the Contract for NARO

 not come under Article 9 Cabinet Order

concerning the Contract for NARO

 have grade A, B, C or D sale of prod‑

ucts in terms of the qualification for par‑

ticipating in tenders by NARO (single

qualification for every ministry and agen‑

cy) in the fiscal years 2025, 2026 and 2027.

 not being suspended from transactions

by the request of the officials in charge of

contract

 Time limit for Application for confirma‑

tion of qualification for participating in

tender and Proposal : 4 : 00 PM November

27, 2026

 Time limit for tender (Mailing) : 4 : 00

PM December 14, 2026

 Time limit for tender (Bringing) : 10 : 00

AM December 15, 2026

 Contact point for the notice : Accounting

Team, Kannondai 2 Management Departm‑

ent Accounting Section, Headquarters,

NARO. 212 Kannondai, Tsukuba‑shi,
Ibaraki‑ken 3058518, Japan. TEL 029
8386893 (Only available in Japanese)

入 札 公 告

次のとおり一般競争入札に付します。
令和８年 10 月２日
契約担当職
国立研究開発法人産業技術総合研究所

調達部長 橋本 卓也
◎調達機関番号 808 ◎所在地番号 08
〇産総第 188 号
１ 調達内容
 品目分類番号 71、27
 購入等件名及び数量 半導体設計開発拠点
における設計開発環境及びＥＤＡツールの提
供 一式
 調達件名の特質等 入札説明書及び仕様書
による。
 履行期限 入札説明書のとおり
 履行場所 入札説明書のとおり

 入札方法 上記１の件名について、入札
に付する。落札決定に当たっては、入札書に
記載された金額に当該金額の10パーセントに
相当する額を加算した金額（当該金額に１円
未満の端数があるときは、その端数金額を切
り捨てるものとする。）をもって落札価格とす
るので、入札者は、消費税及び地方消費税に
係る課税事業者であるか免税事業者であるか
を問わず、見積もった契約金額の110分の100
に相当する金額を入札書に記載すること。

２ 競争参加資格
 国立研究開発法人産業技術総合研究所の契
約事務取扱要領第７条及び第８条の規定に該
当しない者であること。
 国立研究開発法人産業技術総合研究所の契
約に係る競争参加者資格審査事務取扱要領に
より、「役務の提供等」の「Ａ」、「Ｂ」又は「Ｃ」
の等級に格付けされている者であること。な
お、全省庁統一資格において、当該資格を有
する者は、同等級に格付けされているものと
みなす。
 本入札公告の日から開札の時までの期間に
国立研究開発法人産業技術総合研究所の契約
に係る指名停止等の措置要領に基づく指名停
止を受けていないこと。
 技術力ある中小企業者等であって、国立研
究開発法人産業技術総合研究所の契約に係る
競争参加者資格審査事務取扱要領第17条第１
項第１号から第７号のいずれかに該当する者
においては、上記２の等級の格付けにかか
わらず入札に参加することができる。
 競争参加資格の申請の時期及び場所 「競
争参加者の資格に関する公示」（令和７年１月
６日付官報）に記載されている時期及び場所
で申請を受け付ける。

３ 入札書の提出場所等
 入札書の提出場所、契約条項を示す場所、
入札説明書の交付場所及び問い合わせ先
〒3058561 茨城県つくば市東１１１
国立研究開発法人産業技術総合研究所 つ
くばセンター中央事業所１群１１棟３階
調達部 新好日花里 電話05035226001、
和久田智也 電話05035212742
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 入札説明書の交付期間及び方法 令和８年
10月２日から令和８年10月14日まで 上記３
において交付する。
 入札説明会の日時及び場所 本件につい
て、入札説明会は開催しない。
 競争参加に必要な書類の提出期限及び場所
令和８年10月29日12時 茨城県つくば市東
１１１ 国立研究開発法人産業技術総合
研究所 つくばセンター中央事業所１群１
１棟３階 調達部
 入札書の受領期限 令和８年11月30日17時
（郵送による場合は必着のこと。）
 開札の日時及び場所 令和８年12月１日14
時 茨城県つくば市東１１１ 国立研究
開発法人産業技術総合研究所 中央事業所１
群１１棟３階 入札室

４ その他
 契約手続において使用する言語及び通貨
日本語及び日本国通貨。

 入札保証金及び契約保証金 免除。
 入札者に要求される事項 この一般競争に
参加を希望する者は、封印した入札書を本公
告の入札書の受領期限までに提出しなければ
ならない。また、入札者は、開札日の前日ま
での間において、契約担当職から説明を求め
られた場合は、それに応じなければならない。
 入札の無効 本公告に示した競争参加資格
のない者の提出した入札書及び入札者に求め
られる義務を履行しなかった者の提出した入
札書は無効とする。
 契約書作成の要否 要。
 落札者の決定方法 当研究所において採用
できると判断した入札者であって、当研究所
の規程に基づいて作成された予定価格の制限
の範囲内で、入札説明書で指定する性能、機
能等の要件のうち、必須としている項目につ
いての基準を満たしている提案をした入札者
の中から、入札説明書で定める総合評価の方
法をもって落札者を決定する。ただし、落札
者となるべき者の入札価格によっては、その
者により当該契約の内容に適合した履行がな
されないおそれがあると認められるとき、又
はその者と契約を締結することが公正な取引

の秩序を乱すおそれがあると認められるとき
は、予定価格の制限の範囲内をもって入札し
必須とした項目についての基準を全て満足し
た他の者のうち、総合評価基準に基づき付与
された各項目の得点の合計が最も高かった者
を落札者とすることがある。その他の事項は、
国立研究開発法人産業技術総合研究所入札心
得の定めるところにより実施する。
 詳細は、入札説明書による。

〇産総第 189 号
１ 調達内容
 品目分類番号 71、27
 購入等件名及び数量 半導体設計開発拠点
における量産品質確認ツールの提供 一式
 調達件名の特質等 入札説明書及び仕様書
による。
 履行期限 入札説明書のとおり
 履行場所 入札説明書のとおり
 入札方法 上記１の件名について、入札
に付する。落札決定に当たっては、入札書に
記載された金額に当該金額の10パーセントに
相当する額を加算した金額（当該金額に１円
未満の端数があるときは、その端数金額を切
り捨てるものとする。）をもって落札価格とす
るので、入札者は、消費税及び地方消費税に
係る課税事業者であるか免税事業者であるか
を問わず、見積もった契約金額の110分の100
に相当する金額を入札書に記載すること。

２ 競争参加資格
 国立研究開発法人産業技術総合研究所の契
約事務取扱要領第７条及び第８条の規定に該
当しない者であること。
 国立研究開発法人産業技術総合研究所の契
約に係る競争参加者資格審査事務取扱要領に
より、「役務の提供等」の「Ａ」、「Ｂ」又は「Ｃ」
の等級に格付けされている者であること。な
お、全省庁統一資格において、当該資格を有
する者は、同等級に格付けされているものと
みなす。
 本入札公告の日から開札の時までの期間に
国立研究開発法人産業技術総合研究所の契約
に係る指名停止等の措置要領に基づく指名停
止を受けていないこと。
 技術力ある中小企業者等であって、国立研
究開発法人産業技術総合研究所の契約に係る
競争参加者資格審査事務取扱要領第17条第１
項第１号から第７号のいずれかに該当する者
においては、上記２の等級の格付けにかか
わらず入札に参加することができる。

 競争参加資格の申請の時期及び場所 「競
争参加者の資格に関する公示」（令和７年１月
６日付官報）に記載されている時期及び場所
で申請を受け付ける。

３ 入札書の提出場所等
 入札書の提出場所、契約条項を示す場所、
入札説明書の交付場所及び問い合わせ先
〒3058561 茨城県つくば市東１１１
国立研究開発法人産業技術総合研究所 つ
くばセンター中央事業所１群１１棟３階
調達部 新好日花里 電話05035226001、
和久田智也 電話05035212742
 入札説明書の交付期間及び方法 令和８年
10月２日から令和８年10月14日まで 上記３
において交付する。
 入札説明会の日時及び場所 本件につい
て、入札説明会は開催しない。
 競争参加に必要な書類の提出期限及び場所
令和８年10月29日12時 茨城県つくば市東
１１１ 国立研究開発法人産業技術総合
研究所 つくばセンター中央事業所１群１
１棟３階 調達部
 入札書の受領期限 令和８年11月30日17時
（郵送による場合は必着のこと。）
 開札の日時及び場所 令和８年12月１日14
時30分 茨城県つくば市東１１１ 国立
研究開発法人産業技術総合研究所 中央事業
所１群１１棟３階 入札室

４ その他
 契約手続において使用する言語及び通貨
日本語及び日本国通貨。

 入札保証金及び契約保証金 免除。
 入札者に要求される事項 この一般競争に
参加を希望する者は、封印した入札書を本公
告の入札書の受領期限までに提出しなければ
ならない。また、入札者は、開札日の前日ま
での間において、契約担当職から説明を求め
られた場合は、それに応じなければならない。
 入札の無効 本公告に示した競争参加資格
のない者の提出した入札書及び入札者に求め
られる義務を履行しなかった者の提出した入
札書は無効とする。
 契約書作成の要否 要。

５ Summary

 Official in charge of disbursement of the

procuring entity : HASHIMOTO Takuya

Director‑Procurement Division for Nation‑

al Institute of Advanced Industrial Science

and Technology

 Classification of the products to be pro‑

cured : 71, 27

 Nature and quantity of the products to be

purchased : Provision of Semiconductor De‑

sign and Development Infrastructure and

EDA Environment for Semiconductor De‑

sign and Development Center 1 set

 Fulfilment period : As specified in the

tender documentation

 Fulfilment place : National Institute of

Advanced Industrial Science and Technol‑

ogy

 Qualification for participating in the ten‑

dering procedures : Suppliers eligible for

participating in the proposed tender are

those who shall :

 not come under Article 7 and 8 of the

Cabinet Order concerning the Contract

for AIST.

 have Grade A, B or C in terms of the

qualification for participating in tenders

by National Institute of Advanced Indus‑

trial Science and Technology (in the fis‑

cal year of 2025, 2026 and 2027)

 Time‑limit for Tender : 17 : 00, Novem‑

ber 30, 2026

 Contact point for the notice :

SHINYOSHI Hikari, WAKUDA Tomoya,

Tsukuba Central 1, Procurement Division,

National Institute of Advanced Industrial

Science and Technology, 111 Higashi,
Tsukuba, Ibaraki, 3058561 Japan. TEL
05035226001, 05035212742
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 落札者の決定方法 当研究所において採用
できると判断した入札者であって、当研究所
の規程に基づいて作成された予定価格の制限
の範囲内で、入札説明書で指定する性能、機
能等の要件のうち、必須としている項目につ
いての基準を満たしている提案をした入札者
の中から、入札説明書で定める総合評価の方
法をもって落札者を決定する。ただし、落札
者となるべき者の入札価格によっては、その
者により当該契約の内容に適合した履行がな
されないおそれがあると認められるとき、又
はその者と契約を締結することが公正な取引
の秩序を乱すおそれがあると認められるとき
は、予定価格の制限の範囲内をもって入札し
必須とした項目についての基準を全て満足し
た他の者のうち、総合評価基準に基づき付与
された各項目の得点の合計が最も高かった者
を落札者とすることがある。その他の事項は、
国立研究開発法人産業技術総合研究所入札心
得の定めるところにより実施する。
 詳細は、入札説明書による。
５ Summary

 Official in charge of disbursement of the

procuring entity : HASHIMOTO Takuya

Director‑Procurement Division for Nation‑

al Institute of Advanced Industrial Science

and Technology

 Classification of the products to be pro‑

cured : 71, 27

 Nature and quantity of the products to be

purchased : Provision of Mass Production

Test Design and Physical Verification

Tools for Semiconductor Design and Devel‑

opment Center 1 set

 Fulfilment period : As specified in the

tender documentation

 Fulfilment place : National Institute of

Advanced Industrial Science and Technol‑

ogy

 Qualification for participating in the ten‑

dering procedures : Suppliers eligible for

participating in the proposed tender are

those who shall :

 not come under Article 7 and 8 of the

Cabinet Order concerning the Contract

for AIST.

 have Grade A, B or C in terms of the

qualification for participating in tenders

by National Institute of Advanced Indus‑

trial Science and Technology (in the fis‑

cal year of 2025, 2026 and 2027)

 Time‑limit for Tender : 17 : 00, Novem‑

ber 30, 2026

 Contact point for the notice :

SHINYOSHI Hikari, WAKUDA Tomoya,

Tsukuba Central 1, Procurement Division,

National Institute of Advanced Industrial

Science and Technology, 111 Higashi,
Tsukuba, Ibaraki, 3058561 Japan. TEL
05035226001, 05035212742

〇産総第 190 号
１ 調達内容
 品目分類番号 71、27
 購入等件名及び数量 半導体設計開発拠点
における半導体回路ＩＰ利用環境の提供 一
式
 調達件名の特質等 入札説明書及び仕様書
による。
 履行期限 入札説明書のとおり
 履行場所 入札説明書のとおり
 入札方法 上記１の件名について、入札
に付する。落札決定に当たっては、入札書に
記載された金額に当該金額の10パーセントに
相当する額を加算した金額（当該金額に１円
未満の端数があるときは、その端数金額を切
り捨てるものとする。）をもって落札価格とす
るので、入札者は、消費税及び地方消費税に
係る課税事業者であるか免税事業者であるか
を問わず、見積もった契約金額の110分の100
に相当する金額を入札書に記載すること。

２ 競争参加資格
 国立研究開発法人産業技術総合研究所の契
約事務取扱要領第７条及び第８条の規定に該
当しない者であること。
 国立研究開発法人産業技術総合研究所の契
約に係る競争参加者資格審査事務取扱要領に
より、「役務の提供等」の「Ａ」、「Ｂ」又は「Ｃ」
の等級に格付けされている者であること。な
お、全省庁統一資格において、当該資格を有
する者は、同等級に格付けされているものと
みなす。

 本入札公告の日から開札の時までの期間に
国立研究開発法人産業技術総合研究所の契約
に係る指名停止等の措置要領に基づく指名停
止を受けていないこと。
 技術力ある中小企業者等であって、国立研
究開発法人産業技術総合研究所の契約に係る
競争参加者資格審査事務取扱要領第17条第１
項第１号から第７号のいずれかに該当する者
においては、上記２の等級の格付けにかか
わらず入札に参加することができる。
 競争参加資格の申請の時期及び場所 「競
争参加者の資格に関する公示」（令和７年１月
６日付官報）に記載されている時期及び場所
で申請を受け付ける。

３ 入札書の提出場所等
 入札書の提出場所、契約条項を示す場所、
入札説明書の交付場所及び問い合わせ先
〒3058561 茨城県つくば市東１１１
国立研究開発法人産業技術総合研究所 つ
くばセンター中央事業所１群１１棟３階
調達部 和久田智也 電話05035212742、
新好日花里 電話05035226001
 入札説明書の交付期間及び方法 令和８年
10月２日から令和８年10月14日まで 上記３
において交付する。
 入札説明会の日時及び場所 本件につい
て、入札説明会は開催しない。
 競争参加に必要な書類の提出期限及び場所
令和８年10月29日12時 茨城県つくば市東
１１１ 国立研究開発法人産業技術総合
研究所 つくばセンター中央事業所１群１
１棟３階 調達部
 入札書の受領期限 令和８年11月30日17時
（郵送による場合は必着のこと。）
 開札の日時及び場所 令和８年12月１日15
時 茨城県つくば市東１１１ 国立研究
開発法人産業技術総合研究所 中央事業所１
群１１棟３階 入札室

４ その他
 契約手続において使用する言語及び通貨
日本語及び日本国通貨。

 入札保証金及び契約保証金 免除。

 入札者に要求される事項 この一般競争に
参加を希望する者は、封印した入札書を本公
告の入札書の受領期限までに提出しなければ
ならない。また、入札者は、開札日の前日ま
での間において、契約担当職から説明を求め
られた場合は、それに応じなければならない。
 入札の無効 本公告に示した競争参加資格
のない者の提出した入札書及び入札者に求め
られる義務を履行しなかった者の提出した入
札書は無効とする。
 契約書作成の要否 要。
 落札者の決定方法 当研究所において採用
できると判断した入札者であって、当研究所
の規程に基づいて作成された予定価格の制限
の範囲内で、入札説明書で指定する性能、機
能等の要件のうち、必須としている項目につ
いての基準を満たしている提案をした入札者
の中から、入札説明書で定める総合評価の方
法をもって落札者を決定する。ただし、落札
者となるべき者の入札価格によっては、その
者により当該契約の内容に適合した履行がな
されないおそれがあると認められるとき、又
はその者と契約を締結することが公正な取引
の秩序を乱すおそれがあると認められるとき
は、予定価格の制限の範囲内をもって入札し
必須とした項目についての基準を全て満足し
た他の者のうち、総合評価基準に基づき付与
された各項目の得点の合計が最も高かった者
を落札者とすることがある。その他の事項は、
国立研究開発法人産業技術総合研究所入札心
得の定めるところにより実施する。
 詳細は、入札説明書による。
５ Summary

 Official in charge of disbursement of the

procuring entity : HASHIMOTO Takuya

Director‑Procurement Division for Nation‑

al Institute of Advanced Industrial Science

and Technology

 Classification of the products to be pro‑

cured : 71, 27

 Nature and quantity of the products to be

purchased : Provision of Semiconductor IP

Access Environment for Semiconductor De‑

sign and Development Center 1 set
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 Fulfilment period : As specified in the

tender documentation.

 Fulfilment place : National Institute of

Advanced Industrial Science and Technol‑

ogy

 Qualification for participating in the ten‑

dering procedures : Suppliers eligible for

participating in the proposed tender are

those who shall :

 not come under Article 7 and 8 of the

Cabinet Order concerning the Contract

for AIST.

 have Grade A, B or C in terms of the

qualification for participating in tenders

by National Institute of Advanced Indus‑

trial Science and Technology (in the fis‑

cal year of 2025, 2026 and 2027)

 Time‑limit for Tender : 17 : 00, Novem‑

ber 30, 2026

 Contact point for the notice : WAKUDA

Tomoya, SHINYOSHI Hikari, Tsukuba

Central 1, Procurement Division, National

Institute of Advanced Industrial Science

and Technology, 111 Higashi, Tsu‑
kuba, Ibaraki, 3058561 Japan. TEL 050
35212742, 05035226001

入 札 公 告

次のとおり一般競争入札に付します。
令和８年 10 月２日
契約担当職
国立研究開発法人産業技術総合研究所

調達部長 橋本 卓也
◎調達機関番号 808 ◎所在地番号 08
〇産総第 197 号
１ 調達内容
 品目分類番号 71、27
 購入等件名及び数量 情報ネットワークシ
ステム運用管理業務及びユーザ支援業務 一
式
 調達件名の特質等 入札説明書及び仕様書
による。
 履行期間 令和９年４月１日～令和14年３
月31日

 履行場所 入札説明書のとおり
 入札方法 上記１の件名について、入札
に付する。落札決定に当たっては、入札書に
記載された金額に当該金額の10パーセントに
相当する額を加算した金額（当該金額に１円
未満の端数があるときは、その端数金額を切
り捨てるものとする。）をもって落札価格とす
るので、入札者は、消費税及び地方消費税に
係る課税事業者であるか免税事業者であるか
を問わず、見積もった契約金額の110分の100
に相当する金額を入札書に記載すること。

２ 競争参加資格
 国立研究開発法人産業技術総合研究所の契
約事務取扱要領第７条及び第８条の規定に該
当しない者であること。
 国立研究開発法人産業技術総合研究所の契
約に係る競争参加者資格審査事務取扱要領に
より、「役務の提供等」の「Ａ」、「Ｂ」又は「Ｃ」
の等級に格付けされている者であること。な
お、全省庁統一資格において、当該資格を有
する者は、同等級に格付けされているものと
みなす。
 本入札公告の日から開札の時までの期間に
国立研究開発法人産業技術総合研究所の契約
に係る指名停止等の措置要領に基づく指名停
止を受けていないこと。
 技術力ある中小企業者等であって、国立研
究開発法人産業技術総合研究所の契約に係る
競争参加者資格審査事務取扱要領第17条第１
項第１号から第７号のいずれかに該当する者
においては、上記２の等級の格付けにかか
わらず入札に参加することができる。
 競争参加資格の申請の時期及び場所 「競
争参加者の資格に関する公示」（令和７年１月
６日付官報）に記載されている時期及び場所
で申請を受け付ける。

３ 入札書の提出場所等
 入札書の提出場所、契約条項を示す場所、
入札説明書の交付場所及び問い合わせ先
〒3058561 茨城県つくば市東１１１
国立研究開発法人産業技術総合研究所 つ
くばセンター中央事業所１群１２棟２階
情報インフラ部 海老名 守 電話050
35210055

 入札説明書の交付期間及び方法 令和８年
10月２日から令和８年10月16日まで 上記３
において交付する。交付においては産総研
指定様式による秘密保持誓約書の提出を必須
とする。
 入札説明会の日時及び場所 令和８年10月
16日13時30分 国立研究開発法人産業技術総
合研究所 中央事業所１群１１棟３階 入
札室
 競争参加に必要な書類の提出期限及び場所
令和８年10月30日12時 茨城県つくば市東
１１１ 国立研究開発法人産業技術総合
研究所 つくばセンター中央事業所１群１
２棟２階 情報インフラ部
 入札書の受領期限 令和８年11月24日17時
（郵送による場合は必着のこと。）
 開札の日時及び場所 令和８年11月25日13
時30分 茨城県つくば市東１１１ 国立
研究開発法人産業技術総合研究所 中央事業
所１群１１棟３階 入札室

４ その他
 契約手続において使用する言語及び通貨
日本語及び日本国通貨。

 入札保証金及び契約保証金 免除。
 入札者に要求される事項 この一般競争に
参加を希望する者は、封印した入札書を本公
告の入札書の受領期限までに提出しなければ
ならない。また、入札者は、開札日の前日ま
での間において、契約担当職から説明を求め
られた場合は、それに応じなければならない。
 入札の無効 本公告に示した競争参加資格
のない者の提出した入札書及び入札者に求め
られる義務を履行しなかった者の提出した入
札書は無効とする。
 契約書作成の要否 要。
 落札者の決定方法 当研究所において採用
できると判断した入札者であって、当研究所
の規程に基づいて作成された予定価格の制限
の範囲内で、入札説明書で指定する性能、機
能等の要件のうち、必須としている項目につ
いての基準を満たしている提案をした入札者
の中から、入札説明書で定める総合評価の方
法をもって落札者を決定する。ただし、落札

者となるべき者の入札価格によっては、その
者により当該契約の内容に適合した履行がな
されないおそれがあると認められるとき、又
はその者と契約を締結することが公正な取引
の秩序を乱すおそれがあると認められるとき
は、予定価格の制限の範囲内をもって入札し
必須とした項目についての基準を全て満足し
た他の者のうち、総合評価基準に基づき付与
された各項目の得点の合計が最も高かった者
を落札者とすることがある。その他の事項は、
国立研究開発法人産業技術総合研究所入札心
得の定めるところにより実施する。
 詳細は、入札説明書による。
５ Summary

 Official in charge of disbursement of the

procuring entity : HASHIMOTO Takuya

Director‑Procurement Division for Nation‑

al Institute of Advanced Industrial Science

and Technology

 Classification of the products to be pro‑

cured : 71, 27

 Nature and quantity of the products to be

purchased : Operation management of in‑

formation network system and user support

1 set

 Fulfilment period : From April 1, 2027 to

March 31, 2032

 Fulfilment place : National Institute of

Advanced Industrial Science and Technol‑

ogy

 Qualification for participating in the ten‑

dering procedures : Suppliers eligible for

participating in the proposed tender are

those who shall :

 not come under Article 7 and 8 of the

Cabinet Order concerning the Contract

for AIST.

 have Grade A, B or C in terms of the

qualification for participating in tenders

by National Institute of Advanced Indus‑

trial Science and Technology (in the fis‑

cal year of 2025, 2026 and 2027)

 Time‑limit for Tender : 17 : 00, Novem‑

ber 24, 2026

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 Contact point for the notice : EBINA

Mamoru, Tsukuba Central 1, Information

Infrastructure Division, National Institute

of Advanced Industrial Science and Tech‑

nology, 111 Higashi, Tsukuba, Ibaraki,
3058561 Japan. TEL 05035210055

入 札 公 告
次のとおり一般競争入札に付します。
令和８年 10 月２日
独立行政法人エネルギー・金属鉱物資源機構

契約担当役 理事 佐藤 公彦
◎調達機関番号 586 ◎所在地番号 13
１ 調達内容
 品目分類番号 23
 購入等件名及び数量 レイアウト変更に係
る什器類の購入等業務（虎ノ門ツインビル
ディング13階） 一式
 調達件名の仕様等 入札説明書及び仕様書
による。
 納入期限 令和９年２月28日
 納入場所 独立行政法人エネルギー・金属
鉱物資源機構 東京都港区虎ノ門二丁目10番
１号
 入札方法 落札決定に当たっては、入札書
に記載された金額に当該金額の10パーセント
に相当する額を加算した金額（当該金額に１
円未満の端数があるときは、その端数金額を
切り捨てるものとする。）をもって落札価格と
するので、入札者は、消費税及び地方消費税
に係る課税事業者であるか免税事業者である
かを問わず、見積もった契約金額の110分の
100に相当する金額を入札書に記載すること。

２ 競争参加資格
 独立行政法人エネルギー・金属鉱物資源機
構の「競争参加者の資格に関する公示」の「３
競争に参加することができない者」に該当し
ない者であること。
 令和07・08・09年度の競争参加統一資格に
おいて、「物品の販売」で「Ａ」、「Ｂ」または
「Ｃ」の等級に格付けされている者、又は当
該競争参加資格を有していない者で、入札日
までに競争参加者資格審査を受け、当該等級
に格付けされた者であること。
 国又は政府関係機関等から補助金交付の停
止又は契約に係る指名停止等の行政処分を受
けていないこと。

３ 契約条項を示す場所等
 入札書等の提出場所、契約条項を示す場所
及び問い合わせ先
〒1050001 東京都港区虎ノ門二丁目10番
１号 虎ノ門ツインビルディング 独立行政
法人エネルギー・金属鉱物資源機構 総務部
総務課
E‑Mail：nyuusatsu-h26044@jogmec.go.jp

 入札説明書の交付 入札説明書の交付を希
望する者は、上記の記載の電子メールアド
レス宛に「入札説明書交付申込書兼誓約書」
を提出すること。
 入札書の提出期限 令和８年11月24日15時
 開札の日時及び場所 令和８年11月25日11
時 独立行政法人エネルギー・金属鉱物資源
機構 会議室

４ その他
 入札保証金及び契約保証金 免除
 入札の無効 競争に参加する資格を有しな
い者がした入札及び、入札の条件に違反した
入札は無効となる。
 契約書作成の要否 要
 落札者の決定方法 予定価格の制限の範囲
内で有効な入札を行った者のうち、最も低い
価格をもって入札した者を落札者とする。
 契約手続きにおいて使用する言語及び通貨
日本語及び日本国通貨

 その他 入札説明書による。
５ Summary

 Official in charge of disbursement of the

procuring entity : Sato Kimihiko Executive

Vice President of Japan Organization for

Metals and Energy Security (JOGMEC)

 Classification of the products to be pro‑

cured : 23

 Nature and quantity of the products to be

required : Business for purchasing furniture

due to layout modification.

 Delivery period : 28, February, 2027.

 Delivery place : Japan Organization for

Metals and Energy Security, 101, To‑
ranom‑on2‑chome, Minato‑ku, Tokyo 105
0001 Japan

入 札 公 告
次のとおり一般競争入札に付します。
令和８年 10 月２日
独立行政法人中小企業基盤整備機構
分任契約担当役 財務部長 中西 憲史

◎調達機関番号 598 ◎所在地番号 13
１ 調達内容
 品目分類番号 71、27
 購入等件名及び数量 「令和８年度 中小
機構ファイル送受信システムの構築・運用業
務」 一式
 調達案件の仕様等 入札説明書及び仕様書
による。
 履行期間 契約締結日から令和12年３月31
日まで。
 履行場所 仕様書による。
 入札方法 入札金額は、請負金額の総額を
記載すること。なお、落札決定に当たっては、
入札書に記載された金額に当該金額の10％に

相当する額を加算した金額（当該金額に１円
未満の端数があるときは、その端数金額を切
り捨てるものとする。）をもって落札価格とす
るので、入札者は、消費税及び地方消費税に
係る課税事業者であるか免税事業者であるか
を問わず、見積もった契約金額の110分の100
に相当する金額を入札書に記載すること。

２ 競争参加資格
 中小企業基盤整備機構契約事務取扱要領第
２条及び第３条の規定に該当しない者である
こと。
※要領については機構ＨＰの
（https://www.smrj.go.jp/procurement/
bid/contract/index.html）
を参照。

 再委託先を含め、中小企業基盤整備機構反
社会的勢力対応規程（規程22第37号）第２条
に規定する反社会的勢力に該当しないこと。
 令和７・８・９年度の全省庁統一資格を有
する者であり、「役務の提供等（306 ソフト
ウェア開発）」、「役務の提供等（304 情報処
理）」、「役務の提供等（315 その他）」のいず
れかに登録された者で、「Ａ」、「Ｂ」又は「Ｃ」
の等級に格付けされている者であること。
 その他事項については、入札説明書を参照
のこと。

３ 入札書の提出場所等
 入札説明書等の交付期間、交付場所及び方
法
 交付期間 令和８年10月15日（木）から
令和８年11月９日（月）まで。
 交付場所及び方法 中小企業基盤整備機
構ホームページから入札説明書、入札心得
その他必要様式をダウンロードする。
※入札説明書及び様式 https://www.smrj.

go.jp/procurement/bid/list/

入札心得 https://www.smrj.go.jp/

procurement/bid/order/index.html

仕様書は、入札説明会にて配布する。入札
説明会に出席できない者は、必要事項を記入
した「仕様書交付申請書」と、レターパック
を同封の上、請求すること。なお、仕様書は
入札終了後、回答済の「入札辞退届兼書類返
却届（押印不要）」を添えて返却のこと。また、
交付期間以外の仕様書交付は行わない。

 Qualification for participating in the ten‑

dering procedures : Suppliers eligible for

participating in the proposed tender are

those who shall :

 not come under Article 3 of the Public

Announcement on the Qualifications for

participating in the Tendering Pro‑

cedures by JOGMEC.

 have Grade A, Grade B or Grade C of

sales of products in terms of the qualifi‑

cation for participating in tenders (single

qualification for every ministry and agen‑

cy) in the fiscal years 2025, 2026 and 2027.

 Not subject to an administrative penal‑

ty of suspension of nomination or suspen‑

sion of subsidy by government agencies

or country.

 Deadline for the receipt of form of bid :

15 : 00, 24, November, 2026

 Contact point for the notice : General

Coordination Division, General Coordina‑

tion Department, JOGMEC, 2101 To‑
ranomon, Minato‑ku, Tokyo, 1050001,
Japan. E‑Mail : nyuusatsu-h26044@jogmec.
go.jp


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 入札書の提出場所、契約条項を示す場所、
及び問い合わせ先 〒1058453 東京都港区
虎ノ門３５１ 虎ノ門37森ビル 独立行
政法人中小企業基盤整備機構 財務部 長野
帆乃佳 電話0354701507 ＦＡＸ03
54701512
 入札説明会の日時及び場所 令和８年10月
15日（木）10時30分 中小企業基盤整備機構
９階 ９Ｃ会議室
入札説明会に参加を希望する者は、令和８
年10月14日（水）12時00分までに上記３の
場所にＦＡＸまたはchotatsu@smrj.go.jpへ
の電子メール（入札件名、会社名及び出席者
明記のうえ（形式自由））により申請すること。
参加者は各社１名程度とする。なお、参加に
あたり名刺１枚を持参のこと。
 入札書の受領期限 令和８年11月25日（水）
12時00分（必着）
 開札の日時及び場所 令和８年11月26日
（木）11時00分 中小企業基盤整備機構 ２
階 ２Ｌ会議室

４ その他
 契約手続において使用する言語及び通貨
日本語及び日本国通貨

 入札保証金及び契約保証金 免除
 入札の無効 本公告に示した競争参加資格
のない者の提出した入札書、入札者に求めら
れる義務を履行しなかった者の入札書及びそ
の他入札に関する条件に違反した入札は無効
とする。
 契約書作成の要否 要
 落札者の決定方法 企画（技術）評価と価
格による評価の合計得点が最も高い者を落札
者とする。いわゆる総合評価落札方式。
 手続きにおける交渉の有無 無
 その他 詳細は入札説明書による。
５ Summary

 Official in charge of disbursement of the

procuring entity : Norifumi Nakanishi, Ge‑

neral Manager, Financial Management ＆
Accounting Department, Organization for

Small ＆ Medium Enterprises and Regional
Innovation, JAPAN.

 Classification of services to be procured :

71, 27.

 Nature and quantity of the services to be

required : Reiwa 8 Fiscal Year : Construc‑

tion and Operation of the SME Support

Agency File Transmission and Reception

System, 1 set.

 Fulfillment period : From day of contract

start date through March 31, 2030.

 Fulfillment place : As in the tender do‑

cumentation.

 Qualifications for participating in the

tendering procedures : Suppliers eligible for

participating in the proposed tender are

those who shall :

 Not come under Article 2 and 3 of the

Detailed Regulations for the Application

of Accounting Regulations by Organiza‑

tion for Small＆Medium Enterprises and
Regional Innovation, JAPAN.

 Including recommissioned company,

not come under the category of anti‑

social forces defined by Article 2 of the

Regulations for Corresponding to Anti‑

Social Forces by Organization for

Small ＆ Medium Enterprises and Re‑

gional Innovation, JAPAN (Regulation

22, Item 37).

 Have Grade A , B or C in terms of a

unified qualification for all ministries and

government offices for FY 2025, 2026 and

2027, Provision of service : Software De‑

velopment, Provision of service : Infor‑

mation Processing, or Provision of ser‑

vice : Other．
 Regarding other matters, see the bid

instruction manual.

 Reception period of tender form : 12 : 00

November 25, 2026.

 Contact Point for the notice : Honoka

Nagano, Financial Management ＆ Ac‑

counting Department, Organization for

Small ＆ Medium Enterprises and Regional
Innovation, JAPAN Toranomon No. 37

Mori Building, 351, Toranomon, Mi‑
nato‑ku Tokyo 1058453, Japan. TEL 03
54701507 FAX 0354701512

入 札 公 告

次のとおり一般競争入札に付します。
令和８年 10 月２日
独立行政法人住宅金融支援機構契約担当役

財務企画部長 戸村 昌幸
◎調達機関番号 608 ◎所在地番号 13
１ 調達内容
 品目分類番号 71、27
 購入等件名及び数量 証券化システム改修
業務（フラット35保証型の補助金計算システ
ム化対応及び残価設定型住宅ローン（保証型）
への対応）（電子入札対象案件）
 調達案件の仕様等 入札説明書による。
 履行期限 入札説明書による。
 履行場所 入札説明書による。
 入札方法 落札決定に当たっては、入札書
に記載された金額に消費税及び地方消費税に
相当する額を加算した金額（当該金額に１円
未満の端数があるときは、その端数金額を切
り捨てるものとする。)をもって落札価格とす
るので、入札者は、消費税及び地方消費税に
係る課税事業者であるか免税事業者であるか
を問わず、見積もった契約金額から消費税及
び地方消費税に相当する金額を控除した金額
を入札書に記載すること。
 電子入札システムの利用 本件は、電子入
札システムを利用した応札及び入開札手続に
より実施するものとする。ただし、紙による
入札書の提出も可とする。
（https://www.jhf.go.jp/financial/tender/
index.html）

２ 競争参加資格
 当機構入札心得の14に該当しない者である
こと（詳細は入札説明書に記載）。
 令和７・８・９年度国の競争参加資格（全
省庁統一資格）「役務の提供等」においてＡ、
Ｂ若しくはＣの等級に格付けされている者又

は令和７・８・９年度独立行政法人住宅金融
支援機構競争参加資格「役務の提供等」にお
いてＡ、Ｂ若しくはＣの等級に格付けされて
いる者であること。
 入札説明書中の業務委託契約書（案）によ
り当機構と契約を締結することが可能であ
り、かつ、仕様書記載の要件を全て満たして
いる者であること。
 電子入札システムによる入札に参加する場
合は、電子認証局が発行したＩＣカードを取
得していること。

３ 入札書の提出場所等
 入札書の提出場所、契約条項を示す場所、
入札説明書の交付場所及び問い合わせ先
〒1128570 東京都文京区後楽１４10
独立行政法人住宅金融支援機構財務企画部会
計事務管理室会計グループ 力丸・辻 電話
0358008053
 入札説明書の交付時期及び方法 令和８年
10月２日から令和８年11月20日（ただし、土
曜、日曜及び祝日を除く）。
原則として電子入札システムにより９時か
ら17時までの間に交付する。
なお、紙による交付は10時から12時まで、
13時から16時までの間にの場所において行
う。
 証明書等の受領期限及び提出場所 令和８
年11月24日12時00分 〒1128570 東京都文
京区後楽１４10 独立行政法人住宅金融
支援機構情報システム部基幹システム統括室
IT業務グループ 井上、遠藤 電話03
58008437
 入札書の受領期限 令和８年11月30日16時
00分 なお、郵送による場合は書留郵便とし、
入札書の受領期限までに到着していること。
 開札の日時及び場所 令和８年12月１日11
時00分 当機構本店会議室

４ その他
 契約手続において使用する言語及び通貨
日本語及び日本国通貨

 入札保証金及び契約保証金 免除

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 入札者に要求される事項 入札に参加を希
望する者は、必要な証明書等を上記３の受
領期限までに上記３の提出場所に提出しな
ければならない。
 入札の無効 本公告に示した競争参加資格
のない者のした入札及び入札に関する条件に
違反した入札（詳細は入札説明書に記載）
 契約書作成の要否 要
 落札者の決定方法 当機構の規定に基づい
て作成された予定価格の制限の範囲内で最低
価格をもって有効な入札を行った者を落札者
とする。ただし、落札者となるべき者の入札
価格によっては、その者により当該契約の内
容に適合した履行がなされないおそれがある
と認められるときは、予定価格の制限の範囲
内の価格をもって入札した他の者のうち最低
の価格をもって入札した者を落札者とするこ
とがある。
 手続における交渉の有無 無
 電子入札システムの利用 電子入札システ
ムによる入札に参加する者は、所定の期限ま
でに入札書類データ（証明書等を含む。）を電
子入札システムにより提出しなければならな
い。
 その他 詳細は入札説明書による。
５ Summary

 Official in charge of disbursement of the

procuring entity : TOMURA Masayuki, Di‑

rector General of the Finance and Account‑

ing Department, Japan Housing Finance

Agency

 Classification of the services to be re‑

quired : 71, 27

 Nature and quantity of the services to be

required : Maintenance of Securitization re‑

lated system

 Fulfillment date : as in the tender doc‑

mentation

 Fulfillment place : as in the tender do‑

cumentation

 Qualification for participating in the ten‑

dering procedures : Suppliers eligible for

participating in the proposed tender are

those who shall :

 Not come under Article 14 of J.H.F.As

Bylaw about procedures of tenders (De‑

tails described in the tender docu‑

mentation)

 Have Grade A, B or C in terms of the

qualification for participating in tenders

for offers of the labor by single qualifi‑

cation of services for every ministry

and agency in the fiscal year of 2025, 2026

and 2027 or have Grade A, B or C in

terms of the qualification for participat‑

ing in tenders for offers of the labor by

J.H.F.A in the fiscal year of 2025, 2026

and 2027.

 Satisfies criteria in the tender do‑

cumentation

 Time‑limit for the submission of applica‑

tion forms and relevant documents for the

qualification : 12 : 00 24 Noveｍber, 2026
 Time‑limit for tender : 16 : 00 30 No‑

vember, 2026

 Contact point for the notice : RIKIMARU

and TSUJI, Contract Section, Accounting

Group, Office of Accounting, Finance and

Accounting Department, J.H.F.A 1410
Koraku, Bunkyo‑ku, Tokyo, 1128570, Ja‑
pan TEL 0358008053

 Acquire the electric certificate in case of

using the Electric Bidding system

https://www.jhf.go.jp/financial/tender/

index.html

入 札 公 告

次のとおり一般競争入札に付します。
令和８年 10 月２日

国立大学法人北海道国立大学機構
理事長 長谷山 彰

◎調達機関番号 415 ◎所在地番号 01
〇第２号
１ 調達内容
 品目分類番号 24
 購入等件名及び数量 冷媒凝縮装置 一式
（入札説明書による。）
 調達件名の特質等 入札説明書による。
 納入期限 令和９年３月30日
 納入場所 理事長が指定する場所

 入札方法 落札決定に当たっては、入札書
に記載された金額に当該金額の10パーセント
に相当する額を加算した金額（当該金額に１
円未満の端数があるときは、その端数金額を
切り捨てるものとする。）をもって落札価格と
するので、入札者は、消費税及び地方消費税
に係る課税事業者であるか免税事業者である
かを問わず、見積もった契約金額の110分の
100に相当する金額を入札書に記載すること。

２ 競争参加資格
 国立大学法人北海道国立大学機構契約事務
取扱規程第３条及び第４条の規定に該当しな
い者であること。なお、未成年者、被保佐人
又は被補助人であって、契約締結のために必
要な同意を得ている者は、同条中、特別の理
由がある場合に該当する。
 国の競争参加資格（全省庁統一資格）にお
いて令和８年度に北海道地域の「物品の販売」
のＡ、Ｂ又はＣ等級に格付けされている者で
あること。なお、当該競争参加資格について
は、令和８年３月31日付け号外政府調達第58
号の官報の競争参加者の資格に関する公示の
別表に掲げる申請受付窓口において随時受け
付けている。
 理事長から取引停止の措置を受けている期
間中の者でないこと。

３ 入札書の提出場所等
 入札書の提出場所、契約条項を示す場所、
入札説明書の交付場所及び問合せ先
〒0908507 北海道北見市公園町165 北

見工業大学管理課調達係長 山本真理恵 電
話0157269128
 入札説明書の交付方法 本公告の日から上
記３の交付場所にて交付する。
 入札書の受領期限 令和８年11月24日17時
00分
 開札の日時及び場所 令和８年12月11日14
時00分 北見工業大学１号館第二会議室

４ その他
 契約手続において使用する言語及び通貨
日本語及び日本国通貨。

 入札保証金及び契約保証金 免除。

 入札者に要求される事項 この一般競争に
参加を希望する者は、封印した入札書に本公
告に示した物品又はこれと同等のものを納入
できることを証明する書類並びに本公告に示
した物品と同等のものをもって競争に参加し
ようとする者については、当該物品が本公告
に示した物品と同等であることを証明する資
料及び製品の見本等を添付して入札書の受領
期限までに提出しなければならない。入札者
は、開札日の前日までの間において、理事長
から当該書類に関し説明を求められた場合
は、それに応じなければならない。
 入札の無効 本公告に示した競争参加資格
のない者の提出した入札書、入札者に求めら
れる義務を履行しなかった者の提出した入札
書、その他入札説明書による。
 契約書作成の要否 要。
 落札者の決定方法 本公告に示した物品又
はこれと同等のものを納入できると理事長が
判断した入札者であって、国立大学法人北海
道国立大学機構契約事務取扱規程第15条の規
定に基づいて作成された予定価格の制限の範
囲内で最低価格をもって有効な入札を行った
入札者を落札者とする。
 手続における交渉の有無 無。
 その他 詳細は、入札説明書による。なお、
入札説明書等で当該調達に関する環境上の条
件を定めた調達であると示されている場合
は、十分理解した上で応札すること。

５ Summary

 Official in charge of disbursement of the

procuring entity : Haseyama Akira, The

Obligating Officer, National university cor‑

poration Hokkaido Higher Education and

Research System

 Classification of the products to be pro‑

cured : 24

 Nature and quantity of the products to be

purchased : Cryogen Condenser

 Delivery period : By 30 March, 2027

 Delivery place : The places specified by

the Obligating Officer


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 Qualifications for participating in the

tendering procedures : Suppliers eligible for

participating in the proposed tender are

those who shall :

Ａ not come under Article 3 and 4 of the

Regulation concerning the Contract

for National university corporation

Hokkaido Higher Education and Re‑

search System Furthermore, minors, Per‑

son under Conservatorship or Person un‑

der Assistance that obtained the consent

necessary for concluding a contract may

be applicable under cases of special rea‑

sons within the said clause,

Ｂ have the Grade A, Grade B or Grade C

qualification during fiscal 2026 in the

Hokkaido area in sales of product for

participating in tenders by Single qualifi‑

cation for every ministry and agency,

Ｃ not be currently under a suspension of

business order as instructed by The Ob‑

ligating Officer, National university cor‑

poration Hokkaido Higher Education

and Research System.

 Time limit of tender : 17 : 00 24 Novem‑

ber, 2026

 Contact point for the notice : Yamamoto

Marie, Contract Section, Finance and Facil‑

ities Section, Kitami Institute of Technol‑

ogy, 165 Koen‑cho Kitami‑shi, Hokkaido

0908507 Japan, TEL 0157269128
 Please be noted that if it is indicated that

environmental conditions relating to the

procurement are laid down in its tender do‑

cuments.

入 札 公 告
次のとおり一般競争入札に付します。
令和８年 10 月２日
国立大学法人琉球大学学長 喜納 育江
代理人 財務担当理事 島居 剛志

◎調達機関番号 415 ◎所在地番号 47
〇第 11 号
１ 調達内容
 品目分類番号 24
 購入等件名及び数量 共焦点レーザー走査
型顕微鏡システム 一式
 調達件名の特質等 入札説明書による。

 納入期限 令和９年３月31日
 納入場所 本学が指定する場所による。
 入札方法 落札決定に当たっては、入札書
に記載された金額に当該金額の10パーセント
に相当する額を加算した金額（当該金額に１
円未満の端数があるときは、その端数金額を
切り捨てるものとする。）をもって落札価格と
するので、入札者は、消費税及び地方消費税
に係る課税事業者であるか免税事業者である
かを問わず、見積もった契約金額の110分の
100に相当する金額を入札書に記載すること。

２ 競争参加資格
 国立大学法人琉球大学会計実施規程第14条
の規定に該当しない者であること。
 国の競争参加資格（全省庁統一資格）にお
いて令和８年度に九州・沖縄地域の「物品の
販売」のＡ、Ｂ、又はＣ等級に格付けされて
いる者であること。
 購入物品に係る迅速なアフターサービス・
メンテナンスの体制が整備されていることを
証明した者であること。
 本公告に示した物品を琉球大学学長が指定
する日時、場所に十分に納入することができ
ることを証明した者であること。
 琉球大学学長から取引停止の措置を受けて
いる期間中の者でないこと。

３ 入札書の提出場所等
 入札書の提出場所、契約条項を示す場所、
入札説明書の交付場所及び問合せ先
〒9030213 沖縄県中頭郡西原町字千原１
番地 琉球大学 大学本部管理棟２階 財務
部経理課契約第三係 安和 良隆 電話
0988958057
 入札説明書の交付方法 本公告の日から上
記３の交付場所にて交付する。
 入札書の提出期限 令和８年11月５日15時
00分
 開札の日時及び場所 令和８年11月30日14
時00分 琉球大学本部管理棟２階第一研修室

４ その他
 契約手続において使用する言語及び通貨
日本語及び日本国通貨。

 入札保証金及び契約保証金 免除。
 入札者に要求される事項 この政府調達に
参加を希望する者は、封印した入札書に本公
告に示した物品を納入できることを証明する

書類を添付して入札書の受領期限までに提出
しなければならない。入札者は、開札日の前
日までの間において、琉球大学学長から当該
書類に関し説明を求められた場合は、それに
応じなければならない。
 入札の無効 本公告に示した競争参加資格
のない者の提出した入札書、入札者に求めら
れる義務を履行しなかった者の提出した入札
書、その他入札説明書による。
 契約書作成の要否 要。
 落札者の決定方法 本公告に示した物品を
納入できると琉球大学学長が判断した入札者
であって、国立大学法人琉球大学会計実施規
程第21条の規定に基づいて作成された予定価
格の制限の範囲内で最低価格をもって有効な
入札を行った入札者を落札者とする。
 手続における交渉の有無 無。
 その他 詳細は、入札説明書による。なお、
入札説明書等で当該調達に関する環境上の条
件を定めた調達であると示されている場合
は、十分理解した上で応札すること。

５ Summary

 Official in charge of disbursement of the

procuring entity : Tsuyoshi Shimai, Execu‑

tive Director for Finance, Duly Authorized

Representative to Ikue Kina, President Uni‑

versity of the Ryukyus

 Classification of the products to be pro‑

cured : 24

 Nature and quantity of the products to be

purchased : Confocal Laser Scanning Mic‑

roscope System 1 Set

 Delivery period : 17 : 00 31, March, 2027

 Delivery place : The area specified by the

Obligating Officer

 Qualifications for participating in the

tendering procedures : Suppliers eligible for

participating in the proposed tender are

those who shall :

Ａ not come under Article 14 of the Regu‑

lation concerning the Contract for Uni‑

versity of the Ryukyus,

Ｂ have the Grade A, Grade B or Grade C

qualification during fiscal 2026 in the

Kyushu・Okinawa area in sales of prod‑
uct for participating in tenders by Single

qualification for every ministry and agen‑

cy,

Ｃ prove to have prepared a system to

provide rapid after‑sale service and main‑

tenance for the procured products,

Ｄ prove to have the ability to deliver the

products, required by this notice, on the

date and to the place specified by the Ob‑

ligating Officer,

Ｅ not be currently under a suspension of

business order as instructed by President

University of the Ryukyus.

 Time limit of tender : 15 : 00 5, Novem‑

ber 2026

 Contact point for the notice : Yoshitaka

Awa, Third Contracting Subsection, Ac‑

counting Section, Financial Affairs Divi‑

sion, Ryukyu University, 1 Aza Senbaru

Nishihara‑cho Nakagami‑gun Okinawa

9030213 Japan, TEL 0988958057
 Please be noted that if it is indicated that

environment conditions relating to the pro‑

curement are laid down in its tender docu‑

ments.

入 札 公 告

次のとおり一般競争入札に付します。
令和８年 10 月２日
契約責任者
日本郵便株式会社 本社契約責任者

代理人 日景 智
◎調達機関番号 431 ◎所在地番号 13
〇第１号（№１）
１ 調達内容
 品目分類番号 26
 件名及び数量 日本郵便株式会社（東京支
社エリア内）の郵便局で使用する電気（電灯・
動力）
ア 電灯 10446604kWh（予定）
イ 動力 3677174kWh（予定）


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 特質等 仕様書による。
 供給期間 令和９年１月の定例検針日から
令和10年１月の定例検針日前日まで（自動更
新条項付。最大４回）
 供給場所 仕様書のとおり
 入札、開札の日時及び場所 令和８年11月
30日10時00分 日本郵便電子入札システム

２ 取引先資格 次に該当しない者であること。
 当該契約を締結する能力を有しない者及び
破産者で復権を得ない者。但し、制限行為能
力者であって契約締結のために必要な同意を
得ている者を除く。
 日本郵便株式会社から取引制限を受けてい
る者でその制限期間を経過しない者
 会社法の特別清算の開始を命じられ、若し
くは同清算開始の申立をされ、又は破産法の
破産手続開始、会社更生法の更生手続開始若
しくは民事再生法の再生手続開始の申立を
し、若しくはされた者。但し、手続終結者を
除く。
 反社会的勢力と認められる者
３ 入札者に求められる義務 参加希望者は入札
説明書に示す資料等を令和８年11月24日11時00
分までに下記４に示す場所に提出すること。
４ 問合せ先 〒100－8792 東京都千代田区大手
町二丁目３番１号 日本郵政コーポレートサー
ビス株式会社ＢＰＯ事業部本社契約担当 田中
稔 電話03－3477－0641

５ その他
 入札の無効 入札参加に必要な条件を満た
さない者の入札及び入札条件に違反した入札
 手続で使用する言語・通貨
日本語・日本国通貨

 契約保証金 不要
 落札者は日本郵便株式会社が定める金額の
範囲内で、最低価格の入札を行った者とする。
 詳細は入札説明書による。
６ Summary

 Contracting entity : HIKAGE Satoshi,

Agent of Head Office contracting entity,

Japan Post Co., Ltd.

 Classification of the goods to be procu‑

red : 26

 Nature and quantity of the goods to be

required : ⒜About 10,446,604 kWh⒝About
3,677,174 kWh Electricity to be used in Post

Office (Tokyo Regional Office Area)

 Supply period : From the meter reading

day in January 2027 through the day before

the meter reading day in January 2028

 Supply place : By specification

 Time limit for tender : 11 : 00 AM 24 No‑

vember 2026

 Contact Point for the notice : TANAKA

Minoru, BPO Division, Japan Post Corpo‑

rate Service Co., Ltd. 231 Otemachi
Chiyoda‑ku Tokyo 1008792 Japan TEL
0334770641

〇第２号（№２）
１ 調達内容
 品目分類番号 26
 件名及び数量 日本郵便株式会社（南関東
支社エリア内）の郵便局で使用する電気（電
灯・動力）
ア 電灯 7366068kWh（予定）
イ 動力 2713997kWh（予定）
 特質等 仕様書による。
 供給期間 令和９年３月の定例検針日から
令和10年３月の定例検針日前日まで（自動更
新条項付。最大４回）
 供給場所 仕様書のとおり
 入札、開札の日時及び場所 令和８年11月
30日10時00分 日本郵便電子入札システム

２から５ 第１号の２から５に同じ
６ Summary

,,,, The same with the notice

above (No. 1)

 Nature and quantity of the goods to be

required : ⒜About 7,366,068 kWh ⒝About
2,713,997 kWh Electricity to be used in Post

Office (Minami‑Kanto Regional Office

Area)

 Supply period : From the meter reading

day in March 2027 through the day before

the meter reading day in March 2028

入 札 公 告
次のとおり一般競争入札に付します。
令和８年 10 月２日
契約責任者
日本郵便株式会社 本社契約責任者

代理人 葛西 寛亮
◎調達機関番号 431 ◎所在地番号 11
〇第１号（№１）
１ 調達内容
 品目分類番号 26
 件名及び数量 日本郵便株式会社八千代郵
便局で使用する電気（予定）780826kWh
 特質等 仕様書による。
 供給期間 令和９年４月１日から令和10年
３月31日まで（自動更新条項付。最大４回）
 供給場所 仕様書のとおり
 入札、開札の日時及び場所 令和８年12月
18日９時00分から12時00分まで 日本郵便電
子入札システム

２ 取引先資格 次に該当しない者であること。
 当該契約を締結する能力を有しない者及び
破産者で復権を得ない者。但し、制限行為能
力者であって契約締結のために必要な同意を
得ている者を除く。
 日本郵便株式会社から取引制限を受けてい
る者でその制限期間を経過しない者
 会社法の特別清算開始を命じられ、若しく
は同清算開始の申立をされ、又は破産法の破
産手続開始、会社更生法の更生手続開始若し
くは民事再生法の再生手続開始の申立をし、
若しくはされた者。但し、手続終結者を除く。
 反社会的勢力と認められる者
３ 入札者に求められる義務 参加希望者は入札
説明書に示す資料等を令和８年11月24日11時00
分までに下記４に示す場所に提出すること。
４ 問合せ先 〒3309791 埼玉県さいたま市中
央区新都心３番地１号 日本郵政コーポレート
サービス株式会社さいたまＢＰＯセンター調達
担当 吉村 友見 電話05036674468
５ その他
 入札の無効 入札参加に必要な条件を満た
さない者の入札及び入札条件に違反した入札
 手続で使用する言語・通貨 日本語・日本
国通貨
 契約保証金 不要

 落札者は日本郵便株式会社が定める金額の
範囲内で、最低価格の入札を行った者とする。
 詳細は入札説明書による。
６ Summary

 Contracting entity : KASAI Hiroaki,

Agent of Head office contracting entity,

Japan Post Co., Ltd.

 Classification of the goods to be procu‑

red : 26

 Nature and quantity of the goods to be

purchased : About 780,826kWh Electricity

to be used in Yachiyo Post Office, Japan

Post Co., Ltd.

 Supply period : From 1 April 2027 th‑

rough 31 March 2028

 Supply place : By specification

 Time limit for tender : 11 : 00 AM 24 No‑

vember 2026

 Contact point for the notice : YOSHI‑

MURA Tomomi, Saitama BPO Center,

Japan Post Corporate Service Co., Ltd.

31 Shin‑Toshin Chuo‑ku Saitama‑City,
Saitama 3309791, Japan. TEL 050
36674468

〇第２号（№２）
１ 調達内容
 品目分類番号 26
 件名及び数量 日本郵便株式会社成田郵便
局で使用する電気（予定）540158kWh
 第１号のに同じ
 供給期間 令和９年４月１日から令和10年
３月31日まで（自動更新条項付。最大４回）
 第１号のに同じ
 入札、開札の日時及び場所 令和８年12月
18日９時00分から12時00分まで 日本郵便電
子入札システム

２から５ 第１号の２から５に同じ
６ Summary

,,,, and The same with the

notice above (No. 1)

 Nature and quantity of the goods to be

purchased : About 540,158kWh Electricity

to be used in Narita Post Office, Japan Post

Co., Ltd.


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〇第３号（№３）
１ 調達内容
 品目分類番号 26
 件名及び数量 日本郵便株式会社浦安郵便
局で使用する電気（予定）1322181kWh
 第１号のに同じ
 供給期間 令和９年４月１日から令和10年
３月31日まで（自動更新条項付。最大４回）
 第１号のに同じ
 入札、開札の日時及び場所 令和８年12月
18日９時00分から12時00分まで 日本郵便電
子入札システム

２から５ 第１号の２から５に同じ
６ Summary

,,,, and The same with the

notice above (No. 1)

 Nature and quantity of the goods to be

purchased : About 1,322,181kWh Electricity

to be used in Urayasu Post Office, Japan

Post Co., Ltd.

〇第４号（№４）
１ 調達内容
 品目分類番号 26
 件名及び数量 日本郵便株式会社千葉中央
郵 便 局 で 使 用 す る 電 気 （予 定）
3698574kWh
 第１号のに同じ
 供給期間 令和９年４月１日から令和10年
３月31日まで（自動更新条項付。最大４回）
 第１号のに同じ
 入札、開札の日時及び場所 令和８年12月
18日９時00分から12時00分まで 日本郵便電
子入札システム

２から５ 第１号の２から５に同じ
６ Summary

,,,, and The same with the

notice above (No. 1)

 Nature and quantity of the goods to be

purchased : About 3,698,574kWh Electricity

to be used in Chiba‑Chuo Post Office, Japan

Post Co., Ltd.

〇第５号（№５）
１ 調達内容
 品目分類番号 26
 件名及び数量 日本郵便株式会社千葉緑郵
便局で使用する電気（予定）625633kWh
 第１号のに同じ
 供給期間 令和９年４月１日から令和10年
３月31日まで（自動更新条項付。最大４回）
 第１号のに同じ
 入札、開札の日時及び場所 令和８年12月
18日９時00分から12時00分まで 日本郵便電
子入札システム

２から５ 第１号の２から５に同じ
６ Summary

,,,, and The same with the

notice above (No. 1)

 Nature and quantity of the goods to be

purchased : About 625,633kWh Electricity

to be used in Chiba‑Midori Post Office,

Japan Post Co., Ltd.

〇第６号（№６）
１ 調達内容
 品目分類番号 26
 件名及び数量 日本郵便株式会社宇都宮東
郵 便 局 で 使 用 す る 電 気 （予 定）
2097748kWh
 第１号のに同じ
 供給期間 令和９年４月１日から令和10年
３月31日まで（自動更新条項付。最大４回）
 第１号のに同じ
 入札、開札の日時及び場所 令和８年12月
18日９時00分から12時00分まで 日本郵便電
子入札システム

２から５ 第１号の２から５に同じ
６ Summary

,,,, and The same with the

notice above (No. 1)

 Nature and quantity of the goods to be

purchased : About 2,097,748kWh Electricity

to be used in Utsunomiya‑Higashi Post Of‑

fice, Japan Post Co., Ltd.

〇第７号（№７）
１ 調達内容
 品目分類番号 26
 件名及び数量 日本郵便株式会社小山郵便
局で使用する電気（予定）767501kWh

 第１号のに同じ
 供給期間 令和９年４月１日から令和10年
３月31日まで（自動更新条項付。最大４回）
 第１号のに同じ
 入札、開札の日時及び場所 令和８年12月
18日９時00分から12時00分まで 日本郵便電
子入札システム

２から５ 第１号の２から５に同じ
６ Summary

,,,, and The same with the

notice above (No. 1)

 Nature and quantity of the goods to be

purchased : About 767,501kWh Electricity

to be used in Oyama Post Office, Japan

Post Co., Ltd.

〇第８号（№８）
１ 調達内容
 品目分類番号 26
 件名及び数量 日本郵便株式会社前橋中央
郵 便 局 で 使 用 す る 電 気 （予 定）
1057878kWh
 第１号のに同じ
 供給期間 令和９年４月１日から令和10年
３月31日まで（自動更新条項付。最大４回）
 第１号のに同じ
 入札、開札の日時及び場所 令和８年12月
18日９時00分から12時00分まで 日本郵便電
子入札システム

２から５ 第１号の２から５に同じ
６ Summary

,,,, and The same with the

notice above (No. 1)

 Nature and quantity of the goods to be

purchased : About 1,057,878kWh Electricity

to be used in Maebashi‑Chuo Post Office,

Japan Post Co., Ltd.

〇第９号（№９）
１ 調達内容
 品目分類番号 26
 件名及び数量 日本郵便株式会社龍ケ崎郵
便局で使用する電気（予定）651883kWh
 第１号のに同じ
 供給期間 令和９年４月１日から令和10年
３月31日まで（自動更新条項付。最大４回）

 第１号のに同じ
 入札、開札の日時及び場所 令和８年12月
18日９時00分から12時00分まで 日本郵便電
子入札システム

２から５ 第１号の２から５に同じ
６ Summary

,,,, and The same with the

notice above (No. 1)

 Nature and quantity of the goods to be

purchased : About 651,883kWh Electricity

to be used in Ryugasaki Post Office, Japan

Post Co., Ltd.

〇第 10 号（№10）
１ 調達内容
 品目分類番号 26
 件名及び数量 日本郵便株式会社ひたちな
か 郵 便 局 で 使 用 す る 電 気 （予 定）
956252kWh
 第１号のに同じ
 供給期間 令和９年４月１日から令和10年
３月31日まで（自動更新条項付。最大４回）
 第１号のに同じ
 入札、開札の日時及び場所 令和８年12月
18日９時00分から12時00分まで 日本郵便電
子入札システム

２から５ 第１号の２から５に同じ
６ Summary

,,,, and The same with the

notice above (No. 1)

 Nature and quantity of the goods to be

purchased : About 956,252kWh Electricity

to be used in Hitachinaka Post Office,

Japan Post Co., Ltd.

〇第 11 号（№11）
１ 調達内容
 品目分類番号 26
 件名及び数量 日本郵便株式会社筑波学園
郵便局で使用する電気（予定）716805kWh
 第１号のに同じ
 供給期間 令和９年４月１日から令和10年
３月31日まで（自動更新条項付。最大４回）
 第１号のに同じ
 入札、開札の日時及び場所 令和８年12月
18日９時00分から12時00分まで 日本郵便電
子入札システム

２から５ 第１号の２から５に同じ

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６ Summary

,,,, and The same with the

notice above (No. 1)

 Nature and quantity of the goods to be

purchased : About 716,805kWh Electricity

to be used in Tsukuba‑Gakuen Post Office,

Japan Post Co., Ltd.

入札公告の取消

令和８年 10 月２日
支出負担行為担当官
法務省大臣官房会計課長 藤田 正人

◎調達機関番号 013 ◎所在地番号 13
〇第 173 号
令和８年９月２日（号外政府調達第163号）２

ページ１段目掲載の入札公告第161号「矯正デジ
タル化推進計画に基づくコーネットのＧＳＳ移行
及び矯正局システム最適化に係る要件定義支援業
務の請負 一式」を取り消します。

入 札 公 告（建設工事）

次のとおり一般競争入札に付します。
本公告は、インターネットの入札情報サービス
（ＰＰＩ）［https://www.i-ppi.jp/］に掲載されて
います。
令和８年 10 月２日

支出負担行為担当官
北陸地方整備局長 植田 雅俊

◎調達機関番号 020 ◎所在地番号 15
１ 工事概要
 品目分類番号 41
 工事名 Ｒ８ 能越道穴水道路復旧その８
工事（電子入札対象案件）（電子契約対象案件）
 工事場所 石川県鳳珠郡穴水町麦ケ浦、北
七海地先
 工事内容
道路改良
【北七海地区】
道路土工 １式
掘削工（ＩＣＴ） 33000
法面整形工（ＩＣＴ） 6070
法面工 １式
アンカー工 340本
鉄筋挿入工 2934ｍ

排水構造物工 １式
橋梁補修工 １式
擁壁工 １式
ジオテキスタイル補強土壁工（二重壁タ
イプ） 2284
構造物撤去工 １式
仮設工 １式
【麦ヶ浦地区】
道路土工 １式
路体盛土工（ＩＣＴ） 4700
改良盛土工 14700
地盤改良 １式
自走式土質改良工 20000
法面工 １式
擁壁工 １式
補強盛土工 12142
排水構造物工 １式
仮設工 １式

 工期 全体工期：契約締結日の翌日から令
和10年３月31日まで
 工事の実施形態
１）本工事は、入札時に施工方法等の提案を
受け付け、価格以外の要素と価格を総合的
に評価して落札者を決定する施工体制確認
型総合評価落札方式（技術提案評価型Ｓ型）
の試行工事である。
２）本工事は、一次審査の審査評価点の合計
が上位10者（ただし、10者目の審査評価点
と同点の者が複数いる場合は、その全ての
者を含む。）以外の競争参加者による入札は
無効とする段階的選抜方式の適用工事であ
る。
３）本工事は、令和６年３月13日付け国土交
通本省の事務連絡「令和６年能登半島地震
に係る「総合評価落札方式における賃上げ
を実施する企業に対する加点措置につい
て」の取扱いについて」に基づき、賃上げ
を実施する企業に対する加点措置を行わな
い工事である。
※事務連絡については、北陸地方整備局
ホームページを参照：https://www.hrr.
mlit.go.jp/gijyutu/sougouchinage/index.

html

４）本工事は、契約締結後に施工方法等の提
案を受け付ける契約後ＶＥ方式の対象工事
である。ただし、総合評価に係る技術提案
の範囲は対象としない。
５）本工事においては、資料の提出及び入札
等を電子入札システムにより行う。なお、
電子入札システムにより難いものは、発注
者の承諾を得て紙入札方式に代えることが
できる。紙入札方式の承諾に関しては、下
記５の担当部局に承諾願を提出するこ
と。
６）本工事は、契約手続に係る書類の授受を、
原則として電子契約システムで行う対象工
事である。なお、電子契約システムにより
難いものは、発注者の承諾を得て紙契約方
式に代えることができる。紙契約方式の承
諾に関しては、下記５の担当部局に紙契
約方式承諾願を提出すること。
７）本工事は、「建設工事に係る資材の再資源
化等に関する法律」（平成12年法律第104号）
に基づき、分別解体等及び特定建設資材廃
棄物の再資源化等の実施が義務づけられた
工事である。
８）本工事は、総価契約単価合意方式の対象
工事である。本工事では、受発注者間の双
務性の向上とともに、契約変更等における
協議の円滑化を図るため、契約締結後、受
発注者間の協議により総価契約の内訳とし
て単価等を合意することとする。
なお、本方式の実施にあたっては、「総価
契約単価合意方式実施要領」及び「総価契
約単価合意方式実施要領の解説」に基づき
行うものとする。
また、実施方式については、受注者の希
望により、単価等を個別に合意する方式（以
下「単価個別合意方式」という。）又は単価
を包括的に合意する方式（以下「包括的単
価個別合意方式」という。）を選択できるも
のとし、「包括的単価個別合意方式」を選択
する場合は、契約締結後、契約担当課から
送付される「包括的単価個別合意方式希望
書」を契約締結後14日以内に契約担当課へ
提出すること。なお、協議開始の日から14

日以内に「単価個別合意方式」による協議
が整わない場合は、「包括的単価個別合意方
式」にて行うものとする。
９）本工事は、ＩＣＴ活用工事（ＩＣＴ土工、
発注者指定型）の対象工事である。
10）本工事は、ＩＣＴ活用工事（ＩＣＴ法面
工、ＩＣＴ擁壁工、施工者希望Ⅱ型）の対
象工事である。
11）本工事は、ＢＩＭ／ＣＩＭ適用工事（発
注者指定型）である。
12）本工事は、主任技術者又は監理技術者を
専任で補助する技術者（以下「専任指導者」
という。）を工事契約後に配置することがで
きる試行工事である。
13）本工事は、受注者が新技術を選定したう
えで活用を図る施工者選定型の新技術活用
工事である。
14）本工事は、発注者が提示するテーマに即
した複数の新技術のうち、受注者が１技術
を選択したうえで活用を図る新技術活用工
事である。
15）本工事は、発注者が示した工事完了期限
までの間で、受注者が工事の始期及び終期
を任意に設定できる余裕期間（フレックス
方式）工事である。
16）本工事は、施工箇所が点在する工事であ
り、『北七海地区』、『麦ヶ浦地区』ごとに共
通仮設費及び現場管理費を算出している工
事である。
17）本工事は、熱中症対策に資する現場管理
費の補正を行うことができる試行工事であ
る。
18）本工事は、ワーク・ライフ・バランス等
推進企業を評価する試行工事である。
19）本工事は、受注者の発案による施工手順
の工夫等の創意工夫による生産性向上の取
組みを推進する「生産性向上チャレンジ」
の試行対象工事である。
20）本工事は、建設キャリアアップシステム
義務化モデル工事の試行対象工事である。
21）本工事は、受注者の協力の下、下請業者
への賃金の支払いや適正な労働時間確保に
関し、賃金・労働時間・労務費の実態を調
査する試行工事（受注者希望方式）である。
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22）本工事は、契約変更手続きの透明性を確
保するため、契約変更前に必要に応じて第
三者による適正性チェックを実施する試行
工事である。
23）本工事は、「令和８年度 能登半島地震の
被災地（石川県）で適用する施工パッケー
ジ型積算方式 標準単価表」および「能登
半島地震の被災地で適用する土木工事標準
歩掛」を用いた積算方式の試行対象工事で
ある。
24）本工事は、労務費見積尊重宣言の取り組
みを行う試行工事である。
25）本工事は、契約締結後に「新たな施工技
術等の活用とＰＲに関する工夫」を求める
対象工事である。内容の詳細は、特記仕様
書によることとする。

２ 競争参加資格
下記に掲げる一次審査に係る評価の結果に
より競争参加資格を満たす者について、入札へ
の参加を認める。
 一次審査 次の１）から16）の要件を満た
している者により構成される地域維持型建設
共同企業体であって、「競争参加者の資格に関
する公示」（令和８年10月２日付け北陸地方整
備局長）に示すところにより北陸地方整備局
長から「Ｒ８ 能越道穴水道路復旧その８工
事に係る地域維持型建設共同企業体」として
の競争参加資格の認定を受けている者（以下
「地域ＪＶ」という。）、又は次の１）から16）
の要件を満たしている単体有資格業者（以下
「単体」という。）及び経常建設共同企業体（以
下「経常ＪＶ」という。）であり、企業の技術
力について記載した申請書及び資料を提出し
た者で、企業の技術力評価の評価点合計が高
い順に10者を選抜する。（ただし、10者目の審
査評価点と同点の者が複数いる場合は、その
全ての者を含む。）
また、国内実績のない外国籍企業が国外で
の施工実績により参加する場合、審査後、北
陸地方整備局総合評価審査委員会において確
認のうえ10者に追加して選抜するかどうかを
決定する。
１）予算決算及び会計令（以下「予決令」と
いう。）第70条及び第71条の規定に該当しな
い者であること。

２）北陸地方整備局（港湾空港関係事務に関
することを除く。）における令和７・８年度
一般競争参加資格者で一般土木工事の認定
を受けていること（会社更生法（平成14年
法律第154号）に基づき更生手続開始の申
立てがなされている者又は民事再生法（平
成11年法律第225号）に基づき再生手続開
始の申立てがなされている者については、
手続開始の決定後、北陸地方整備局長が別
に定める手続に基づく一般競争参加資格の
再認定を受けていること。）。
３）北陸地方整備局（港湾空港関係事務に関
することを除く。）における令和７・８年度
一般土木工事に係る一般競争参加資格の認
定の際に客観的事項（共通事項）について
算定した点数（経営事項評価点数）が
1200点以上であること。ただし、地域Ｊ
Ｖのうち代表者以外の構成員にあっては、
経営事項評価点数については求めない。
４）会社更生法に基づき更生手続開始の申立
てがなされている者、又は民事再生法に基
づき再生手続開始の申立てがなされている
者（上記２）の再認定を受けた者を除く。）
でないこと。
５）地域ＪＶ（登録申請中含む。）にあっては、
構成員について、１者以上は発注工事に対
応する建設業種の許可を受けている本店が
石川県内にあること。
６）平成23年度以降に元請として完成した工
事で、下記⒜の要件を満たす工事の施工実
績を有すること。なお、地域ＪＶ及び経常
ＪＶにあっては、構成員のうち１社がこの
施工実績を有していればよい。元請として
完成した工事については、海外インフラプ
ロジェクト技術者認定・表彰制度により認
定された工事も施工実績に含むものとす
る。ただし、大臣官房官庁営繕部又は地方
整備局（港湾空港関係事務に関することを
除く。）所掌の工事に係るものにあっては、
評定点が65点未満のものを除く。
⒜ 法面処理方法がアンカー工の施工実績
を有すること。

７）建設共同企業体の構成員としての実績
は、出資比率が特定建設工事共同企業体（以
下「特定ＪＶ」という。）、地域ＪＶ、復旧・
復興建設工事共同企業体（以下「復興ＪＶ」
という。）及び異工種建設工事共同企業体
（以下「異工種ＪＶ」という。）にあっては
均等割の10分の６以上、経常ＪＶにあって
は20％以上のものに限る。また、特定ＪＶ、
地域ＪＶ、復興ＪＶ、異工種ＪＶ及び経常
ＪＶにおける乙型共同企業体としての実績
は、協定書の分担工事の実績のみ同種工事
の施工実績として認める。
８）同一の企業が、単体、地域ＪＶ及び経常
ＪＶのうち複数の形態をもって同一の入札
に同時に参加することは認めない。
９）次に掲げる基準を満たす主任技術者、又
は監理技術者を本工事に配置できること。
また、本工事は、受注者が工事の始期を
発注者が指定する工事着手期限までの間で
設定することができる工事であり、契約締
結日の翌日から工事の始期までの間は、主
任技術者又は監理技術者の配置を要せず、
工事の始期以降に配置できること。
⒜ １級土木施工管理技士又はこれと同等
以上の資格を有する者であること。
⒝ 平成23年度以降に、元請として完成し
た上記６）に掲げる要件を満たす工事の
施工経験を有すること（建設共同企業体
の技術者としての経験は、所属する構成
員の出資比率が特定ＪＶ、地域ＪＶ、復
興ＪＶ及び異工種ＪＶにあっては均等割
の10分の６以上、経常ＪＶにあっては
20％以上のものに限る。また、特定ＪＶ、
地域ＪＶ、復興ＪＶ、異工種ＪＶ及び経
常ＪＶにおける乙型共同企業体の技術者
としての経験は、協定書の分担工事の実
績のみ同種工事の施工経験として認め
る。）。なお、地域ＪＶ及び経常ＪＶにあっ
ては、構成員のうち１社の主任技術者又
は監理技術者が上記６）に掲げる要件を
満たす工事の施工経験を有していればよ
い。
元請として完成した上記６）に掲げる
要件を満たす工事については、海外イン
フラプロジェクト技術者認定・表彰制度
により認定された工事も施工経験に含む
ものとする。

ただし、大臣官房官庁営繕部又は地方
整備局（港湾空港関係事務に関すること
を除く。）所掌の工事に係る経験である場
合にあっては、評定点が65点未満のもの
を除く。
⒞ 監理技術者にあっては、監理技術者資
格者証及び監理技術者講習修了証を有す
る者であること。
⒟ 本工事は、工事契約後、配置予定の主
任技術者又は監理技術者を専任指導者と
して配置することができる試行工事であ
り、専任指導者として配置する場合は、
工事契約後10日以内（土日祝日を除く）
に監督職員に申し出なければならない。
また、専任指導者として配置することに
より、新たに配置することになる主任（監
理）技術者は下記又はの施工経験を
有すること（建設共同企業体の技術者と
しての経験は、所属する構成員の出資比
率が特定ＪＶ、地域ＪＶ、復興ＪＶ及び
異工種ＪＶにあっては均等割の10分の６
以上、経常ＪＶにあっては20％以上のも
のに限る。また、特定ＪＶ、地域ＪＶ、
復興ＪＶ、異工種ＪＶ及び経常ＪＶにお
ける乙型共同企業体の技術者としての経
験は、協定書の分担工事の実績のみ同種
工事の施工経験として認める。）。
 前記⒝の要件を満たす者。
 令和３年度以降に、国土交通省の北
陸を含む８地方整備局（港湾空港関係
事務に関することを除く。）所掌の工事
の主任（監理）技術者若しくは現場代
理人としての施工経験があること（配
置予定の主任（監理）技術者の代要件）。
ただし、契約工期（技術者の配置が不
要な期間を除き、土曜日、日曜日、そ
の他休日を含む。）の１／２以上に従事
していること。また、当該施工経験の
工事の評定点が65点未満のものを除
く。

⒠ 本工事は、建設業法第26条第３項第２
号の場合の監理技術者（以下「専任特例
２号の場合の監理技術者」という。）の配
置は認めない。
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10）地域ＪＶにあっては、全ての構成員が、
発注工事に対応する建設業法の許可業種に
係る監理技術者又は国家資格を有する主任
技術者を工事現場に専任で配置できるこ
と。ただし、土木工事業の許可を有する構
成員で、一般土木工事の工事種別において
構成員の中で最も上位の等級を有する有資
格者が当該許可業種に係る監理技術者又は
主任技術者を専任で配置する場合は、他の
構成員の設置する技術者の専任を求めない
ものとするが、上記９）の施工経験は専任
で配置する技術者が有すること。
11）一次審査の競争参加資格確認申請書（以
下「申請書」という。）及び競争参加資格確
認資料（以下「資料」という。）の提出期限
日から開札の時までの期間に、北陸地方整
備局長から工事請負契約に係る指名停止等
の措置要領（昭和59年３月29日付け建設省
厚第91号）に基づく指名停止の措置を受け
ていないこと。
12）上記１に示した工事に係る設計業務等
の受託者又は当該受託者と資本若しくは人
事面において関連がある建設業者でないこ
と。
13）入札に参加しようとする者の間に、資本
関係又は人的関係がないこと。
14）警察当局から、暴力団員が実質的に経営
を支配する者又はこれに準ずるものとし
て、国土交通省発注の公共事業等からの排
除要請があり、当該状態が継続している者
でないこと。
15）過去に調査基準価格を下回った価格を
もって契約し、工事成績評定が60点未満の
工事成績評定通知書を通知された者は、そ
の通知日から下記５１）の申請書の提出
期限日までの期間が１年を経過しているこ
と（建設共同企業体の構成員としての実績
は、出資比率が特定ＪＶ、地域ＪＶ、復興
ＪＶ及び異工種ＪＶにあっては均等割の10
分の６以上、経常ＪＶにあっては20％以上
のものを対象とする。）。

16）入札に参加しようとする者の代表者又は
代理権限のある名義人のＩＣカードによ
り、電子入札システムから入札説明書及び
全ての配付資料（変更分を含む。）をダウン
ロードした者又は下記５４）に指定する
方法で交付を受けた者であること。

 二次審査 発注者から上記に掲げる競争
参加資格があると認められて選抜された者
は、下記５２）の期間内に技術提案に係る
施工計画を提出すること。

３ 総合評価に関する事項
 本工事の総合評価に関する評価項目は以下
のとおりである。
１）施工体制
⒜ 品質確保の実効性
⒝ 施工体制確保の確実性
２）技術提案
⒜ アンカー工の確実な施工に関する工夫
⒝ 能登地域の復旧復興への配慮に関する
工夫
⒞ 配置予定技術者のヒアリング
・技術提案の理解度
・施工上配慮すべき事項の適切性

 総合評価の方法
１）標準点 本工事について、入札説明書等
に記載された要求要件を実現できるとされ
た場合には、標準点100点を与える。
２）施工体制評価点及び加算点 上記に示
す各項目を評価し、施工体制評価点及び加
算点を与える。
３）評価値 価格及び価格以外の要素として
提示された性能等に係る総合評価は、予定
価格の制限の範囲内の入札参加者につい
て、上記１）及び２）により得られる標準
点、施工体制評価点及び加算点の合計を、
当該入札者の入札価格で除して得た値（以
下「評価値」という。）をもって行う。
標準点＋施工体制評価点＋加算点＝100点
＋施工体制評価点＋加算点
評価値＝（標準点＋施工体制評価点＋加算
点）／入札価格

 配置予定技術者のヒアリング 配置予定技
術者を対象とした技術提案の理解度を評価す
るヒアリングを実施する場合がある。
 施工体制確認のためのヒアリングの実施
入札書等（施工体制の確認に係る部分に限
る。）のヒアリングを実施するとともに、ヒア
リングに際して追加資料の提出を求めること
がある。
 落札者の決定方法
１）入札参加者は、次のからの要件に該
当する者のうち、上記によって算出され
た評価値の最も高い者を落札者とする。た
だし、落札者となるべき者の入札価格に
よっては、その者により当該契約の内容に
適合した履行がなされない恐れがあると認
められるとき、又はその者と契約を締結す
ることが公正な取引の秩序を乱すこととな
る恐れがあって著しく不適当であると認め
られるときは、予定価格の制限の範囲内で、
発注者の定める最低限の要求要件を全て満
たして入札した他の者のうち、評価値の最
も高い者を落札者とすることがある。
 入札価格が、予定価格の制限の範囲内
であること。
 技術提案が最低限の要求要件（標準案）
を満たしていること。
 評価値が、標準点（100点）を予定価
格で除した数値（以下「基準評価値」と
いう。）に対して下回らないこと。

２）上記１）において、評価値が最も高い者
が２者以上いるときは、電子入札システム
内の電子くじにおいて落札者を決定する。

４ 実施上の留意事項
 実際の施工に際しては、技術提案採否結果
通知書に記載された「技術提案に係る施工計
画」以上の施工を行うものとする。
受注者の責めにより、当該「技術提案に係
る施工計画」以上の施工が行われない場合は、
以下の取扱いを行う。
１）工事成績評定点の減点措置
２）違約金の徴収
 施工条件の変更、災害等、受注者の責めに
帰さない事由により、当該「技術提案に係る
施工計画」に影響を及ぼす場合の取扱いは、
発注者と受注者とが協議して決定するものと
する。

 技術資料についてヒアリングを実施する場
合がある。その場合の日時・方法等必要事項
は別途通知する。
 競争参加確認通知及び一次審査結果通知に
ついては、巻末資料「本入札手続に係る期間
等」に示す日までに電子入札システムにて
通知する。ただし、書面により提出されたも
のに対しては書面により通知する。
 二次審査における技術提案に係る施工計画
の採否については、巻末資料「本入札手続に
係る期間等」に示す日までに電子入札シス
テムにて通知する。その際、技術提案が適正
とされなかった場合はその理由を付して通知
する。

５ 入札手続等
 担当部局 〒9508801 新潟県新潟市中央
区美咲町１丁目１番１号新潟美咲合同庁舎１
号館 北陸地方整備局総務部契約課契約係
電話0252808880（代表）内線2526
 入札説明書等の交付期間 入札説明書等
（文書類、数量総括表、図面、申請様式等）
は、電子入札システムからダウンロードする
ことにより交付する。運用及び操作の詳細に
ついては下記１）のアドレスを参照のこと（マ
ニュアルのリンク先がある。）。
なお、書面による交付を希望する場合は、
下記２）に電話又は電子メールにより申し込
むこと。ただし、電子メールによる場合は着
信確認を行うこと。
１）アドレス：https://www.e-bisc.go.jp/
２）交付場所：北陸地方整備局総務部契約課
契約係 〒9508801 新潟県新潟市中央区
美咲町１丁目１番１号新潟美咲合同庁舎１
号館 電話0252808880
電子メール
keiyaku-koujigyoumu@hrr.mlit.go.jp

３）交付期間：巻末資料「本入札手続に係る
期間等」のとおり。
４）書面による交付方法：上記３）の期間内
に必着で、切手を貼付した返信用封筒及び
ＣＤ等を同封し、上記２）へ郵送又は託送
すること。ＣＤ等に複製したものを折り返
し託送する（窓口交付は行わない。）。


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 申請書及び資料の作成及び提出方法 申請
書及び資料は、入札説明書に示す様式及び留
意事項に基づき作成し、電子入札システムで
提出すること。
ただし、資料の提出にあたっては、資料の
容量が10ＭＢを超える場合及び発注者の承諾
を得て紙入札方式とする場合は、原則として
次の受付期間内に必着で、受付場所に１部郵
送（書留郵便に限る。）、託送（書留郵便と同
等のものに限る。）又は電子メール（添付する
ファイル容量は10ＭＢ以下とする。）により提
出するものとする（電子入札運用基準参照。）。
なお、電子メールによる場合は、電子メール
送信後、必ず着信確認を行うこと。
１）一次審査の申請書及び資料の提出
ア）電子入札システムによる受付期間：巻
末資料「本入札手続に係る期間等」の
とおり。
イ）郵送、託送又は電子メールによる受付
期間：巻末資料「本入札手続に係る期間
等」のとおり。
受付場所：北陸地方整備局総務部契約
課契約係 〒9508801 新潟県新潟市中
央区美咲町１丁目１番１号新潟美咲合同
庁舎１号館 電話0252808880（代表）
内線2526
電子メール
keiyaku-koujigyoumu@hrr.mlit.go.jp

２）二次審査の申請書及び資料の提出
ア）電子入札システムによる受付期間：巻
末資料「本入札手続に係る期間等」の
とおり。
イ）郵送、託送又は電子メールによる受付
期間：巻末資料「本入札手続に係る期間
等」のとおり。
受付場所：北陸地方整備局総務部契約
課契約係 〒9508801 新潟県新潟市中
央区美咲町１丁目１番１号新潟美咲合同
庁舎１号館 電話0252808880（代表）
内線2526
電子メール
keiyaku-koujigyoumu@hrr.mlit.go.jp

 入札保証金の納付等に係る書類の提出期
間、場所及び方法
提出期間：巻末資料「本入札手続に係る期間
等」のとおり。

提出場所：〒9508801 新潟県新潟市中央区
美咲町１丁目１番１号新潟美咲合同庁舎１
号館 北陸地方整備局総務部契約課契約係
電話0252808880（代表）内線2526
持参、郵送（書留郵便に限る。提出期間内
必着。）又は託送（書留郵便と同等のものに
限る。提出期間内必着。）により提出するこ
と。

 入札及び開札の日時及び場所並びに入札書
の提出方法 入札書は、電子入札システムに
より提出すること。ただし、発注者の承諾を
得た場合は紙により持参すること。郵送、託
送又は電送による入札は認めない。入札書提
出期限は次のとおりとする。
１）電子入札システムによる入札の締め切り
は、巻末資料「本入札手続に係る期間等」
のとおり。
２）紙による持参の場合の締め切りは、巻末
資料「本入札手続に係る期間等」のとお
り。提出先は、北陸地方整備局総務部契約
課契約係。
開札の日時は、巻末資料「本入札手続に
係る期間等」のとおり。場所は、北陸地
方整備局１階入札室にて行う。

 設計業務成果等の閲覧 本工事において
は、設計業務成果を閲覧することができる。
なお、閲覧に係わる詳細は入札説明書によ
る。

 一般競争参加資格の認定を受けていない者
の参加 上記２２）に掲げる一般競争参加
資格の認定を受けていない者も上記５によ
り申請書及び資料を提出することができる
が、競争に参加するためには、開札の時にお
いて、当該一般競争参加資格の認定を受け、
かつ、競争参加資格の確認を受けていなけれ
ばならない。
当該一般競争参加資格の認定に係る申請

は、「競争参加者の資格に関する公示」（令和８
年３月31日付け国土交通省大臣官房会計課
長、国土交通省大臣官房官庁営繕部管理課長
公示）別記に掲げる当該者（当該者が地域Ｊ
Ｖ又は経常ＪＶである場合においては、その
代表者。）の本店所在地（日本国内に本店がな
い場合においては、日本国内の主たる営業所
の所在地。以下同じ。）の区分に応じ、同別記
に定める提出場所において、随時受け付ける。
また、当該者が申請書及び資料を提出した
ときに限り、北陸地方整備局総務部契約課
（〒9508801 新潟県新潟市中央区美咲町１
丁目１番１号 電話0252808880（代表））
においても当該一般競争参加資格の認定に係
る申請を受け付ける。
 詳細は入札説明書による。

６ その他
 契約の手続において使用する言語及び通貨
は、日本語及び日本国通貨に限る。
 入札保証金及び契約保証金
１）入札保証金 納付（保管金の取扱店 日
本銀行新潟支店）。ただし、利付国債の提
供（取扱官庁 北陸地方整備局）又は銀行
等の保証（取扱官庁 北陸地方整備局）を
もって入札保証金の納付に代えることがで
きる。また、入札保証保険契約の締結を行
い、又は契約保証の予約を受けた場合は、
入札保証金を免除する。
２）契約保証金 納付（保管金の取扱店 日
本銀行新潟支店）。ただし、利付国債の提
供（取扱官庁 北陸地方整備局）又は金融
機関若しくは保証事業会社の保証（取扱官

庁 北陸地方整備局）をもって契約保証金
の納付に代えることができる。また、公共
工事履行保証証券による保証を付し、又は
履行保証保険契約の締結を行った場合は、
契約保証金を免除する。

 入札の無効 本公告に示した競争参加資格
のない者のした入札、申請書又は資料に虚偽
の記載をした者のした入札及び入札に関する
条件に違反した入札は無効とする。
 契約締結後の技術提案 契約締結後、受注
者は設計図書に定める工事目的物の機能、性
能等を低下させることなく請負代金額を低減
することを可能とする施工方法等に係る設計
図書の変更について、発注者に提案すること
ができる。提案が適正とされた場合には、設
計図書を変更し、必要があると認められる場
合には請負代金額の変更を行うものとする。
詳細は特記仕様書等による。
 低入札価格調査を受けた者との契約につい
ては別冊契約書案第35条第１項中「10分の４」
を「10分の２」とし、第５項、第６項及び第
７項もこれに準じて割合変更する。
 配置予定技術者の確認 落札者決定後、Ｃ
ＯＲＩＮＳ等により配置予定の主任技術者、
監理技術者等の専任性及び要件違反の事実が
確認された場合は、契約を結ばないことがあ
る。なお、種々の状況からやむを得ないもの
として承認された場合の外は、配置予定技術
者の変更は認められない。
 調査基準価格を下回った価格をもって契約
する場合においては、主任技術者、監理技術
者等とは別に主任技術者、監理技術者と同等
の要件を満たす技術者を配置すること。
また、工事契約後に専任指導者を配置する
場合は当該技術者との兼務も認めない。なお、
当該技術者及び監理技術者等と、現場代理人
の兼務は認めない。
 本工事において、調査基準価格を下回った
価格をもって契約し、工事成績評定が60点未
満となった場合は、工事成績評定通知書の通
知日から１年間、国土交通省北陸地方整備局
（港湾空港関係事務に関することを除く。）が

発注する工事の入札参加を認めない（建設共
同企業体の構成員としての実績は、出資比率
が地域ＪＶにあっては均等割の10分の６以
上、経常ＪＶにあっては20％以上のものを対
象とする。）。
 本工事において、調査基準価格を下回った
価格をもって契約する場合においては、受注
者は工事コスト調査に協力しなければならな
い。なお、工事コスト調査については、内訳
及び低入札価格調査資料との整合等を分析し
た後、発注者において公表する。
 契約書作成の要否 要。
 本工事に直接関連する他の工事の請負契約
を本工事の請負契約の相手方との随意契約に
より締結する予定の有無 無。
 関連情報を入手するための照会窓口 上記
５に同じ。
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７ Summary

 Official in charge of disbursement of

the procuring entity : Masatoshi Ueta,

Director‑General of the Hokuriku Regional

Development Bureau, Ministry of Land, Inf‑

rastructure, Transport and Tourism

 Classification of the services to be pro‑

cured : 41

 Subject matter of the contract : Construc‑

tion Work of Road Restoration No. 8 on the

Anamizu Road of the Noetsu Expressway

(FY2026)

 Time‑limit for the submission of applica‑

tion forms, relevant documents for the qua‑

lification by electronic bidding system :

13 : 00 22 Oct 2026

 Time‑limit for the submission of techni‑

cal proposal by electronic bidding system :

13 : 00 17 Dec 2026

 Time‑limit for the submission of tenders

by electronic bidding system : 13 : 00 15

Feb 2027 (tenders brought with 13 : 00 15

Feb 2027)

 Contact point for tender documentation :

Contract Division, General Affairs De‑

partment, Hokuriku Regional Development

Bureau, Ministry of Land, Infrastructure,

Transport and Tourism, 111 Misaki‑
chou Chuo‑ku Niigata‑city, Niigata‑pref,

Japan 9508801 TEL 0252808880 ex.
2526

12）本工事は、発注者が示した工事完了期限
までの間で、受注者が工事の始期及び終期
を任意に設定できる余裕期間（フレックス
方式）工事である。
13）本工事は、熱中症対策に資する現場管理
費の補正を行うことができる試行工事であ
る。
14）本工事は、ワーク・ライフ・バランス等
推進企業を評価する試行工事である。
15）本工事は、受注者の発案による施工手順
の工夫等の創意工夫による生産性向上の取
組みを推進する「生産性向上チャレンジ」
の試行対象工事である。
16）本工事は、受注者の協力の下、下請業者
への賃金の支払いや適正な労働時間確保に
関し、賃金・労働時間・労務費の実態を調
査する試行工事（受注者希望方式）である。

巻末資料「本入札手続に係る期間等」
下記に示す日程については、土曜日、日曜日及
び祝日を除くものとする。
 競争参加確認通知及び一次審査結果通知
令和８年11月19日まで。
 二次審査における技術提案に係る施工計画
の採否通知 令和９年２月４日まで。
 入札説明書等の交付期間 令和８年10月２
日から令和９年２月12日までの９時00分から
17時00分まで。
 一次審査の申請書及び資料の提出期間 令
和８年10月20日から令和８年10月21日までの
９時00分から17時00分まで及び令和８年10月
22日の９時00分から13時00分まで。

 二次審査の申請書及び資料の提出 令和８
年12月15日から令和８年12月16日までの９時
00分から17時00分まで及び令和８年12月17日
の９時00分から13時00分まで。
 入札保証金の納付等に係る書類の提出期間
令和８年11月20日から令和９年２月12日ま
での９時00分から17時00分及び令和９年２月
15日の９時00分から13時00分まで。（利付国債
の提供の場合は令和８年11月20日まで。）。
 入札の日時
電子入札システムによる入札の締め切り
令和９年２月15日13時00分まで。
紙による持参の場合の締め切り 令和９年
２月15日13時00分まで。
 開札の日時 令和９年２月18日11時00分

入 札 公 告（建設工事）
次のとおり一般競争入札に付します。
本公告は、インターネットの入札情報サービス
（ＰＰＩ）［https://www.i-ppi.jp/］に掲載されて
います。
令和８年 10 月２日

支出負担行為担当官
北陸地方整備局長 植田 雅俊

◎調達機関番号 020 ◎所在地番号 15
１ 工事概要
 品目分類番号 41
 工事名 Ｒ８10 能越道七海１号橋上部
工事（電子入札対象案件）（電子契約対象案件）
 工事場所 石川県鳳珠郡穴水町北七海地先
 工事内容
鋼橋上部（４径間連続鋼鈑桁橋 Ｌ＝210ｍ）
工場製作工 １式
桁製作工 約553ｔ
鋳造費（大型ゴム支承） 20個
工場塗装工 １式
工場製品輸送工 １式
鋼橋架設工（送出し架設） １式
橋梁現場塗装工 １式
仮設工 １式

 工期 全体工期：契約締結日の翌日から令
和11年３月30日まで
 工事の実施形態
１）本工事は、入札時に施工方法等の提案を
受け付け、価格以外の要素と価格を総合的
に評価して落札者を決定する施工体制確認
型総合評価落札方式（技術提案評価型Ｓ型）
の試行工事である。

２）本工事は、令和６年３月13日付け国土交
通本省の事務連絡「令和６年能登半島地震
に係る「総合評価落札方式における賃上げ
を実施する企業に対する加点措置につい
て」の取扱いについて」に基づき、賃上げ
を実施する企業に対する加点措置を行わな
い工事である。
※事務連絡については、北陸地方整備局
ホームページを参照：
https://www.hrr.mlit.go.jp/gijyutu/

sougouchinage/index.html

３）本工事は、契約締結後に施工方法等の提
案を受け付ける契約後ＶＥ方式の対象工事
である。ただし、総合評価に係る技術提案
の範囲は対象としない。
４）本工事においては、資料の提出及び入札
等を電子入札システムにより行う。なお、
電子入札システムにより難いものは、発注
者の承諾を得て紙入札方式に代えることが
できる。紙入札方式の承諾に関しては、下
記５の担当部局に承諾願を提出するこ
と。
５）本工事は、契約手続に係る書類の授受を、
原則として電子契約システムで行う対象工
事である。なお、電子契約システムにより
難いものは、発注者の承諾を得て紙契約方
式に代えることができる。紙契約方式の承
諾に関しては、下記５の担当部局に紙契
約方式承諾願を提出すること。
６）本工事は、「建設工事に係る資材の再資源
化等に関する法律」（平成12年法律第104号）
に基づき、分別解体等及び特定建設資材廃
棄物の再資源化等の実施が義務づけられた
工事である。
７）本工事は、総価契約単価合意方式の対象
工事である。本工事では、受発注者間の双
務性の向上とともに、契約変更等における
協議の円滑化を図るため、契約締結後、受
発注者間の協議により総価契約の内訳とし
て単価等を合意することとする。
なお、本方式の実施にあたっては、「総価
契約単価合意方式実施要領」及び「総価契
約単価合意方式実施要領の解説」に基づき
行うものとする。

また、実施方式については、受注者の希
望により、単価等を個別に合意する方式（以
下「単価個別合意方式」という。）又は単価
を包括的に合意する方式（以下「包括的単
価個別合意方式」という。）を選択できるも
のとし、「包括的単価個別合意方式」を選択
する場合は、契約締結後、契約担当課から
送付される「包括的単価個別合意方式希望
書」を契約締結後14日以内に契約担当課へ
提出すること。なお、協議開始の日から14
日以内に「単価個別合意方式」による協議
が整わない場合は、「包括的単価個別合意方
式」にて行うものとする。
８）本工事は、ＩＣＴ活用工事（ＩＣＴ橋梁
上部工、施工者希望Ⅱ型）の対象工事であ
る。
９）本工事は、ＢＩＭ／ＣＩＭ適用工事（発
注者指定型）である。
10）本工事は、主任技術者又は監理技術者を
専任で補助する技術者（以下「専任指導者」
という。）を工事契約後に配置することがで
きる試行工事である。
11）本工事は、受注者が新技術を選定したう
えで活用を図る施工者選定型の新技術活用
工事である。
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17）本工事は、契約変更手続きの透明性を確
保するため、契約変更前に必要に応じて第
三者による適正性チェックを実施する試行
工事である。
18）本工事は、「令和８年度 能登半島地震の
被災地（石川県）で適用する施工パッケー
ジ型積算方式 標準単価表」および「能登
半島地震の被災地で適用する土木工事標準
歩掛」を用いた積算方式の試行対象工事で
ある。
19）本工事は、契約締結後に「新たな施工技
術等の活用とＰＲに関する工夫」を求める
対象工事である。内容の詳細は、特記仕様
書によることとする。

２ 競争参加資格
次のからの要件を満たしている者により
構成される地域維持型建設共同企業体であっ
て、「競争参加者の資格に関する公示」（令和８年
10月２日付け北陸地方整備局長）に示すところ
により、北陸地方整備局長から「Ｒ８10 能
越道七海１号橋上部工事に係る地域維持型建設
共同企業体」としての競争参加資格を受けてい
るもの（以下「地域ＪＶ」という。）、次のか
らの要件を満たしている単体有資格者（以下
「単体」という。）及び経常建設共同企業体（以
下「経常ＪＶ」という。）であること。
 予算決算及び会計令（以下「予決令」とい
う。）第70条及び第71条の規定に該当しない者
であること。
 北陸地方整備局（港湾空港関係事務に関す
ることを除く。）における令和７・８年度一般
競争参加資格者で鋼橋上部工事の認定を受け
ていること（会社更生法（平成14年法律第
154号）に基づき更生手続開始の申立てがな
されている者又は民事再生法（平成11年法律
第225号）に基づき再生手続開始の申立てが
なされている者については、手続開始の決定
後、北陸地方整備局長が別に定める手続に基
づく一般競争参加資格の再認定を受けている
こと。）。
 会社更生法に基づき更生手続開始の申立て
がなされている者、又は民事再生法に基づき
再生手続開始の申立てがなされている者（上
記の再認定を受けた者を除く。）でないこ
と。

 地域ＪＶ（登録申請中含む。）にあっては、
構成員について、１者以上は発注工事に対応
する建設業種の許可を受けている本店が石川
県内にあること。
 平成23年度以降に元請として完成した工事
で、下記１）～４）の要件を満たす製作及び
架設工事の施工実績を有すること。なお、地
域ＪＶ及び経常ＪＶにあっては、構成員のう
ち１社がこの施工実績を有していればよい。
元請として完成した工事については、海外イ
ンフラプロジェクト技術者認定・表彰制度に
より認定された工事も施工実績に含むものと
する。ただし、大臣官房官庁営繕部又は地方
整備局（港湾空港関係事務に関することを除
く。）所掌の工事に係るものにあっては、評定
点が65点未満のものを除く。
１）道路橋（Ａ活荷重又はＴＬ－20以上）ま
たは鉄道橋（モノレール及び新交通は除く）
であること。
２）橋梁形式が単純鈑桁橋を除く鋼橋である
こと。ただし、単純鋼床版鈑桁橋は施工実
績としてよい。
３）最大支間長が25ｍ以上であること。
４）架設工法がトラッククレーン工法及びト
ラッククレーンステージング工法（クロー
ラクレーンを含む）以外の工法であること。
ただし、上記１）～４）は同一工事である
こと。
 建設共同企業体の構成員としての実績は、
出資比率が特定建設工事共同企業体（以下「特
定ＪＶ」という。）、地域ＪＶ、復旧・復興建
設工事共同企業体（以下「復興ＪＶ」という。）
及び異工種建設工事共同企業体（以下「異工
種ＪＶ」という。）にあっては均等割の10分の
６以上、経常ＪＶにあっては20％以上のもの
に限る。また、特定ＪＶ、地域ＪＶ、復興Ｊ
Ｖ、異工種ＪＶ及び経常ＪＶにおける乙型共
同企業体としての実績は、協定書の分担工事
の実績のみ同種工事の施工実績として認め
る。
 同一の企業が、単体、地域ＪＶ及び経常Ｊ
Ｖのうち複数の形態をもって同一の入札に同
時に参加することは認めない。

 次に掲げる基準を満たす主任技術者、又は
監理技術者を本工事に配置できること。ただ
し、配置予定の主任（監理）技術者は、現場
施工期間中に専任配置できること。また、配
置予定の主任（監理）技術者は、工場製作期
間と現場施工期間において同一の技術者でな
くてもよいが、同一の技術者でない場合は、
それぞれの技術者が基準を満たすこと。
ただし、工場製作期間の技術者は、下記２）
の施工経験は必要としない。
なお、本工事における現場施工期間は、令
和10年７月から令和11年３月頃を予定してい
る。
また、本工事は、受注者が工事の始期と終
期を設定できる工事であり、契約締結日の翌
日から工事の始期までの間は、主任技術者又
は監理技術者の配置を要せず、工事の始期以
降に配置できること。
１）１級土木施工管理技士又はこれと同等以
上の資格を有する者であること。
２）平成23年度以降に、元請として完成した
上記に掲げる要件を満たす架設工事の施
工経験を有すること（建設共同企業体の技
術者としての経験は、所属する構成員の出
資比率が特定ＪＶ、地域ＪＶ、復興ＪＶ及
び異工種ＪＶにあっては均等割の10分の６
以上、経常ＪＶにあっては20％以上のもの
に限る。また、特定ＪＶ、地域ＪＶ、復興
ＪＶ、異工種ＪＶ及び経常ＪＶにおける乙
型共同企業体の技術者としての経験は、協
定書の分担工事の実績のみ同種工事の施工
経験として認める。）。なお、地域ＪＶ及び
経常ＪＶにあっては、構成員のうち１社の
主任技術者又は監理技術者が上記に掲げ
る要件を満たす架設工事の施工経験を有し
ていればよい。
元請として完成した上記に掲げる要件
を満たす架設工事については、海外インフ
ラプロジェクト技術者認定・表彰制度によ
り認定された工事も施工経験に含むものと
する。
ただし、大臣官房官庁営繕部又は地方整
備局（港湾空港関係事務に関することを除
く。）所掌の工事に係る経験である場合に
あっては、評定点が65点未満のものを除く。

３）監理技術者にあっては、監理技術者資格
者証及び監理技術者講習修了証を有する者
であること。
４）本工事は、工事契約後、配置予定の主任
技術者又は監理技術者を専任指導者として
配置することができる試行工事であり、専
任指導者として配置する場合は、工事契約
後10日以内（土日祝日を除く）に監督職員
に申し出なければならない。また、専任指
導者として配置することにより、新たに配
置することになる主任（監理）技術者は下
記⒜又は⒝の施工経験を有すること（建設
共同企業体の技術者としての経験は、所属
する構成員の出資比率が特定ＪＶ、地域Ｊ
Ｖ、復興ＪＶ及び異工種ＪＶにあっては均
等割の10分の６以上、経常ＪＶにあっては
20％以上のものに限る。また、特定ＪＶ、
地域ＪＶ、復興ＪＶ、異工種ＪＶ及び経常
ＪＶにおける乙型共同企業体の技術者とし
ての経験は、協定書の分担工事の実績のみ
同種工事の施工経験として認める。）。
⒜ 前記２）の要件を満たす者。
⒝ 令和３年度以降に、国土交通省の北陸
を含む８地方整備局（港湾空港関係事務
に関することを除く。）所掌の工事の主任
（監理）技術者若しくは現場代理人とし
ての施工経験があること（配置予定の主
任（監理）技術者の代要件）。ただし、
契約工期（技術者の配置が不要な期間を
除き、土曜日、日曜日、その他休日を含
む。）の１／２以上に従事していること。
また、当該施工経験の工事の評定点が65
点未満のものを除く。

５）本工事は、建設業法第26条第３項第２号
の場合の監理技術者の配置は認めない。

 地域ＪＶにあっては、全ての構成員が、発
注工事に対応する建設業法の許可業種に係る
監理技術者又は国家資格を有する主任技術者
を工事現場に専任で配置できること。ただし、
鋼構造物工事業の許可を有する構成員で、鋼
橋上部工事の工事種別において構成員の中で
最も上位の順位を有する有資格者が当該許可
業種に係る監理技術者又は主任技術者を専任
で配置する場合は、他の構成員の設置する技
術者の専任を求めないものとするが、上記
の施工経験は専任で配置する技術者が有する
こと。
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 競争参加資格確認申請書（以下「申請書」
という。）及び競争参加資格確認資料（以下「資
料」という。）の提出期限日から開札の時まで
の期間に、北陸地方整備局長から工事請負契
約に係る指名停止等の措置要領（昭和59年３
月29日付け建設省厚第91号）に基づく指名停
止の措置を受けていないこと。
 上記１に示した工事に係る設計業務等の
受託者又は当該受託者と資本若しくは人事面
において関連がある建設業者でないこと。
 入札に参加しようとする者の間に、資本関
係又は人的関係がないこと。
 警察当局から、暴力団員が実質的に経営を
支配する者又はこれに準ずるものとして、国
土交通省発注の公共事業等からの排除要請が
あり、当該状態が継続している者でないこと。
 過去に調査基準価格を下回った価格をもっ
て契約し、工事成績評定が60点未満の工事成
績評定通知書を通知された者は、その通知日
から下記５の申請書の提出期限日までの期
間が１年を経過していること（建設共同企業
体の構成員としての実績は、出資比率が特定
ＪＶ、地域ＪＶ、復興ＪＶ及び異工種ＪＶに
あっては均等割の10分の６以上、経常ＪＶに
あっては20％以上のものを対象とする。）。
 提出された技術提案が適正であること。
 入札に参加しようとする者の代表者又は代
理権限のある名義人のＩＣカードにより、電
子入札システムから入札説明書及び全ての配
付資料（変更分を含む。）をダウンロードした
者又は下記５４）に指定する方法で交付を
受けた者であること。

３ 総合評価に関する事項
 本工事の総合評価に関する評価項目は以下
のとおりである。
１）施工体制
⒜ 品質確保の実効性
⒝ 施工体制確保の確実性
２）技術提案
⒜ 鋼橋架設工の確実な施工に関する工夫
⒝ 能登地域の復旧復興への配慮に関する
工夫

⒞ 配置予定技術者のヒアリング
・技術提案の理解度
・施工上配慮すべき事項の適切性

３）企業の技術力
Ａ．企業の施工能力
⒜ ワーク・ライフ・バランス等推進企
業

 総合評価の方法
１）標準点 本工事について、入札説明書等
に記載された要求要件を実現できるとされ
た場合には、標準点100点を与える。
２）施工体制評価点及び加算点 上記に示
す各項目を評価し、施工体制評価点及び加
算点を与える。
３）評価値 価格及び価格以外の要素として
提示された性能等に係る総合評価は、予定
価格の制限の範囲内の入札参加者につい
て、上記１）及び２）により得られる標準
点、施工体制評価点及び加算点の合計を、
当該入札者の入札価格で除して得た値（以
下「評価値」という。）をもって行う。
標準点＋施工体制評価点＋加算点＝100点
＋施工体制評価点＋加算点
評価値＝（標準点＋施工体制評価点＋加算
点）／入札価格

 配置予定技術者に対するヒアリング 配置
予定技術者を対象とした技術提案の理解度を
評価するヒアリングを実施する場合がある。
 施工体制確認のためのヒアリングの実施
入札書等（施工体制の確認に係る部分に限
る。）のヒアリングを実施するとともに、ヒア
リングに際して追加資料の提出を求めること
がある。
 落札者の決定方法
１）入札参加者は、次のからの要件に該
当する者のうち、上記によって算出され
た評価値の最も高い者を落札者とする。た
だし、落札者となるべき者の入札価格に
よっては、その者により当該契約の内容に
適合した履行がなされない恐れがあると認
められるとき、又はその者と契約を締結す
ることが公正な取引の秩序を乱すこととな

る恐れがあって著しく不適当であると認め
られるときは、予定価格の制限の範囲内で、
発注者の定める最低限の要求要件を全て満
たして入札した他の者のうち、評価値の最
も高い者を落札者とすることがある。
 入札価格が、予定価格の制限の範囲内
であること。
 技術提案が最低限の要求要件（標準案）
を満たしていること。
 評価値が、標準点（100点）を予定価
格で除した数値（以下「基準評価値」と
いう。）に対して下回らないこと。

２）上記１）において、評価値が最も高い者
が２者以上いるときは、電子入札システム
内の電子くじにおいて落札者を決定する。

４ 実施上の留意事項
 実際の施工に際しては、技術提案採否結果
通知書に記載された「技術提案に係る施工計
画」以上の施工を行うものとする。
受注者の責めにより、当該「技術提案に係
る施工計画」以上の施工が行われない場合は、
以下の取扱いを行う。
１）工事成績評定点の減点措置
２）違約金の徴収
 施工条件の変更、災害等、受注者の責めに
帰さない事由により、当該「技術提案に係る
施工計画」に影響を及ぼす場合の取扱いは、
発注者と受注者とが協議して決定するものと
する。
 技術資料についてヒアリングを実施する場
合がある。その場合の日時・方法等必要事項
は別途通知する。
 競争参加資格確認通知については、巻末資
料「本入札手続に係る期間等」に示す日ま
でに電子入札システムにて通知する。ただし、
書面により提出されたものに対しては書面に
より通知する。
 技術提案に係る施工計画の採否について
は、巻末資料「本入札手続に係る期間等」
に示す日までに電子入札システムにて通知す
る。その際、技術提案が適正とされなかった
場合はその理由を付して通知する。

５ 入札手続等
 担当部局 〒9508801 新潟県新潟市中央
区美咲町１丁目１番１号新潟美咲合同庁舎１
号館 北陸地方整備局総務部契約課契約係
電話0252808880（代表）内線2525

 入札説明書等の交付期間 入札説明書等
（文書類、数量総括表、図面、申請様式等）
は、電子入札システムからダウンロードする
ことにより交付する。運用及び操作の詳細に
ついては下記１）のアドレスを参照のこと（マ
ニュアルのリンク先がある。）。
なお、書面による交付を希望する場合は、
下記２）に電話又は電子メールにより申し込
むこと。ただし、電子メールによる場合は着
信確認を行うこと。
１）アドレス：https://www.e-bisc.go.jp/
２）交付場所：北陸地方整備局総務部契約課
契約係 〒9508801 新潟県新潟市中央区
美咲町１丁目１番１号新潟美咲合同庁舎１
号館 電話0252808880
電子メール
keiyaku-koujigyoumu@hrr.mlit.go.jp

３）交付期間：巻末資料「本入札手続に係る
期間等」のとおり。
４）書面による交付方法：上記３）の期間内
に必着で、切手を貼付した返信用封筒及び
ＣＤ等を同封し、上記２）へ郵送又は託送
すること。ＣＤ等に複製したものを折り返
し託送する（窓口交付は行わない。）。

 申請書及び資料の作成及び提出方法 申請
書及び資料は、入札説明書に示す様式及び留
意事項に基づき作成し、電子入札システムで
提出すること。
ただし、資料の提出にあたっては、資料の
容量が10ＭＢを超える場合及び発注者の承諾
を得て紙入札方式とする場合は、原則として
次の受付期間内に必着で、受付場所に１部郵
送（書留郵便に限る。）、託送（書留郵便と同
等のものに限る。）又は電子メール（添付する
ファイル容量は10ＭＢ以下とする。）により提
出するものとする（電子入札運用基準参照。）。
なお、電子メールによる場合は、電子メール
送信後、必ず着信確認を行うこと。
１）電子入札システムによる受付期間：巻末
資料「本入札手続に係る期間等」のとお
り。


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２）郵送、託送又は電子メールによる受付期
間：巻末資料「本入札手続に係る期間等」
のとおり。
受付場所：北陸地方整備局総務部契約課
契約係 〒9508801 新潟県新潟市中央区
美咲町１丁目１番１号新潟美咲合同庁舎１
号館 電話0252808880（代表）内線
2525
電子メール
keiyaku-koujigyoumu@hrr.mlit.go.jp

 入札保証金の納付等に係る書類の提出期
間、場所及び方法
提出期間：巻末資料「本入札手続に係る期間
等」のとおり。
提出場所：〒9508801 新潟県新潟市中央区
美咲町１丁目１番１号新潟美咲合同庁舎１
号館 北陸地方整備局総務部契約課契約係
電話0252808880（代表）内線2525
持参、郵送（書留郵便に限る。提出期間内
必着。）又は託送（書留郵便と同等のものに
限る。提出期間内必着。）により提出するこ
と。

 入札及び開札の日時及び場所並びに入札書
の提出方法 入札書は、電子入札システムに
より提出すること。ただし、発注者の承諾を
得た場合は紙により持参すること。郵送、託
送又は電送による入札は認めない。入札書提
出期限は次のとおりとする。
１）電子入札システムによる入札の締め切り
は、巻末資料「本入札手続に係る期間等」
のとおり。
２）紙による持参の場合の締め切りは、巻末
資料「本入札手続に係る期間等」のとお
り。提出先は、北陸地方整備局総務部契約
課契約係。
開札の日時は、巻末資料「本入札手続に
係る期間等」のとおり。場所は、北陸地
方整備局１階入札室にて行う。

 設計業務成果等の閲覧 本工事において
は、設計業務成果を閲覧することができる。
なお、閲覧に係わる詳細は入札説明書によ
る。

６ その他
 契約の手続において使用する言語及び通貨
は、日本語及び日本国通貨に限る。
 入札保証金及び契約保証金
１）入札保証金 納付（保管金の取扱店 日
本銀行新潟支店）。ただし、利付国債の提
供（取扱官庁 北陸地方整備局）又は銀行
等の保証（取扱官庁 北陸地方整備局）を
もって入札保証金の納付に代えることがで
きる。また、入札保証保険契約の締結を行
い、又は契約保証の予約を受けた場合は、
入札保証金を免除する。
２）契約保証金 納付（保管金の取扱店 日
本銀行新潟支店）。ただし、利付国債の提
供（取扱官庁 北陸地方整備局）又は金融
機関若しくは保証事業会社の保証（取扱官
庁 北陸地方整備局）をもって契約保証金
の納付に代えることができる。また、公共
工事履行保証証券による保証を付し、又は
履行保証保険契約の締結を行った場合は、
契約保証金を免除する。

 入札の無効 本公告に示した競争参加資格
のない者のした入札、申請書又は資料に虚偽
の記載をした者のした入札及び入札に関する
条件に違反した入札は無効とする。
 契約締結後の技術提案 契約締結後、受注
者は設計図書に定める工事目的物の機能、性
能等を低下させることなく請負代金額を低減
することを可能とする施工方法等に係る設計
図書の変更について、発注者に提案すること
ができる。提案が適正とされた場合には、設
計図書を変更し、必要があると認められる場
合には請負代金額の変更を行うものとする。
詳細は特記仕様書等による。
 低入札価格調査を受けた者との契約につい
ては別冊契約書案第35条第１項中「10分の４」
を「10分の２」とし、第５項、第６項及び第
７項もこれに準じて割合変更する。
 配置予定技術者の確認 落札者決定後、Ｃ
ＯＲＩＮＳ等により配置予定の主任技術者、
監理技術者等の専任性及び要件違反の事実が
確認された場合は、契約を結ばないことがあ

 本工事において、調査基準価格を下回った
価格をもって契約し、工事成績評定が60点未
満となった場合は、工事成績評定通知書の通
知日から１年間、国土交通省北陸地方整備局
（港湾空港関係事務に関することを除く。）が
発注する工事の入札参加を認めない（建設共
同企業体の構成員としての実績は、出資比率
が地域ＪＶにあっては均等割の10分の６以
上、経常ＪＶにあっては20％以上のものを対
象とする。）。
 本工事において、調査基準価格を下回った
価格をもって契約する場合においては、受注
者は工事コスト調査に協力しなければならな
い。なお、工事コスト調査については、内訳
及び低入札価格調査資料との整合等を分析し
た後、発注者において公表する。
 契約書作成の要否 要。
 本工事において、中間前金払に代わり、既
済部分払を選択した場合には、短い間隔で出
来高に応じた部分払や設計変更協議を実施す
る「出来高部分払方式」を採用する。
 本工事に直接関連する他の工事の請負契約
を本工事の請負契約の相手方との随意契約に
より締結する予定の有無 無。
 関連情報を入手するための照会窓口 上記
５に同じ。

る。なお、種々の状況からやむを得ないもの
として承認された場合の外は、配置予定技術
者の変更は認められない。
 調査基準価格を下回った価格をもって契約
する場合においては、主任技術者、監理技術
者等とは別に主任技術者、監理技術者と同等
の要件を満たす技術者を配置すること。
また、工事契約後に専任指導者を配置する
場合は当該技術者との兼務を認めない。なお、
当該技術者及び監理技術者等と、現場代理人
の兼務も認めない。

 一般競争参加資格の認定を受けていない者
の参加 上記２に掲げる一般競争参加資格
の認定を受けていない者も上記５により申
請書及び資料を提出することができるが、競

争に参加するためには、開札の時において、
当該一般競争参加資格の認定を受け、かつ、
競争参加資格の確認を受けていなければなら
ない。
当該一般競争参加資格の認定に係る申請

は、「競争参加者の資格に関する公示」（令和８
年３月31日付け国土交通省大臣官房会計課
長、国土交通省大臣官房官庁営繕部管理課長
公示）別記に掲げる当該者（当該者が建設共
同企業体である場合においては、その代表
者。）の本店所在地（日本国内に本店がない場
合においては、日本国内の主たる営業所の所
在地。以下同じ。）の区分に応じ、同別記に定
める提出場所において、随時受け付ける。
また、当該者が申請書及び資料を提出した
ときに限り、北陸地方整備局総務部契約課
（〒9508801 新潟県新潟市中央区美咲町１
丁目１番１号 電話0252808880（代表））
においても当該一般競争参加資格の認定に係
る申請を受け付ける。
 詳細は入札説明書による。
７ Summary

 Official in charge of disbursement of the

procuring entity : Masatoshi Ueta, Di‑

rector‑General of the Hokuriku Regional

Development Bureau, Ministry of Land, Inf‑

rastructure, Transport and Touris

 Classification of the services to be pro‑

cured : 41

 Subject matter of the contract : Construc‑

tion Work of Shitsumi No. 1 Bridge Su‑

perstructure on the Noetsu Expressway

(FY20262028)
 Time‑limit for the submission of applica‑

tion forms, relevant documents for the qua‑

lification and the submission of technical

proposal by electronic bidding system :

13 : 00, 29 Oct 2026

 Time‑limit for the submission of tenders

by electronic bidding system : 13 : 00, 2 Feb

2027 (tenders brought with 13 : 00, 2 Feb

2027)

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 Contact point for tender documentation :

Contract Division, General Affairs De‑

partment, Hokuriku Regional Development

Bureau, Ministry of Land, Infrastructure,

Transport and Tourism, 111 Misaki‑
chou Chuo‑ku Niigata‑city, Niigata‑pref,

Japan 9508801 TEL 0252808880 ex.
2525

巻末資料「本入札手続に係る期間等」
下記に示す日程については、土曜日、日曜日及
び祝日を除くものとする。
 競争参加資格確認通知及び技術提案に係る
施工計画の採否通知 令和８年12月17日ま
で。
 入札説明書等の交付期間 令和８年10月２
日から令和９年２月１日までの９時00分から
17時00分まで。
 申請書及び資料の受付期間 令和８年10月
27日から令和８年10月28日までの９時00分か
ら17時00分まで及び令和８年10月29日の９時
00分から13時00分まで。
 入札保証金の納付等に係る書類の提出期間
令和８年12月18日から令和９年２月１日ま
での９時00分から17時00分及び令和９年２月
２日の９時00分から13時00分まで。（利付国債
の提供の場合は令和８年12月18日まで。）。
 入札の日時
電子入札システムによる入札の締め切り
令和９年２月２日13時00分まで。
紙による持参の場合の締め切り 令和９年
２月２日13時00分まで。
 開札の日時 令和９年２月５日11時00分

入 札 公 告（建設工事）
次のとおり一般競争入札に付します。
本公告は、インターネットの入札情報サービス
（ＰＰＩ）［https://www.i-ppi.jp/］に掲載されて
います。
令和８年 10 月２日

支出負担行為担当官
北陸地方整備局長 植田 雅俊

◎調達機関番号 020 ◎所在地番号 15
１ 工事概要
 品目分類番号 41
 工事名 大河津分水路山地部掘削その28工
事（電子入札対象案件）（電子契約対象案件）
 工事場所 新潟県長岡市寺泊藪田地先

 工事内容
１）河川土工

掘削工 1050000
盛土工 937000

２）法面工
植生工 26400
法面吹付 15000
法枠工 １式

３）擁壁工
もたれ式擁壁 １式

４）仮設工 １式
 工期 全体工期：契約締結日の翌日から令
和11年３月21日まで
 工事の実施形態
１）本工事は、入札時に施工方法等の提案を
受け付け、価格以外の要素と価格を総合的
に評価して落札者を決定する施工体制確認
型総合評価落札方式（技術提案評価型Ｓ型）
の試行工事である。
２）本工事は、令和６年３月13日付け国土交
通本省の事務連絡「令和６年能登半島地震
に係る「総合評価落札方式における賃上げ
を実施する企業に対する加点措置につい
て」の取扱いについて」に基づき、賃上げ
を実施する企業に対する加点措置を行わな
い工事である。
※事務連絡については、北陸地方整備局
ホームページを参照：https://www.hrr.
mlit.go.jp/gijyutu/sougouchinage/

index.html

３）本工事は、契約締結後に施工方法等の提
案を受け付ける契約後ＶＥ方式の対象工事
である。ただし、総合評価に係る技術提案
の範囲は対象としない。
４）本工事においては、資料の提出及び入札
等を電子入札システムにより行う。なお、
電子入札システムにより難いものは、発注
者の承諾を得て紙入札方式に代えることが
できる。紙入札方式の承諾に関しては、下
記５の担当部局に承諾願を提出するこ
と。
５）本工事は、契約手続に係る書類の授受を、
原則として電子契約システムで行う対象工
事である。なお、電子契約システムにより

難いものは、発注者の承諾を得て紙契約方
式に代えることができる。紙契約方式の承
諾に関しては、下記５の担当部局に紙契
約方式承諾願を提出すること。
６）本工事は、「建設工事に係る資材の再資源
化等に関する法律」（平成12年法律第104号）
に基づき、分別解体等及び特定建設資材廃
棄物の再資源化等の実施が義務づけられた
工事である。
７）本工事は、総価契約単価合意方式の対象
工事である。本工事では、受発注者間の双
務性の向上とともに、契約変更等における
協議の円滑化を図るため、契約締結後、受
発注者間の協議により総価契約の内訳とし
て単価等を合意することとする。
なお、本方式の実施にあたっては、「総価
契約単価合意方式実施要領」及び「総価契
約単価合意方式実施要領の解説」に基づき
行うものとする。
また、実施方式については、受注者の希
望により、単価等を個別に合意する方式（以
下「単価個別合意方式」という。）又は単価
を包括的に合意する方式（以下「包括的単
価個別合意方式」という。）を選択できるも
のとし、「包括的単価個別合意方式」を選択
する場合は、契約締結後、契約担当課から
送付される「包括的単価個別合意方式希望
書」を契約締結後14日以内に契約担当課へ
提出すること。なお、協議開始の日から14
日以内に「単価個別合意方式」による協議
が整わない場合は、「包括的単価個別合意方
式」にて行うものとする。
８）本工事は、ＩＣＴ活用工事（ＩＣＴ土工、
発注者指定型）である。
９）本工事は、ＩＣＴ活用工事（ＩＣＴ法面
工、擁壁工、施工者希望Ⅱ型）の対象工事
である。
10）本工事は、ＢＩＭ／ＣＩＭ適用工事（発
注者指定型）である。
11）本工事は、主任技術者又は監理技術者を
専任で補助する技術者（以下「専任指導者」
という。）を工事契約後に配置することがで
きる試行工事である。

12）本工事は、受注者が新技術を選定したう
えで活用を図る施工者選定型の新技術活用
工事である。
13）本工事は、発注者が提示する新技術の活
用を図る新技術活用工事である。
14）本工事は、発注者が示した工事完了期限
までの間で、受注者が工事の始期及び終期
を任意に設定できる余裕期間（フレックス
方式）工事である。
15）本工事は、熱中症対策に資する現場管理
費の補正を行うことができる試行工事であ
る。
16）本工事は、ワーク・ライフ・バランス等
推進企業を評価する試行工事である。
17）本工事は、受注者の発案による施工手順
の工夫等の創意工夫による生産性向上の取
組みを推進する「生産性向上チャレンジ」
の試行対象工事である。
18）本工事は、契約変更手続きの透明性を確
保するため、契約変更前に必要に応じて第
三者による適正性チェックを実施する試行
工事である。
19）本工事は、建設キャリアアップシステム
義務化モデル工事の試行対象工事である。
20）本工事は、受注者の協力の下、下請業者
への賃金の支払いや適正な労働時間確保に
関し、賃金・労働時間・労務費の実態を調
査する試行工事（受注者希望方式）である。
21）本工事は、配置予定技術者に関する申請
書類について開札後に提出を求める試行工
事である。
22）本工事は、「配置予定技術者の同種・類似
工事の施工経験」について、一定期間以上
従事していれば施工経験として認める試行
工事である。

２ 競争参加資格
 予算決算及び会計令（以下「予決令」とい
う。）第70条及び第71条の規定に該当しない者
であること。



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 北陸地方整備局（港湾空港関係事務に関す
ることを除く。）における令和７・８年度一般
競争参加資格者で一般土木工事の認定を受け
ていること（会社更生法（平成14年法律第
154号）に基づき更生手続開始の申立てがな
されている者又は民事再生法（平成11年法律
第225号）に基づき再生手続開始の申立てが
なされている者については、手続開始の決定
後、北陸地方整備局長が別に定める手続に基
づく一般競争参加資格の再認定を受けている
こと。）。
 北陸地方整備局（港湾空港関係事務に関す
ることを除く。）における令和７・８年度一般
土木工事に係る一般競争参加資格の認定の際
に客観的事項（共通事項）について算定した
点数（経営事項評価点数）が1200点以上で
あること。
 会社更生法に基づき更生手続開始の申立て
がなされている者、又は民事再生法に基づき
再生手続開始の申立てがなされている者（上
記の再認定を受けた者を除く。）でないこ
と。
 平成23年度以降に元請として完成した工事
で、下記ａ）の要件を満たす工事の施工実績
を有すること。なお、経常建設共同企業体（以
下「経常ＪＶ」という。）にあっては構成員の
うち１社が下記ａ）の施工実績を有している
こと。元請として完成した工事については、
海外インフラプロジェクト技術者認定・表彰
制度により認定された工事も施工実績に含む
ものとする。ただし、大臣官房官庁営繕部又
は地方整備局（港湾空港関係事務に関するこ
とを除く。）所掌の工事に係るものにあって
は、評定点が65点未満のものを除く。
ａ）掘削又は切土の土量が100000以上の
施工実績を有すること。

 建設共同企業体の構成員としての実績は、
出資比率が特定建設工事共同企業体（以下「特
定ＪＶ」という。）、地域維持型建設共同企業
体（以下「地域ＪＶ」という。）、復旧・復興
建設工事共同企業体（以下「復興ＪＶ」とい
う。）及び異工種建設工事共同企業体（以下「異
工種ＪＶ」という。）にあっては均等割の10分
の６以上、経常ＪＶにあっては20％以上のも

のに限る。また、特定ＪＶ、地域ＪＶ、復興
ＪＶ、異工種ＪＶ及び経常ＪＶにおける乙型
共同企業体としての実績は、協定書の分担工
事の実績のみ同種工事の施工実績として認め
る。
 次に掲げる基準を満たす主任技術者、又は
監理技術者を本工事に配置できること。
また、本工事は、受注者が工事の始期と終
期を設定できる工事であり、契約締結日の翌
日から工事の始期までの間は、主任技術者又
は監理技術者の配置を要せず、工事の始期以
降に配置できること。
ａ）１級土木施工管理技士又はこれと同等以
上の資格を有する者であること。
ｂ）平成23年度以降に、元請として完成した
上記ａ）に掲げる要件を満たす工事の施
工経験を有すること（建設共同企業体の技
術者としての経験は、所属する構成員の出
資比率が特定ＪＶ、地域ＪＶ、復興ＪＶ及
び異工種ＪＶにあっては均等割の10分の６
以上、経常ＪＶにあっては20％以上の場合
のものに限る。また、特定ＪＶ、地域ＪＶ、
復興ＪＶ、異工種ＪＶ及び経常ＪＶにおけ
る乙型共同企業体の技術者としての経験
は、協定書の分担工事の実績のみ同種工事
の施工経験として認める。）。なお、経常Ｊ
Ｖにあっては、構成員のうち１社の主任技
術者又は監理技術者が上記に掲げる要件
を満たす工事の施工経験を有していればよ
い。
元請として完成した上記ａ）に掲げる
要件を満たす工事については、海外インフ
ラプロジェクト技術者認定・表彰制度によ
り認定された工事も施工経験に含むものと
する。
ただし、大臣官房官庁営繕部又は地方整
備局（港湾空港関係事務に関することを除
く。）所掌の工事に係る経験である場合に
あっては、評定点が65点未満のものを除く。
ｃ）前項ｂ）で求める施工経験にあっては、
求める施工経験の施工期間（準備・後片付
け・全部中止期間等を除く）の１／２以上、
又は、求める施工経験の施工期間（準備・
後片付け・全部中止期間等を除く）の365

日以上、に従事していればよい。なお、求
める施工経験を超える工事に従事している
場合においても、求める施工経験の施工期
間（準備・後片付け・全部中止期間等を除
く）の１／２以上、又は、求める施工経験
の施工期間（準備・後片付け・全部中止期
間等を除く）の365日以上、に従事してい
ればよいが、求める施工経験に満たない工
事に従事したものは、従事期間がいかなる
場合も施工経験として認めない。
ｄ）監理技術者にあっては、監理技術者資格
者証及び監理技術者講習修了証を有する者
であること。
ｅ）本工事は、工事契約後、配置予定の主任
技術者又は監理技術者を専任指導者として
配置することができる試行工事であり、専
任指導者として配置する場合は、工事契約
後10日以内（土日祝日を除く）に監督員に
申し出なければならない。また、専任指導
者として配置することにより、新たに配置
することになる主任（監理）技術者は次の
またはの施工経験を有すること（建設
共同企業体の技術者としての経験は、所属
する構成員の出資比率が特定ＪＶ、地域Ｊ
Ｖ、復興ＪＶ及び異工種ＪＶにあっては均
等割の10分の６以上、経常ＪＶにあっては
20％以上のものに限る。また、特定ＪＶ、
地域ＪＶ、復興ＪＶ、異工種ＪＶ及び経常
ＪＶにおける乙型共同企業体の技術者とし
ての経験は、協定書の分担工事の実績のみ
同種工事の施工経験として認める。）。
 前記ｂ）の要件を満たす者。
 令和３年度以降に、国土交通省の北陸
を含む８地方整備局（港湾空港関係事務
に関することを除く。）所掌の工事の主任
（監理）技術者若しくは現場代理人とし
ての施工経験があること（配置予定の主
任（監理）技術者の代要件）。ただし、
契約工期（技術者の配置が不要な期間を
除き、土曜日、日曜日、その他休日を含
む。）の１／２以上に従事していること。
また、当該施工経験の工事の評定点が65
点未満のものを除く。

ｆ）本工事は、建設業法第26条第３項第２号
の場合の監理技術者の配置は認めない。

 競争参加資格確認申請書（以下「申請書」
という。）及び競争参加資格確認資料（以下「資
料」という。）の提出期限日から開札の時まで
の期間に、北陸地方整備局長から工事請負契
約に係る指名停止等の措置要領（昭和59年３
月29日付け建設省厚第91号）に基づく指名停
止の措置を受けていないこと。
 上記１に示した工事に係る設計業務等の
受託者又は当該受託者と資本若しくは人事面
において関連がある建設業者でないこと。
 入札に参加しようとする者の間に、資本関
係又は人的関係がないこと。
 警察当局から、暴力団員が実質的に経営を
支配する者又はこれに準ずるものとして、国
土交通省発注の公共事業等からの排除要請が
あり、当該状態が継続している者でないこと。
 過去に調査基準価格を下回った価格をもっ
て契約し、工事成績評定が60点未満の工事成
績評定通知書を通知された者は、その通知日
から下記５の申請書の提出期限日までの期
間が１年を経過していること（建設共同企業
体の構成員としての実績は、出資比率が特定
ＪＶ、地域ＪＶ、復興ＪＶ及び異工種ＪＶに
あっては均等割の10分の６以上、経常ＪＶに
あっては20％以上のものを対象とする。）。
 提出された技術提案が適正であること。
 入札に参加しようとする者の代表者又は代
理権限のある名義人のＩＣカードにより、電
子入札システムから入札説明書及び全ての配
付資料（変更分を含む。）をダウンロードした
者又は下記５４）に指定する方法で交付を
受けた者であること。

３ 総合評価に関する事項
 本工事の総合評価に関する評価項目は以下
のとおりである。
１）施工体制
⒜ 品質確保の実効性
⒝ 施工体制確保の確実性
２）技術提案
⒜ 大規模土工の計画的で確実な施工管理
に関する工夫
⒝ 施工時の労働環境に関する工夫
３）企業の技術力
Ａ．企業の施工能力
⒜ ワーク・ライフ・バランス等推進企業
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 総合評価の方法
１）標準点 本工事について、入札説明書等
に記載された要求要件を実現できるとされ
た場合には、標準点100点を与える。
２）施工体制評価点及び加算点 上記に示
す各項目を評価し、施工体制評価点及び加
算点を与える。
３）評価値 価格及び価格以外の要素として
提示された性能等に係る総合評価は、予定
価格の制限の範囲内の入札参加者につい
て、上記１）及び２）により得られる標準
点、施工体制評価点及び加算点の合計を、
当該入札者の入札価格で除して得た値（以
下「評価値」という。）をもって行う。
標準点＋施工体制評価点＋加算点＝100点
＋施工体制評価点＋加算点
評価値＝（標準点＋施工体制評価点＋加算
点）／入札価格

 施工体制確認のためのヒアリングの実施
入札書等（施工体制の確認に係る部分に限
る。）のヒアリングを実施するとともに、ヒア
リングに際して追加資料の提出を求めること
がある。
 落札者の決定方法
１）入札参加者は、次のからの要件に該
当する者のうち、上記によって算出され
た評価値の最も高い者を落札者とする。た
だし、落札者となるべき者の入札価格に
よっては、その者により当該契約の内容に
適合した履行がなされない恐れがあると認
められるとき、又はその者と契約を締結す
ることが公正な取引の秩序を乱すこととな
る恐れがあって著しく不適当であると認め
られるときは、予定価格の制限の範囲内で、
発注者の定める最低限の要求要件を全て満
たして入札した他の者のうち、評価値の最
も高い者を落札者とすることがある。
 入札価格が、予定価格の制限の範囲内
であること。
 技術提案が最低限の要求要件（標準案）
を満たしていること。
 評価値が、標準点（100点）を予定価
格で除した数値（以下「基準評価値」と
いう。）に対して下回らないこと。

２）上記１）において、評価値が最も高い者
が２者以上いるときは、電子入札システム
内の電子くじにおいて落札者を決定する。

４ 実施上の留意事項
 実際の施工に際しては、技術提案採否結果
通知書に記載された「技術提案に係る施工計
画」以上の施工を行うものとする。
受注者の責めにより、当該「技術提案に係
る施工計画」以上の施工が行われない場合は、
以下の取扱いを行う。
１）工事成績評定点の減点措置
２）違約金の徴収
 施工条件の変更、災害等、受注者の責めに
帰さない事由により当該「技術提案に係る施
工計画」に影響を及ぼす場合の取扱いは、発
注者と受注者とが協議して決定するものとす
る。
 競争参加確認通知については、巻末資料「本
入札手続に係る期間等」に示す日までに電
子入札システムにて通知する。ただし、書面
により提出されたものに対しては書面により
通知する。
 技術提案に係る施工計画の採否について
は、巻末資料「本入札手続に係る期間等」
に示す日までに電子入札システムにて通知す
る。その際、技術提案が適正とされなかった
場合はその理由を付して通知する。

５ 入札手続等
 担当部局 〒9508801 新潟県新潟市中央
区美咲町１丁目１番１号新潟美咲合同庁舎１
号館 北陸地方整備局総務部契約課契約係
電話0252808880（代表）内線2527
 入札説明書等の交付期間 入札説明書等
（文書類、数量総括表、図面、申請様式等）
は、電子入札システムからダウンロードする
ことにより交付する。運用及び操作の詳細に
ついては下記１）のアドレスを参照のこと（マ
ニュアルのリンク先がある。）。
なお、書面による交付を希望する場合は、
下記２）に電話又は電子メールにより申し込
むこと。ただし、電子メールによる場合は着
信確認を行うこと。
１）アドレス：https://www.e-bisc.go.jp/
２）交付場所：北陸地方整備局総務部契約課
契約係 〒9508801 新潟県新潟市中央区
美咲町１丁目１番１号新潟美咲合同庁舎１
号館 電話0252808880
電子メール
keiyaku-koujigyoumu@hrr.mlit.go.jp

３）交付期間：巻末資料「本入札手続に係る
期間等」のとおり。
４）書面による交付方法：上記３）の期間内
に必着で、切手を貼付した返信用封筒及び
ＣＤ等を同封し、上記２）へ郵送又は託送
すること。ＣＤ等に複製したものを折り返
し託送する（窓口交付は行わない。）。

 申請書及び資料の作成及び提出方法 申請
書及び資料は、入札説明書に示す様式及び留
意事項に基づき作成し、電子入札システムで
提出すること。
ただし、資料の提出にあたっては、資料の
容量が10ＭＢを超える場合及び発注者の承諾
を得て紙入札方式とする場合は、原則として
次の受付期間内に必着で、受付場所に１部郵
送（書留郵便に限る。）、託送（書留郵便と同
等のものに限る。）又は電子メール（添付する
ファイル容量は10ＭＢ以下とする。）により提
出するものとする（電子入札運用基準参照。）。
なお、電子メールによる場合は、電子メール
送信後、必ず着信確認を行うこと。
１）電子入札システムによる受付期間：巻末
資料「本入札手続に係る期間等」のとお
り。
２）郵送、託送又は電子メールによる受付期
間：巻末資料「本入札手続に係る期間等」
のとおり。
受付場所：北陸地方整備局総務部契約課契
約係 〒9508801 新潟県新潟市中央
区美咲町１丁目１番１号新潟美咲合同
庁舎１号館 電話0252808880（代
表）内線2527

電子メール
keiyaku-koujigyoumu@hrr.mlit.go.jp

 入札保証金の納付等に係る書類の提出期
間、場所及び方法
提出期間：巻末資料「本入札手続に係る期間
等」のとおり。
提出場所：〒9508801 新潟県新潟市中央区
美咲町１丁目１番１号新潟美咲合同庁舎１
号館北陸地方整備局総務部契約課契約係
電話0252808880（代表）内線2527

持参、郵送（書留郵便に限る。提出期間内
必着。）又は託送（書留郵便と同等のものに限
る。提出期間内必着。）により提出すること。
 入札及び開札の日時及び場所並びに入札書
の提出方法 入札書は、電子入札システムに
より提出すること。ただし、発注者の承諾を
得た場合は紙により持参すること。入札書提
出期限は次のとおりとする。
１）電子入札システムによる入札の締め切り
は、巻末資料「本入札手続に係る期間等」
のとおり。
２）紙による持参の場合の締め切りは、巻末
資料「本入札手続に係る期間等」のとお
り。提出先は、北陸地方整備局総務部契約
課契約係。
３）開札の日時は、巻末資料「本入札手続に
係る期間等」のとおり。場所は、北陸地
方整備局１階入札室にて行う。

 設計業務成果等の閲覧 本工事において
は、設計業務成果を閲覧することができる。
なお、閲覧に係わる詳細は入札説明書による。

６ その他
 契約の手続において使用する言語及び通貨
は、日本語及び日本国通貨に限る。
 入札保証金及び契約保証金
１）入札保証金 納付（保管金の取扱店 日
本銀行新潟支店）。ただし、利付国債の提
供（取扱官庁 北陸地方整備局）又は銀行
等の保証（取扱官庁 北陸地方整備局）を
もって入札保証金の納付に代えることがで
きる。また、入札保証保険契約の締結を行
い、又は契約保証の予約を受けた場合は、
入札保証金を免除する。
２）契約保証金 納付（保管金の取扱店 日
本銀行新潟支店）。ただし、利付国債の提
供（取扱官庁 北陸地方整備局）又は金融
機関若しくは保証事業会社の保証（取扱官
庁 北陸地方整備局）をもって契約保証金
の納付に代えることができる。また、公共
工事履行保証証券による保証を付し、又は
履行保証保険契約の締結を行った場合は、
契約保証金を免除する。


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 入札の無効 本公告に示した競争参加資格
のない者のした入札、申請書又は資料に虚偽
の記載をした者のした入札及び入札に関する
条件に違反した入札は無効とする。
 契約締結後の技術提案 契約締結後、受注
者は設計図書に定める工事目的物の機能、性
能等を低下させることなく請負代金額を低減
することを可能とする施工方法等に係る設計
図書の変更について、発注者に提案すること
ができる。提案が適正とされた場合には、設
計図書を変更し、必要があると認められる場
合には請負代金額の変更を行うものとする。
詳細は特記仕様書等による。
 低入札価格調査を受けた者との契約につい
ては別冊契約書案第35条第１項中「10分の４」
を「10分の２」とし、第５項、第６項及び第
７項もこれに準じて割合変更する。
 配置予定技術者の確認 ＣＯＲＩＮＳ等に
より配置予定の主任技術者、監理技術者等の
場合の監理技術者等の専任性及び要件違反の
事実が確認された場合は、契約を結ばないこ
とがある。
 調査基準価格を下回った価格をもって契約
する場合においては、主任技術者、監理技術
者又は専任特例等の場合の監理技術者等、監
理技術者補佐とは別に主任技術者、監理技術
者と同等の要件を満たす技術者を配置するこ
と。
また、工事契約後に専任指導者を配置する
場合は当該技術者との兼務も認めない。なお、
当該技術者及び監理技術者等と、現場代理人
の兼務は認めない。
 本工事において、調査基準価格を下回った
価格をもって契約し、工事成績評定が60点未
満となった場合は、工事成績評定通知書の通
知日から１年間、国土交通省北陸地方整備局
（港湾空港関係事務に関することを除く。）が
発注する工事の入札参加を認めない（建設共
同企業体の構成員としての実績は、出資比率
が特定ＪＶ、地域ＪＶ、復興ＪＶ及び異工種
ＪＶにあっては均等割の10分の６以上、経常
ＪＶにあっては20％以上のものを対象とす
る。）。

 本工事において、調査基準価格を下回った
価格をもって契約する場合においては、受注
者は工事コスト調査に協力しなければならな
い。なお、工事コスト調査については、内訳
及び低入札価格調査資料との整合等を分析し
た後、発注者において公表する。
 契約書作成の要否 要。
 本工事においては、短い間隔で出来高に応
じた部分払や設計変更協議を実施する「出来
高部分払方式」を採用する。
 本工事に直接関連する他の工事の請負契約
を本工事の請負契約の相手方との随意契約に
より締結する予定の有無 無。
 関連情報を入手するための照会窓口 上記
５に同じ。
 一般競争参加資格の認定を受けていない者
の参加 上記２に掲げる一般競争参加資格
の認定を受けていない者も上記５により申
請書及び資料を提出することができるが、競
争に参加するためには、開札の時において、
当該一般競争参加資格の認定を受け、かつ、
競争参加資格の確認を受けていなければなら
ない。
当該一般競争参加資格の認定に係る申請

は、「競争参加者の資格に関する公示」（令和８
年３月31日付け国土交通省大臣官房会計課
長、国土交通省大臣官房官庁営繕部管理課長
公示）別記に掲げる当該者（当該者が経常Ｊ
Ｖである場合においては、その代表者。）の本
店所在地（日本国内に本店がない場合におい
ては、日本国内の主たる営業所の所在地。以
下同じ。）の区分に応じ、同別記に定める提出
場所において、随時受け付ける。
また、当該者が申請書及び資料を提出した
ときに限り、北陸地方整備局総務部契約課
（〒9508801 新潟県新潟市中央区美咲町１
丁目１番１号 電話0252808880（代表））
においても当該一般競争参加資格の認定に係
る申請を受け付ける。
 詳細は入札説明書による。
７ Summary

 Official in charge of disbursement of the

procuring entity : Masatoshi Ueta, Di‑

rector‑General of the Hokuriku Regional

Development Bureau, Ministry of Land, Inf‑

rastructure, Transport and Tourism

 Classification of the services to be pro‑

cured : 41

 Subject matter of the contract : Construc‑

tion Work of Okozu Diversion Channel

Mountain Section Excavation Work No. 28

 Time‑limit for the submission of applica‑

tion forms, relevant documents for the qua‑

lification by electronic bidding system :

13 : 00 30 Oct. 2026

 Time‑limit for the submission of techni‑

cal proposal by electronic bidding system :

13 : 00 30 Oct. 2026

 Time‑limit for the submission of tenders

by electronic bidding system : 13 : 00 2

Feb. 2027 (tenders brought with 13 : 00 2

Feb. 2027)

 Contact point for tender documentation :

Contract Division, General Affairs De‑

partment, Hokuriku Regional Development

Bureau, Ministry of Land, Infrastructure,

Transport and Tourism, 111 Misaki‑
chou Chuo‑ku Niigata‑city, Niigata‑pref,

Japan 9508801 TEL 0252808880 ex.
2527

巻末資料「本入札手続に係る期間等」
下記に示す日程については、土曜日、日曜日及
び祝日を除くものとする。
 競争参加資格確認通知 令和８年12月17日
まで。
 技術提案に係る施工計画の採否 令和８年
12月17日まで。
 入札説明書等の交付期間 令和８年10月２
日から令和９年２月１日までの９時00分から
17時00分まで。
 申請書及び資料の受付期間 令和８年10月
28日から令和８年10月29日までの９時00分か
ら17時00分まで及び令和８年10月30日の９時
00分から13時00分まで。
 入札保証金の納付等に係る書類の提出期間
令和８年12月18日から令和９年２月１日ま
での９時00分から17時00分及び令和９年２月
２日の９時00分から13時00分まで。（利付国債
の提供の場合は令和８年12月18日まで。）。

入 札 公 告（建設工事）

次のとおり一般競争入札に付します。
令和８年 10 月２日

支出負担行為担当官
四国地方整備局長 奥田 晃久

◎調達機関番号 020 ◎所在地番号 37
１ 工事概要
 品目分類番号 41
 工事名
令和８10年度 佐賀大方道路馬地第１ト
ンネル工事（電子入札及び電子契約対象案件）
 工事場所
高知県幡多郡黒潮町佐賀

 工事内容
工事延長 Ｌ＝480ｍ
トンネル延長 Ｌ＝285ｍ
トンネル（ＮＡＴＭ）工 １式
ＮＡＴＭ工法、発破掘削、内空断面積Ａ＝
92、幅員Ｗ＝12ｍ

 工期 令和10年12月28日まで。
 工事の実施形態
１）本工事は、技術提案を受け付け、価格以
外の要素と価格を総合的に評価し落札者を
決定する総合評価落札方式（技術提案評価
型）の適用工事である。
２）本工事は、一次審査の審査評価点の合計
が上位10者（ただし、10者目の審査評価点
と同点の者が複数いる場合は、その全てを
含む。）以外の競争参加者による入札は無効
とする段階的選抜方式の適用工事である。
３）本工事は、契約締結後に施工方法等の提
案を受ける契約後ＶＥ方式の試行工事であ
る。

 入札の日時 電子入札システムによる入札
の締め切り令和９年２月２日13時00分まで。
紙による持参の場合の締め切り令和９年２月
２日13時00分まで。
 開札の日時 令和９年２月５日10時00分
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４）本工事は、品質確保のための体制及びそ
の他の施工体制の確保状況を確認し、施工
内容を確実に実現できるかどうかについて
審査し、評価を行う施工体制確認型総合評
価方式の試行工事である。
５）本工事は、「総価契約単価合意方式」の対
象工事である。本工事では、契約変更等に
おける協議の円滑化に資するため、契約締
結後に、受発注者間の協議により総価契約
の内訳としての単価等について合意するも
のとする。
６）本工事は、工事関連データの提供を行う
試行工事である。
７）本工事は、標準歩掛のない歩掛を「見積
りに必要な図面等に関する質問書の回答期
限」までに競争参加資格のある者に対して
電子入札システムから入札説明書等ダウン
ロードシステムにより配布を行う。
８）本工事は、競争参加資格確認申請書（簡
易技術資料及び技術提案書を含む。以下
「申請書」という。）、技術資料等の提出及
び入札を原則として電子入札システムで行
う対象工事である。
９）本工事は、契約手続きにかかる書類の授
受を原則として電子契約システムで行う対
象工事である。なお、電子契約システムに
よりがたい場合は、落札決定後に発注者に
紙契約方式選択書を提出し紙方式（契約）
に代えるものとする。
10）本工事は、「建設工事に係る資材の再資源
化等に関する法律」（平成12年法律第104号）
に基づき、分別解体等及び特定建設資材廃
棄物の再資源化等の実施が義務付けられた
工事である。
11）本工事は、国土交通省が提唱する
i‑Constructionに基づき、ＩＣＴ（土工）
の全面的活用を図るため、起工測量、設計
図書の照査、施工、出来形管理及び検査並
びに工事完成図や施工管理の記録及び関係
書類について、３次元データを活用するＩ
ＣＴ活用工事（発注者指定型）の対象工事
である。
12）本工事は、国土交通省が提唱する
i‑Constructionに基づき、ＩＣＴ（作業土
工（床掘工））の全面的活用を図るため、受
注者の提案及び協議により、起工測量、設

計図書の照査、施工及び検査並びに工事完
成図や施工管理の記録及び関係書類につい
て、３次元データを活用するＩＣＴ活用工
事（施工者希望Ⅱ型）の対象工事である。
13）本工事は、国土交通省が提唱する
i‑Constructionに基づき、ＩＣＴ（法面工、
擁壁工）の全面的活用を図るため、受注者
の提案及び協議により、起工測量、設計図
書の照査、出来形管理及び検査並びに工事
完成図や施工管理の記録及び関係書類につ
いて、３次元データを活用するＩＣＴ活用
工事（施工者希望Ⅱ型）の対象工事である。
14）ＩＣＴの全面的な活用を実施した場合
は、ＩＣＴ活用証明書の交付を行う。但し、
ＩＣＴ（導入型）の場合は、ＩＣＴ活用証
明書の交付は行わない。
なお、ＩＣＴの全面的な活用を行い、か
つ当該ＩＣＴ技術の活用によって効率性が
２割以上向上した場合、受注者は「ＩＣＴ
活用証明書」か「効率性向上実績証明書」
のどちらか一方を選択し、交付申請を行う
ものとする。
15）本工事は、フレキシブルな休日制度試行
工事である。
工期内の完全閉所日数が、完全週休２日
（土日祝）の日数を超える場合には、「フ
レキシブルな休日制度（完全閉所）達成証
明書」を交付する。
16）本工事は、作業時間帯の最高気温が30度
以上の真夏日の日数に応じて間接費の補正
を行う試行工事である。
17）本工事は、受注者が施工段階において、
施工手順の工夫等、生産性向上（省人化等）
に資する取り組み（以下「生産性向上チャ
レンジ」という。）の実施を推進する「生産
性向上チャレンジ」の試行工事である。
18）本工事は、土木工事標準積算基準書に定
める特別調査（臨時調査）結果に基づく材
料単価の提示を行う試行工事である。
19）本工事は、施工の効率化やＩＣＴ活用等
による生産性向上に関する技術提案を必須
提案として求め、生産性向上の取組を評価
する試行対象工事である。
20）本工事は、施工者が原則１技術以上の新
技術を選択したうえで活用を図る新技術活
用工事である。

21）本工事は、契約数量の一部分を直接工事
費に対する率計上により積算する事により
見積価格の算出に係る当初契約時の時間短
縮及び簡素化を目指す試行工事である。
22）本工事は、トンネル覆工コンクリートの
ひび割れについて長期保証する試行工事で
ある。
23）本工事は、若手技術者等現場経験の少な
い技術者の技術力向上を図るため、主任技
術者又は監理技術者を専任で補助する技術
者（以下「専任補助者」という。）を配置す
ることができる試行工事である。
24）本工事は、建設キャリアアップシステム
義務化モデル工事の試行対象工事である。

33）本工事は、受注者の協力の下、下請業者
への賃金の支払いや適正な労働時間確保に
関し、賃金・労働時間・労務費の実態を調
査する試行工事（受注者希望方式）である。

34）本工事は、現場施工時の配慮に関する技
術提案テーマに加えて、施工の効率化等に
よる猛暑対策に関する技術提案テーマを設
定し、猛暑対策の取組を評価する試行対象
工事である。
35）本工事は、地域外企業（一般土木Ａ等級
もしくは一般土木Ｂ等級）と地域企業（一
般土木Ｃ等級）が、互いに有する技術を伝
達・連携することを目的に組み合わせた共
同企業体（以下、「技術連携共同企業体」と
いう。）を加点評価する試行工事である。
36）本工事は、建設現場におけるあらゆる活
動をデータにより可視化することで現場の
状況を把握（以下、「見える化」という。）す
るとともに、見える化した情報を基に必要
な人員や資機材を見直すこと等により建設
現場を最適化する「データ活用による現場
マネジメント」（ＩＣＴ施工StageⅡ）の対
象工事である。

２ 競争参加資格
次のからまでの要件を全て満たす者又は
からまでの要件を全て満たす者により構成
される特定建設工事共同企業体（「競争参加者の
資格に関する公示（特定建設工事共同企業体）」
（令和８年10月２日付け四国地方整備局長）に
示すところにより、四国地方整備局長から「令
和８10年度佐賀大方道路馬地第１トンネル工
事」に係る特定建設工事共同企業体としての競
争参加者の資格（以下「特定建設工事共同企業
体としての資格」という。）の認定を受けている
者。）もしくはからまでの要件を全て満たす
者により構成される技術連携共同企業体（「競争
参加者の資格に関する公示（技術連携共同企業
体）」（令和８年10月２日付け四国地方整備局長）
に示すところにより、四国地方整備局長から「令
和８10年度佐賀大方道路馬地第１トンネル工
事」に係る技術連携共同企業体としての競争参
加者の資格（以下「技術連携共同企業体として
の資格」という。）の認定を受けている者。）であ
ること。
 予算決算及び会計令（昭和22年勅令第165
号）（以下「予決令」という。）第70条及び第71
条の規定に該当しない者であること。

25）本工事は、一次審査で提出する資料（技
術提案書は除く）を１枚の簡易技術資料
のみとし、一次審査通過者に対してのみ、
簡易技術資料の根拠となる資料の提出を求
める簡易確認型方式の試行工事である。
26）本工事は、「労務費見積り尊重宣言」（平成
30年９月18日一般社団法人日本建設業連合
会）促進モデル工事の試行対象工事である。
27）本工事は、建設業法第26条第３項第２号
の規定の適用を受ける監理技術者（以下「特
例監理技術者」という。）の配置は認めない。
28）本工事は、ＢＩＭ／ＣＩＭ適用工事（発
注者指定型（３次元データ貸与なし））であ
る。
29）本工事は、新技術を活用し、現場におけ
る効率性向上を２割以上達成した場合は、
達成率に応じた効率性向上実績証明書の交
付を行う試行工事である。
30）本工事は、ワーク・ライフ・バランス等
推進企業を評価する試行工事である。
31）本工事は、賃上げを実施する企業に対し
て総合評価における加減点を行う工事であ
る。
32）本工事は、契約変更手続きの透明性を確
保するため、契約変更前に必要に応じて第
三者による適正性チェックを実施する試行
工事である。
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 四国地方整備局における令和７・８年度一
般競争参加資格のうち、「一般土木工事」に認
定されている者であること（会社更生法（平
成14年法律第154号）に基づき更生手続開始
の申立てがなされている者又は民事再生法
（平成11年法律第225号）に基づき再生手続
開始の申立てがなされている者については、
手続開始の決定後、四国地方整備局長が別に
定める手続に基づく一般競争参加資格の再認
定を受けていること。）。
技術連携共同企業体にあっては、代表者は
四国地方整備局における令和７・８年度一般
競争参加資格のうち、「一般土木工事」の「Ａ
等級」または「Ｂ等級」の認定を受けている
者であること（会社更生法（平成14年法律第
154号）に基づき更生手続開始の申立てがな
されている者又は民事再生法（平成11年法律
第225号）に基づき再生手続開始の申立てが
なされている者については、手続開始の決定
後、四国地方整備局長が別に定める手続に基
づく一般競争参加資格の再認定を受けている
こと。）。
技術連携共同企業体の代表者以外の構成員
は、四国地方整備局における令和７・８年度
一般競争参加資格のうち、「一般土木工事」の
「Ｃ等級」の認定を受けている者であること
（会社更生法（平成14年法律第154号）に基
づき更生手続開始の申立てがなされている者
又は民事再生法（平成11年法律第225号）に
基づき再生手続開始の申立てがなされている
者については、手続開始の決定後、四国地方
整備局長が別に定める手続に基づく一般競争
参加資格の再認定を受けていること。）、かつ、
高知県内に本店（建設業法の土木一式工事の
許可を有する本店）を有すること。
 四国地方整備局における「一般土木工事」
に係る一般競争参加資格の認定の際に、客観
的事項（共通事項）について算定した点数（経
営事項評価点数）が1200点以上であること。
（上記の再認定を受けた者にあっては、当
該認定の際に経営事項評価点数が1200点以
上であること。）。

技術連携共同企業体にあっては、代表者は、
四国地方整備局における「一般土木工事」に
おける一般競争参加資格の認定の際に、客観
的事項（共通事項）について算定した点数（経
営事項評価点数）が1200点以上であること
（上記の再認定を受けた者にあっては、当
該認定の際に経営事項評価点数が1200点以
上であること。）。
技術連携共同企業体の代表者以外の構成員
は、四国地方整備局における「一般土木工事」
における一般競争参加資格の認定の際に、客
観的事項（共通事項）について算定した点数
（経営事項評価点数）が1000点以上である
こと（上記２）の再認定を受けた者にあって
は、当該認定の際に経営事項評価点数が
1000点以上であること。）
 会社更生法に基づき更生手続開始の申立て
がなされている者又は民事再生法に基づき再
生手続開始の申立てがなされている者（上記
の再認定を受けた者を除く。）でないこと。
 平成23年度以降に元請けとして、以下に示
す工事（以下「同種工事」という。）における
施工実績を有すること（海外インフラプロ
ジェクト技術者認定・表彰制度（以下「海外
認定・表彰制度」という。）により認定された
実績を含む。）。なお、共同企業体の構成員と
しての実績は、出資比率が20％以上の場合の
ものに限る。また、乙型共同企業体の施工実
績については、出資比率に関わらず構成員と
して施工を行った分担工事の実績に限る。
ただし、参加希望者が共同企業体（技術連
携共同企業体を除く）である場合にあっては
全ての構成員が、平成23年度以降に元請けと
して同種工事における施工実績を有している
こと。
次の要件を満たす中間部に明かり部を有し
ない連続する１本のトンネル工事
・ＮＡＴＭ工法によるもので、標準部の覆工
後の内空断面積が80以上であること。
なお、分割発注された工事の継続施工（契
約）工事については、１件の工事として取り
扱うものとする。

参加希望者が技術連携共同企業体である場
合にあっては、代表者は平成23年度以降に元
請けとして以下に示す同種工事における施工
実績を有していること。
次の要件を満たす中間部に明かり部を有し
ない連続する１本のトンネル工事
・ＮＡＴＭ工法によるもので、標準部の覆工
後の内空断面積が80以上であること。
なお、分割発注された工事の継続施工（契
約）工事については、１件の工事として取り
扱うものとする。
技術連携共同企業体の代表者以外の構成員
にあっては、平成23年度以降に以下に示す同
種工事における施工実績を有していること。
（海外認定・表彰制度により認定された実績
を含む。）。
・トンネル工事の施工実績（元請けまたは下
請けとしての施工実績）
なお、元請けとしての施工実績が共同企業
体の場合、構成員としての実績は、出資比率
が20％以上の場合のものに限る。また、乙型
共同企業体の施工実績については、出資比率
に関わらず構成員として施工を行った分担工
事の実績に限る。
なお、すべてにおいて当該実績は民間・公
共発注のいずれでも認めるが、大臣官房官庁
営繕部、地方整備局、北海道開発局又は内閣
府沖縄総合事務局の発注した工事に係る実績
である場合にあっては、工事成績評定通知書
による評定点が65点未満のものを除く。

なお、当該経験は民間・公共発注のいず
れでも認めるが、大臣官房官庁営繕部、地
方整備局、北海道開発局又は内閣府沖縄総
合事務局の発注した工事に係る経験である
場合にあっては、工事成績評定通知書によ
る評定点が65点未満のものを除く。
また、施工経験として求める上記期間中
に、「労働基準法」（昭和22年法律第49号）第
65条第１項又は第２項の規定による産前産
後の休業、「育児休業、介護休業等育児又は
家族介護を行う労働者の福祉に関する法
律」（平成３年法律第76号）第２条第１号に
規定する育児休業及び同条第２号に規定す
る介護休業（以下「出産・育児等による休
業」という。）を取得した場合には、施工経
験として求める上記期間に当該休業の取得
期間を加算することができるものとする。
この場合においては、出産・育児等による
休業を取得したこと及び取得期間を証明す
る書面を提出するものとする。
３）配置予定技術者にあっては、直接的かつ
恒常的な雇用関係が必要であるので、その
旨を明示することができる資料を添付する
こと。その明示がなされない場合は入札に
参加できないことがある。
４）監理技術者にあっては、監理技術者資格
者証及び監理技術者講習修了証を有する者
であること。

 提出する技術提案が適正であること。
 次に掲げる１）から５）の基準を満たす主
任技術者又は監理技術者（以下「配置予定技
術者」という。）を当該工事に専任で配置でき
ること。
また、専任期間に本工事の準備期間を含ま
ない事ができる。
準備期間を含まない専任期間としては、令
和９年６月～令和10年12月28日までを予定し
ている。
１）１級土木施工管理技士又はこれと同等以
上の資格を有する者であること。

２）平成23年度以降に元請けの技術者とし
て、同種工事（上記に掲げる工事）の経
験を有する者であること（共同企業体の構
成員としての経験は、出資比率が20％以上
の場合のものに限る。また、乙型共同企業
体の施工経験については、出資比率に関わ
らず構成員として施工を行った分担工事の
経験に限る。）。なお、分割発注された工事
の継続施工（契約）工事については、１件
の工事として取り扱うものとする。ただし、
参加希望者が特定建設工事共同企業体又は
技術連携共同企業体である場合にあって
は、代表構成員の配置予定技術者が、経常
建設共同企業体にあっては、構成員のうち
１社の配置予定技術者が平成23年度以降に
元請けとして上記工事の経験を有している
こと。
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５）配置予定技術者は、建設業法（昭和24年
法律第100号）第７条第２号及び第15条第
２号に定められた技術者（営業所専任技術
者）でないこと。ただし、本工事が専任を
要しないもので、特例措置を全て満足する
場合等はこの限りでない。
６）二次審査に係る資料の提出時に、上記１）
から４）について確認できる書類を添付す
ること。当該書類が添付されない場合は、
入札に参加できないことがある。

 申請書の提出期限の日から開札の時までの
期間に、四国地方整備局長から工事請負契約
に係る指名停止等の措置要領（昭和59年３月
29日付け建設省厚第91号）に基づく指名停止
を受けていないこと。
 上記１に示した工事に係る設計業務等の受
託者又は当該受託者と資本若しくは人事面に
おいて関連がある建設業者でないこと。
なお、受託者が設計共同体である場合は、
設計共同体の各構成員又は当該構成員とす
る。
 入札に参加しようとする者の間に資本関係
又は人的関係がないこと（入札説明書によ
る）。なお、本工事に申請書を提出した者の
間に資本関係又は人的関係がある場合には、
資本関係又は人的関係がある全ての者の競争
参加資格を認めない。
 建設業法の土木一式工事の許可を有する者
であること。
 警察当局から、暴力団員が実質的に経営を
支配する建設業者又はこれに準ずる者として
国土交通省公共事業等からの排除要請があ
り、当該状態が継続している者でないこと。

３ 一次審査に関する事項
 一次審査に関する基準 ２からまでの
要件を全て満たす申請書を提出した者のう
ち、下記による評価を実施し、加算点と評
価点の合計が上位10者（ただし、10者目の審
査評価点と同点の者が複数いる場合は、その
全てを含む。以下同じ。）までに含まれる者を
選抜する。
なお、評価点の評価項目、評価の着目点及
び評価点合計の算出方法の詳細は、入札説明
書による。

 一次審査の評価に関する基準 本工事の一
次審査に関する評価項目は、次のとおりとす
る。
１）「トンネルの品質確保」に関する技術提
案（技術提案書）
上記、技術提案書について評価する。

２）技術者評価
１ 配置予定技術者の能力（施工経験）
上記、配置予定技術者の能力（施工経験）
（１件まで）について評価する。
２ 高度なマネジメントの経験 事業促進
ＰＰＰ、ＰＭ／ＣＭ、技術協力業務（Ｅ
ＣＩ）のうち、いずれかの実績の有無に
ついて評価する。

３）企業評価
１ 基本企業評価 上記、企業の施工実績
（１件）について評価する。
２ 国土技術開発賞の受賞実績 国土技術
開発賞のうち、最優秀賞、優秀賞、特別
賞の受賞実績の有無について評価する。
３ 「労務費見積り尊重宣言」に係る取組
み 審査基準日までに参加する企業（個
社）が「労務費見積り尊重宣言」を決定・
公表し、下請け企業へ見積り依頼に際し
て労務費（労務賃金）を内訳明示する取
組の有無について評価する。
４ 「技術連携共同企業体」による競争参
加 技術連携共同企業体により競争参加
した者について評価する。

４ 総合評価に関する事項（二次審査）
 総合評価を行う者の基準（二次審査） ３
による一次審査で選抜され、競争参加資格確
認資料（簡易技術資料の内容の根拠資料及び
技術提案書。以下「技術資料」という。）を
提出した者のうち、契約担当官等から競争参
加資格を満たしたうえで、一次審査時の審査
評価点の上位10者目の評価点を下回らず、か
つ技術提案が適正であると認められた者につ
いて、下記により総合評価を行う。
 総合評価の評価に関する基準 本工事の総
合評価に関する評価項目は、３１）におけ
る技術提案書の評価に加え、次のとおりと
する。
１）技術提案書の評価 「現場施工時の配
慮」に関する技術提案（技術提案書）
上記、技術提案書について評価する。

２）ワーク・ライフ・バランス等推進企業の
評価 ワーク・ライフ・バランス等推進企
業について評価する。
３）賃上げ実施に関する評価 賃上げの実施
を表明した企業等について評価する。
４）施工体制評価
ａ 品質確保の実効性 工事の品質確保の
ための適切な施工体制が十分確保され、
入札説明書等に記載された要求要件を確
実に実現できると認められるか評価す
る。
ｂ 施工体制確保の確実性 工事の品質確
保のための施工体制のほか、必要な人員
及び材料が確保されていることなどによ
り、適切な施工体制が十分確保され、入
札説明書等に記載された要求要件を確実
に実現できると認められるか評価する。

 総合評価の方法及び落札者の決定方法
１）入札価格が予定価格の制限の範囲内であ
ること。
２）標準点 １）の要件を満たす入札を行っ
た者に対して、要求要件を実現できると認
められる技術提案については、100点の標
準点を与える。
３）加算点及び施工体制評価点
・技術提案書及び技術提案書の評価項
目について、技術提案書の満点を30点、
技術提案書の満点を30点として、評価
基準に従って評価し、その内容に応じた
加算点を与える。
・４２）については、評価基準を満たし
ている場合に加算点１点を与える。
・４３）については、評価基準を満たし
ている場合に加算点２点を与える。
・４４）ａ及びｂについて、それぞれ総
合的に優（15点）、良（５点）、可（０点）
として、施工体制評価点を与える。

４）上記により得られる標準点、加算点及び
施工体制評価点の合計を入札価格で除した
数値（以下「評価値」という。）の最も高い
者を落札者とする。ただし、落札者となる
べき者の入札価格によっては、その者によ
り当該契約の内容に適合した履行がなされ
ないおそれがあると認められるとき、又は
その者と契約を締結することが公正な取引
の秩序を乱すこととなるおそれがあって著

しく不適当であると認められるときは、予
定価格の制限の範囲内で、発注者の定める
最低限の要求要件を全て満たして入札した
他の者のうち、評価値の最も高い者を落札
者とすることがある。
５）評価値・基準評価値について 評 価 値
は、基準評価値を下回らないこと。なお、
基準評価値とは以下のとおりとする。評価
値及び基準評価値の計算において予定価格
と入札価格の単位は億円とする。
基準評価値＝100点（標準点）÷予定価格
（単位：億円）
６）評価値の最も高い者が２者以上あるとき
は、当該者にくじを引かせて落札者を決定
する。

 技術提案に基づく施工 実際の施工に際し
ては、事前に提出した技術提案に基づき同等
以上の施工を行うものとする。

５ 入札手続等
 担当部局 〒7608554 香川県高松市サン
ポート３33 四国地方整備局総務部契約課
契約係長 電話0878518061（内線2526）
 入札説明書の交付期間及び方法 令和８年
10月２日から令和９年２月15日まで、電子入
札システムから入札説明書等ダウンロードシ
ステムにより配布する。
電子入札システムのアドレスは次のとおり
である。
https://e2odw.e-bisc.go.jp/CALS/Accepter/

 申請書の提出期間、提出先及び提出方法
一次審査に係る申請書は、令和８年10月５日
から令和８年11月４日までの午前９時から午
後５時まで（土曜日、日曜日及び祝日を除く。）
に原則として電子入札システムにより提出す
ること。
 一次審査の結果及び技術提案書の採否の
通知 ２に掲げる参加希望者に要求される競
争参加資格及び３に掲げる一次審査に関する
基準に係る確認は、一次審査に係る申請書の
提出期限の日をもって行うものとする。
一次審査の結果及び技術提案書の採否の

通知を令和８年11月26日までに通知する。
なお、競争参加資格については、二次審査
時に提出される技術資料（技術提案書を除
く）により資格要件を満たすことが確認され
ることを停止条件として通知する。
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 技術資料の提出期間、提出先及び提出方法
一次審査通過者は、技術資料を上記の通
知の翌日から令和９年１月５日までの午前９
時から午後５時まで（土曜日、日曜日、祝日
を除く。）に原則として電子入札システムによ
り提出すること。
 二次審査の結果及び技術提案書の採否の
通知 技術提案書に係る確認は、上記に
より技術提案書を提出した者について、４
の基準において審査し、４１）に係る技
術提案評価を行い、その採否を令和９年１月
28日までに通知する。
また、技術提案書の内容が適正であると
認められない者に対しては、入札の無効を令
和９年１月28日までに通知する。
ただし、一次審査の審査評価点の合計が上
位10者以外の競争参加者及び技術資料（技術
提案書を除く）の確認の結果、競争参加資
格を満たすことが確認できない、あるいは審
査評価点の合計が一次審査時の審査評価点の
上位10者目の評価点を下回ることとなった者
による技術提案については評価を行わず採否
の通知も行わない。
なお、技術資料（技術提案書を除く）の
確認による競争参加資格の有無にかかる通知
については、技術提案書の採否の通知とあ
わせて行う。
技術資料（技術提案書を除く）の確認の
結果、一次審査時の審査評価点の上位10者目
の評価点を下回ることとなった者について
は、競争参加を認めず、入札を無効とする。
 入札及び開札の日時及び提出先並びに入札
書の提出方法 入札書は、令和９年２月15日
午後２時までに、原則として電子入札システ
ムにより提出すること。
開札は、以下の日程で四国地方整備局入札
室にて行う。
令和９年２月18日午前10時

 入札保証金の納付等に係る書類の提出期
間、提出先及び提出方法 令和８年11月27日
から令和９年２月15日午後５時まで（利付国
債の提供の場合は令和９年１月28日午後５時
まで）〒7608554 香川県高松市サンポート
３33 四国地方整備局総務部契約課契約係
電話0878518061（内線2526）持参、郵
送（書留郵便に限る。提出期間内必着。）又は
託送（書留郵便と同等のものに限る。提出期
間内必着。）により提出すること。

 入札の無効 本公告に示した競争参加資格
のない者のした入札、申請書又は技術資料に
虚偽の記載をした者のした入札、技術提案書
の内容が適正であると認められない者のし
た入札、一次審査において審査評価点の合計
が上位10者以外（二次審査時の確認において
一次審査時の審査評価点の上位10者目の評価
点を下回ることとなった者を含む）の競争参
加者による入札及び入札に関する条件に違反
した入札は無効とする。
 契約締結後の技術提案 契約締結後、受注
者は設計図書に定める工事目的物の機能、性
能等を低下させることなく請負代金額を低減
することを可能とする施工方法等に係る設計
図書の変更について、発注者に提案すること
ができる。提案が適正であると認められた場
合には、契約変更を行うものとする。詳細は
特記仕様書等による（契約締結後に施工方法
等の提案を受け付けるＶＥ方式。）。

 配置予定技術者の確認 落札者決定後、Ｃ
ＯＲＩＮＳ等により配置予定技術者の専任制
違反の事実が確認された場合、契約を結ばな
いことがある。なお、種々の状況からやむを
得ないものとして承認された場合の外は、申
請書及び技術資料等の差し替えは認められな
い。
 専任の配置予定技術者の配置が義務付けら
れている工事において、調査基準価格を下
回った価格をもって契約する場合において
は、配置予定技術者とは別に同等の要件を満
たす技術者の配置を求めることがある。
 手続きにおける交渉の有無 無
 契約書作成の要否 要
 当該工事に直接関連する他の工事の請負契
約を当該工事の請負契約の相手方との随意契
約により締結する予定の有無 無
 技術提案内容に確認が必要な場合及び簡易
技術資料と技術資料（技術提案書を除く）
の評価が一致しない場合は、ヒアリング等を
行う場合がある。
 施工体制の確認についてヒアリング等を実
施すると共に、ヒアリングに際して追加資料
の提出を求める事がある。

７ Summary

 Official in charge of disbursement of the

procuring entity : Okuda Akihisa Director

General of Shikoku Regional Development

Bureau, Ministry of Land, Infrastructure,

Transport and Tourism

 Classification of the services to be pro‑

cured : 41

 Subject matter of the contract : Construc‑

tion Work of the Saga‑Ogata Road Umaji

the one number Tunnel

 Time‑limit for the submission of applica‑

tion forms and relevant documents for the

qualification by electronic bidding system :

5 : 00 P.M. 4 November 2026

 Time‑limit for the submission of tenders

by electronic bidding system : 2 : 00 P.M. 15

February 2027 (tenders bring with 2 : 00

P.M. 15 February 2027 or tenders submitted

by mail 2 : 00 P.M. 15 February 2027

 Contact point for tender documentation :

Contract Division, Shikoku Regional Devel‑

opment Bureau, Ministry of Land, Inf‑

rastructure, Transport and Tourism

333 Sunport Takamatsu‑City, Kagawa‑
Prefecture 7608554, TEL 0878518061
ex, 2526

 関連情報を入手するための照会窓口 上記
５に同じ。
 一般競争参加資格の認定を受けていない者
の参加 上記２に掲げる一般競争参加資格
の認定を受けていない者も上記５及びに
より申請書及び技術資料を提出することがで
きるが、競争に参加するためには、開札の時
において、当該一般競争参加資格の認定を受
け、かつ、競争参加資格の確認を受けていな
ければならない。
当該一般競争参加資格の認定に係る申請

は、「競争参加者の資格に関する公示」（令和８
年３月31日付け国土交通省大臣官房会計課
長、国土交通省大臣官房官庁営繕部管理課長
公示）別記に掲げる当該者（当該者が経常建
設共同企業体である場合においては、その代
表者。）の本店所在地（日本国内に本店がない
場合においては、日本国内の主たる営業所の
所在地。以下同じ。）の区分に応じ、別記に定
める提出場所において、随時受け付ける。

また、当該者が申請書及び技術資料等を提
出したときに限り、四国地方整備局総務部契
約課（〒7608554 香川県高松市サンポート
３33 電話0878518061）においても当
該一般競争参加資格の認定に係る申請を受け
付ける。
 本工事の契約締結後、契約者が「受注して
いる」若しくは「過去に受注していた」他の
工事（国土交通省・特殊法人等の発注工事）
において、データ改ざんや施工不良の隠蔽等、
公共事業の社会的信用の失墜に繋がるような
事実が確認された場合は、本工事を重点監督
対象工事とする場合がある。
 詳細は入札説明書による。

６ その他
 手続において使用する言語及び通貨
日本語及び日本国通貨に限る。

 入札保証金及び契約保証金
１）入札保証金納付（保管金の取扱店 日本
銀行高松支店）。ただし、利付国債の提供
（取扱官庁 四国地方整備局）又は銀行等
の保証（取扱官庁 四国地方整備局）をもっ
て入札保証金の納付に代えることができ
る。また、入札保証保険契約の締結を行い、
又は契約保証の予約を受けた場合は、入札
保証金を免除する。
２）契約保証金納付（保管金の取扱店 日本
銀行高松支店）。ただし、利付国債の提供
（取扱官庁 四国地方整備局）又は金融機
関若しくは保証事業会社の保証（取扱官庁
四国地方整備局）をもって契約保証金の
納付に代えることができる。また、公共工
事履行保証証券による保証を付し、又は履
行保証保険契約の締結を行った場合は、契
約保証金を免除する。
なお、受注者は、契約の締結と同時に契
約の保証を付すこと。

 本工事において、中間前金払に代わり、既
済部分払を選択した場合には、短い間隔で出
来高に応じた部分払や設計変更協議を実施す
る「出来高部分払方式」を採用する。
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競争参加者の資格に関する公示
「Ｒ８ 能越道穴水道路復旧その８工事」に係
る地域維持型建設共同企業体としての競争参加者
の資格（以下「地域維持型建設共同企業体として
の資格」という。）を得ようとする者の申請方法等
について、次のとおり公示します。
令和８年 10 月２日

北陸地方整備局長 植田 雅俊
◎調達機関番号 020 ◎所在地番号 15
１ 工事名
Ｒ８ 能越道穴水道路復旧その８工事（電子
入札対象案件）（電子契約対象案件）
２ 工事場所
石川県鳳珠郡穴水町麦ケ浦、北七海地先

３ 工事内容
道路改良
【北七海地区】
道路土工 １式
掘削工（ＩＣＴ） 33000
法面整形工（ＩＣＴ） 6065
法面工 １式
アンカー工 340本
鉄筋挿入工 2934ｍ
排水構造物工 １式
橋梁補修工 １式
擁壁工 １式
ジオテキスタイル補強土壁工（二重壁タ
イプ） 2284
構造物撤去工 １式
仮設工 １式
【麦ヶ浦地区】
道路土工 １式
路体盛土工（ＩＣＴ） 4700
改良盛土工 14700
地盤改良 １式
自走式土質改良工 20000
法面工 １式
擁壁工 １式
補強盛土工 12142
排水構造物工 １式
仮設工 １式

４ 申請の時期
令和８年10月２日から令和８年10月22日まで
（土曜日、日曜日及び祝日を除く。）。
なお、令和８年10月23日以降当該建設工事に
係る開札の時まで（土曜日、日曜日及び祝日を
除く。）においても、随時、申請を受け付けるが、
当該開札の時までに審査が終了せず、競争に参
加できないことがある。
５ 申請の方法
 申請書の入手方法 「競争参加資格審査申
請書（地域維持型建設共同企業体）」（以下「申
請書」という。）は、北陸地方整備局ホームペー
ジから入手するものとする。
https://www.hrr.mlit.go.jp/keiyaku/JV_
shinsei.html

 申請書の提出方法 申請者は、申請書に次
に掲げる書類を添付し、原則として電子メー
ル（着信確認を行うこと。）により提出するこ
と。
〇「地域維持型建設共同企業体協定書（甲）」
の写し
【提出先】
北陸地方整備局総務部契約課工事契約調整
係 電話：0252808880
電子メール：84zuiji@hrr.mlit.go.jp

 申請書等の作成に用いる言語 申請書及び
添付書類は、日本語で作成すること。

６ 地域維持型建設共同企業体としての資格及び
その審査
「競争参加者の資格に関する公示」（令和８年
３月31日付け国土交通省大臣官房会計課長、国
土交通省大臣官房官庁営繕部管理課長。以下「令
和８年３月31日付け公示」という。）５（建設工
事）のからまでに該当する者を構成員に含
む地域維持型建設共同企業体及び次に掲げる条
件を満たさない地域維持型建設共同企業体につ
いては、地域維持型建設共同企業体としての資
格がないと認定する。それ以外の地域維持型建
設共同企業体については、令和８年３月31日付
け公示６（建設工事）のに掲げる客観的事項
（共通事項）の項目及びに掲げる主観的事項

（特別事項）の項目について総合点数を付与し
て地域維持型建設共同企業体としての資格があ
ると認定する。
 地域維持型建設共同企業体の構成 地域維
持型建設共同企業体の構成は、次の条件を満
たす２又は３社までとし、建設業法（昭和24
年法律第100号）の土木工事業の許可を有す
る者を少なくとも１社含む組合せとする。
 北陸地方整備局（港湾空港関係事務に関
することは除く。）における令和７・８年度
一般競争参加資格で一般土木工事の認定を
受けていること（会社更生法（平成14年法
律第154号）に基づき更生手続開始の申立
てがなされている者又は民事再生法（平成
11年法律第225号）に基づき再生手続開始
の申立てがなされている者については、手
続開始の決定後、北陸地方整備局長が別に
定める手続に基づく一般競争参加資格の再
認定を受けていること。）。
 北陸地方整備局（港湾空港関係事務に関
することは除く。）における令和７・８年度
一般土木工事に係る一般競争参加資格の認
定の際に客観的事項（共通事項）について
算定した点数（経営事項評価点数）が
1200点以上であること。（の再認定を受
けた者にあっては、当該再認定の際に、経
営事項評価点数が1200点以上であるこ
と。）
ただし、地域維持型建設共同企業体のう
ち代表者以外の構成員にあっては、経営事
項評価点数については、求めない。
 会社更生法に基づき更生手続開始の申立
てがなされている者、又は民事再生法に基
づき再生手続開始の申立てがなされている
者（上記の再認定を受けた者を除く。）で
ないこと。
 競争参加資格に係る申請の期限の日から
開札の時までの期間に、北陸地方整備局長
から工事請負契約に係る指名停止等の措置
要領（昭和59年３月29日付け建設省厚第91
号）に基づく指名停止を受けていないこと。
 一の企業が、本工事の競争参加資格確認
申請から開札までの期間において、北陸地
方整備局管内において結成する地域維持型
建設共同企業体は、１つの組み合わせによ
るものとする。ただし、地域維持型建設共

同企業体で請け負った履行中の工事と、別
の組み合わせの地域維持型建設共同企業体
により競争参加資格確認申請する本工事の
工期が重複せず、北陸地方整備局長が必要
と認める場合は、別の組み合せで地域維持
型建設共同企業体を結成し登録することが
できるものとする。
 中小企業等協同組合法による事業協同組
合でないこと。

 構成員の技術的要件 地域維持型建設共同
企業体の構成員は、令和８年10月２日におい
て次の条件を満たすものとする。
 平成23年度以降に元請として完成した工
事で、構成員のうち１者が下記⒜の要件を
満たす同種工事の施工実績を有すること。
（建設共同企業体の構成員としての実績
は、出資比率が特定建設工事共同企業体、
地域維持型建設共同企業体、復旧・復興建
設工事共同企業体及び異工種建設工事共同
企業体にあっては均等割の10分の６以上、
経常建設共同企業体にあっては20％以上の
ものに限る。また、特定建設工事共同企業
体、地域維持型建設共同企業体、復旧・復
興建設工事共同企業体、異工種建設工事共
同企業体及び経常建設共同企業体における
乙型共同企業体としての実績は、協定書の
分担工事の実績のみ同種工事の施工実績と
して認める。）元請として完成した工事につ
いては、海外インフラプロジェクト技術者
認定・表彰制度により認定された工事も施
工実績に含むものとする。ただし、大臣官
房官庁営繕部又は地方整備局（港湾空港関
係事務に関することを除く。）所掌の工事に
係るものにあっては、評定点が65点未満の
ものを除く。
⒜ 法面処理方法がアンカー工の施工実績
を有すること。

 すべての構成員について、発注工事に対
応する建設業法の許可業種につき、許可を
有しての営業年数が３年以上あること。た
だし、相当の施工実績を有し、確実かつ円
滑な共同施工が確保できると認められる場
合においては、許可を有しての営業年数が
３年未満であってもこれを同等として取扱
うことができるものとする。
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 すべての構成員について、発注工事に対
応する建設業法の許可業種に係る監理技術
者又は国家資格を有する主任技術者を工事
現場に専任で配置することができること。
ただし、土木工事業の許可を有する構成員
で、一般土木工事の工事種別において構成
員の中で最も上位の等級を有する有資格業
者が当該許可業種に係る監理技術者又は主
任技術者を専任で配置する場合は、他の構
成員の配置する技術者の専任を求めないも
のとするが、上記⒜の施工経験は専任で
配置する技術者が有すること。
 構成員について、１者以上は発注工事に
対応する建設業法の許可業種の許可を受け
ている本店が石川県内にあること。

 出資比率要件 すべての構成員が、均等割
の10分の６以上の出資比率であるものとす
る。
 代表者要件 地域維持型建設共同企業体の
代表者は、土木工事業の許可を有する者の中
から、構成員において決定されたものとする。
 地域維持型建設共同企業体の協定 「地域
維持型建設共同企業体協定書（甲）」の様式は
上記５へアクセスして入手するものとす
る。

８ 資格審査結果の通知
「競争参加資格認定通知書」により通知する。

９ 資格の有効期間
地域維持型建設共同企業体としての資格の認
定の日から当該工事の完成する日までとする。
ただし、当該工事に係る契約の相手方以外の者
にあっては、当該工事に係る契約が締結される
日までとする。
10 その他
 地域維持型建設共同企業体の名称は、「Ｒ８
能越道穴水道路復旧その８工事 ・
地域維持型建設共同企業体」とする。
 当該工事にかかる競争に地域維持型建設共
同企業体として参加するためには、開札の時
において、地域維持型建設共同企業体として
の資格の認定を受け、かつ、当該工事の「入
札公告（建設工事）」に示すところにより競争
参加者資格の確認を受けていなければならな
い。

競争参加者の資格に関する公示

「Ｒ８10 能越道七海１号橋上部工事」に係
る地域維持型建設共同企業体としての競争参加者
の資格（以下「地域維持型建設共同企業体として
の資格」という。）を得ようとする者の申請方法等
について、次のとおり公示します。
令和８年 10 月２日

北陸地方整備局長 植田 雅俊
７ 一般競争参加資格の認定を受けていない者を
構成員に含む地域維持型建設共同企業体の取扱
い
上記６の認定（上記６の再認定を含
む。以下同じ。）を受けていない者を構成員に含
む地域維持型建設共同企業体も上記５及び６に
より申請をすることができる。この場合におい
て、地域維持型建設共同企業体としての資格が
認定されるためには、上記６の認定を受け
ていない構成員が北陸地方整備局（港湾空港関
係事務に関することを除く。）における令和７・
８年度の一般土木工事に係る一般競争（指名競
争）参加資格の認定を受けることが必要である。
また、この場合において、当該工事に係る開
札の時までに地域維持型建設共同企業体として
の資格の審査が終了しない場合は、競争に参加
できないことがある。

◎調達機関番号 020 ◎所在地番号 15
１ 工事名
Ｒ８10 能越道七海１号橋上部工事（電子
入札対象案件）（電子契約対象案件）
２ 工事場所
石川県鳳珠郡穴水町北七海地先

３ 工事内容
鋼橋上部（４径間連続鋼鈑桁橋 Ｌ＝210ｍ）
工場製作工 １式
桁製作工 約553ｔ
鋳造費（大型ゴム支承） 20個
工場塗装工 １式
工場製品輸送工 １式
鋼橋架設工（送出し架設） １式
橋梁現場塗装工 １式
仮設工 １式

４ 申請の時期
令和８年10月２日から令和８年10月29日まで
（土曜日、日曜日及び祝日を除く。）。
なお、令和８年10月30日以降当該建設工事に
係る開札の時まで（土曜日、日曜日及び祝日を
除く。）においても、随時、申請を受け付けるが、
当該開札の時までに審査が終了せず、競争に参
加できないことがある。
５ 申請の方法
 申請書の入手方法 「競争参加資格審査申
請書（地域維持型建設共同企業体）」（以下「申
請書」という。）は、北陸地方整備局ホームペー
ジから入手するものとする。
https://www.hrr.mlit.go.jp/keiyaku/JV_
shinsei.html

 申請書の提出方法 申請者は、申請書に次
に掲げる書類を添付し、原則として電子メー
ル（着信確認を行うこと。）により提出するこ
と。
〇「地域維持型建設共同企業体協定書（甲）」
の写し
【提出先】
北陸地方整備局総務部契約課工事契約調整
係 電話：0252808880
電子メール：84zuiji@hrr.mlit.go.jp

 申請書等の作成に用いる言語 申請書及び
添付書類は、日本語で作成すること。

 会社更生法に基づき更生手続開始の申立
てがなされている者、又は民事再生法に基
づき再生手続開始の申立てがなされている
者（上記の再認定を受けた者を除く。）で
ないこと。
 競争参加資格に係る申請の期限の日から
開札の時までの期間に、北陸地方整備局長
から工事請負契約に係る指名停止等の措置
要領（昭和59年３月29日付け建設省厚第91
号）に基づく指名停止を受けていないこと。
 一の企業が、本工事の競争参加資格確認
申請から開札までの期間において、北陸地
方整備局管内において結成する地域維持型
建設共同企業体は、１つの組み合わせによ
るものとする。ただし、地域維持型建設共
同企業体で請け負った履行中の工事と、別
の組み合わせの地域維持型建設共同企業体
により競争参加資格確認申請する本工事の
工期が重複せず、北陸地方整備局長が必要
と認める場合は、別の組み合わせで地域維
持型建設共同企業体を結成し登録すること
ができるものとする。
 中小企業等協同組合法による事業協同組
合でないこと。

６ 地域維持型建設共同企業体としての資格及び
その審査
「競争参加者の資格に関する公示」（令和８年
３月31日付け国土交通省大臣官房会計課長、国
土交通省大臣官房官庁営繕部管理課長。以下「令
和８年３月31日付け公示」という。）５（建設工
事）のからまでに該当する者を構成員に含
む地域維持型建設共同企業体及び次に掲げる条
件を満たさない地域維持型建設共同企業体につ
いては、地域維持型建設共同企業体としての資
格がないと認定する。それ以外の地域維持型建
設共同企業体については、令和８年３月31日付
け公示６（建設工事）のに掲げる客観的事項
（共通事項）の項目及びに掲げる主観的事項

（特別事項）の項目について総合点数を付与し
て地域維持型建設共同企業体としての資格があ
ると認定する。
 地域維持型建設共同企業体の構成 地域維
持型建設共同企業体の構成は、次の条件を満
たす２又は３社までとし、建設業法（昭和24
年法律第100号）の鋼構造物工事業の許可を
有する者を少なくとも１社含む組合せとす
る。
 北陸地方整備局（港湾空港関係事務に関
することを除く。）における令和７・８年度
一般競争参加資格で鋼橋上部工事の認定を
受けていること（会社更生法（平成14年法
律第154号）に基づき更生手続開始の申立
てがなされている者又は民事再生法（平成
11年法律第225号）に基づき再生手続開始
の申立てがなされている者については、手
続開始の決定後、北陸地方整備局長が別に
定める手続に基づく一般競争参加資格の再
認定を受けていること。）。
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 構成員の技術的要件 地域維持型建設共同
企業体の構成員は、令和８年10月２日におい
て次の条件を満たすものとする。
 平成23年度以降に元請として完成した工
事で、構成員のうち１者が下記１）～４）
の要件を満たす製作及び架設工事の施工実
績を有すること。（建設共同企業体の構成員
としての実績は、出資比率が特定建設工事
共同企業体、地域維持型建設共同企業体、
復旧・復興建設工事共同企業体及び異工種
建設工事共同企業体にあっては均等割の10
分の６以上、経常建設共同企業体にあって
は20％以上のものに限る。また、特定建設
工事共同企業体、地域維持型建設共同企業
体、復旧・復興建設工事共同企業体、異工
種建設工事共同企業体及び経常建設共同企
業体における乙型共同企業体としての実績
は、協定書の分担工事の実績のみ同種工事
の施工実績として認める。）元請として完成
した工事については、海外インフラプロ
ジェクト技術者認定・表彰制度により認定
された工事も施工実績に含むものとする。
ただし、大臣官房官庁営繕部又は地方整備
局（港湾空港関係事務に関することを除
く。）所掌の工事に係るものにあっては、評
定点が65点未満のものを除く。
１）道路橋（Ａ活荷重又はＴＬ－20以上）
または鉄道橋（モノレール及び新交通は
除く）であること。
２）橋梁形式が単純鈑桁橋を除く鋼橋であ
ること。ただし、単純鋼床版鈑桁橋は施
工実績としてよい。
３）最大支間長が25ｍ以上であること。
４）架設工法がトラッククレーン工法及び
トラッククレーンステージング工法（ク
ローラクレーンを含む）以外の工法であ
ること。
ただし、上記１）～４）は同一工事であ
ること。

 出資比率要件 すべての構成員が、均等割
の10分の６以上の出資比率であるものとす
る。
 代表者要件 地域維持型建設共同企業体の
代表者は、鋼構造物工事業の許可を有する者
の中から、構成員において決定された者とす
る。
 地域維持型建設共同企業体の協定 「地域
維持型建設共同企業体協定書（甲）」の様式は
上記５へアクセスして入手するものとす
る。

７ 一般競争参加資格の認定を受けていない者を
構成員に含む地域維持型建設共同企業体の取扱
い
上記６の認定（上記６の再認定を含
む。以下同じ。）を受けていない者を構成員に含
む地域維持型建設共同企業体も上記５及び６に
より申請をすることができる。この場合におい
て、地域維持型建設共同企業体としての資格が
認定されるためには、上記６の認定を受け
ていない構成員が北陸地方整備局（港湾空港関
係事務に関すること除く。）における令和７・８
年度の鋼橋上部工事に係る一般競争（指名競争）
参加資格の認定を受けることが必要である。
また、この場合において、当該工事に係る開
札の時までに地域維持型建設共同企業体として
の資格の審査が終了しない場合は、競争に参加
できないことがある。

８ 資格審査結果の通知
「競争参加資格認定通知書」により通知する。

９ 資格の有効期間
地域維持型建設共同企業体としての資格の認
定の日から当該工事の完成する日までとする。
ただし、当該工事に係る契約の相手方以外の者
にあっては、当該工事に係る契約が締結される
日までとする。
10 その他
 地域維持型建設共同企業体の名称は、「Ｒ
８10 能越道七海１号橋上部工事 ・
地域維持型建設共同企業体」とする。

 当該工事にかかる競争に地域維持型建設共
同企業体として参加するためには、開札の時
において、地域維持型建設共同企業体として
の資格の認定を受け、かつ、当該工事の「入
札公告（建設工事）」に示すところにより競争
参加者資格の確認を受けていなければならな
い。

競争参加者の資格に関する公示

四国地方整備局の下記１に示す工事に係る特定
建設工事共同企業体としての競争参加資格（以下
「特定建設工事共同企業体としての資格」という。）
を得ようとする者の申請方法等について、次のと
おり公示します。
令和８年 10 月２日

四国地方整備局長 奥田 晃久

 すべての構成員について、発注工事に対
応する建設業法の許可業種につき、許可を
有しての営業年数が３年以上あること。た
だし、相当の施工実績を有し、確実かつ円
滑な共同施工が確保できると認められる場
合においては、許可を有しての営業年数が
３年未満であってもこれを同等として取扱
うことができるものとする。

 すべての構成員について、発注工事に対
応する建設業法の許可業種に係る監理技術
者又は国家資格を有する主任技術者を工事
現場に専任で配置することができること。
ただし、鋼構造物工事業の許可を有する構
成員で、鋼橋上部工事の工事種別において
構成員の中で最も上位の順位を有する有資
格業者が当該許可業種に係る監理技術者又
は主任技術者を専任で配置する場合は、他
の構成員の配置する技術者の専任を求めな
いものとするが、上記１）～４）の要件
を満たす架設工事の施工経験は専任で配置
する技術者が有すること。
 構成員について、１者以上は発注工事に
対応する建設業法の許可業種の許可を受け
ている本店が石川県内にあること。

７ 特定建設工事共同企業体としての資格及びそ
の審査
「競争参加者の資格に関する公示」（令和８年
３月31日付け国土交通省大臣官房会計課長、国
土交通省大臣官房官庁営繕部管理課長。以下「令
和８年３月31日付け公示」という。）５（建設工
事）の１から５までに該当する者を構成員に含
む特定建設工事共同企業体及び、次に掲げる条

◎調達機関番号 020 ◎所在地番号 37
１ 工事名 令和８10年度 佐賀大方道路馬地
第１トンネル工事
２ 工事場所 高知県幡多郡黒潮町佐賀
３ 工事内容
工事延長 Ｌ＝480ｍ
トンネル延長 Ｌ＝285ｍ
トンネル（ＮＡＴＭ）工 １式
ＮＡＴＭ工法、発破掘削、内空断面積 Ａ＝
92、幅員Ｗ＝12ｍ

４ 工期
令和10年12月28日まで。

５ 申請の時期
令和８年10月５日から令和８年11月４日まで
（土曜日、日曜日及び祝日を除く。）。なお、令
和８年11月５日以降当該工事に係る開札の時ま

で（土曜日、日曜日及び祝日を除く。）において
も、随時、申請を受け付けるが、当該開札の時
までに審査が終了せず、競争に参加できないこ
とがある。
６ 申請の方法
 申請書の入手方法 「競争参加資格審査申
請書（特定建設工事共同企業体）」（以下「申
請書」という。）は、令和８年10月２日から
〒7608554 香川県高松市サンポート３33
四国地方整備局総務部契約課調査係 電話
0878518061㈹において特定建設工事共同
企業体としての資格を得ようとする者に電子
メール等で交付する。
 申請書の提出方法 申請者は、申請書に次
に掲げる資料を添付し、原則として電子メー
ルにより提出すること。
提出先アドレスは skr-shikaku@mlit.
go.jpとし、メール送付後、その旨を上記
まで連絡すること。なお、申請書への押印は
不要とする。
１）特定建設工事共同企業体協定書（甲）（７
の条件を満たすものに限る。）の写し。
２）７１）の要件を満たすことを判断でき
る工事の施工実績を記載した書類（様式は、
当該工事の「入札公告（建設工事）」（令和
８年10月２日付け支出負担行為担当官四国
地方整備局長）に示すところにより交付す
る入札説明書の様式１を使用するこ
と。）。
３）７２）及び３）の要件を満たすことを
証する書面の写し。
４）最新の建設業法施行規則（昭和24年建設
省令第14号）第21条の４に規定する総合評
定値通知書の写し。

 申請書等の作成に用いる言語 申請書及び
添付書類は、日本語で作成すること。
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件を満たさない特定建設工事共同企業体につい
ては、特定建設工事共同企業体としての資格が
ないと認定する。それ以外の特定建設工事共同
企業体については、令和８年３月31日付け公示
６（建設工事）のに掲げる客観的事項（共通
事項）の項目及びに掲げる主観的事項（特別
事項）の項目について総合点数を付与して特定
建設工事共同企業体としての資格があると認定
する。
 特定建設工事共同企業体の構成 特定建設
工事共同企業体の構成は、次の条件を満たす
２社又は３社の組合せとする。
１）四国地方整備局における令和７・８年度
一般競争参加資格のうち、「一般土木工事」
の認定を受けている者であること（会社更
生法（平成14年法律第154号）に基づき更
生手続開始の申立てがなされている者又は
民事再生法（平成11年法律第225号）に基
づき再生手続開始の申立てがなされている
者については、手続開始の決定後、四国地
方整備局長が別に定める手続に基づく一般
競争参加資格の再認定を受けているこ
と。）。
２）四国地方整備局における「一般土木工事」
における一般競争参加資格の認定の際に、
客観的事項（共通事項）について算定した
点数（経営事項評価点数）が1200点以上
であること（上記１）の再認定を受けた者
にあっては、当該認定の際に経営事項評価
点数が1200点以上であること。）。
３）会社更生法に基づき更生手続開始の申立
てがなされている者又は民事再生法に基づ
き再生手続開始の申立てがなされている者
（上記１）の再認定を受けた者を除く。）で
ないこと。
４）当該競争参加資格に係る申請の期限の日
から認定を行う日までの期間に、四国地方
整備局長から工事請負契約に係る指名停止
等の措置要領（昭和59年３月29日付け建設
省厚第91号）に基づく指名停止を受けてい
ないこと。
５）警察当局から、暴力団員が実質的に経営
を支配する建設業者又はこれに準ずるもの
として、国土交通省公共事業等からの排除
要請があり、当該状態が継続している者で
ないこと。

 構成員の技術的要件等 特定建設工事共同
企業体のすべての構成員は、令和８年11月４
日において次の要件を満たすものとする。
１）平成23年度以降に元受けとして、以下に
示す工事の施工実績を有すること（海外イ
ンフラプロジェクト技術者認定・表彰制度
により認定された実績を含む。）なお、共同
企業体の構成員としての実績は、出資比率
が20％以上の場合のものに限る。また、乙
型共同企業体の施工実績については、出資
比率に関わらず構成員として施工を行った
分担工事の実績に限る。
次の要件を満たす中間部に明かり部を有
しない連続する１本のトンネル工事
・ＮＡＴＭ工法によるもので、標準部の覆
工後の内空断面積が80以上であるこ
と。
なお、分割発注された工事の継続施工（契
約）工事については、１件の工事として取
り扱うものとする。
なお、当該実績は民間・公共発注のいず
れでも認めるが、大臣官房官庁営繕部、地
方整備局、北海道開発局又は内閣府沖縄総
合事務局の発注した工事に係る実績である
場合にあっては、工事成績評定通知書によ
る評定点が65点未満のものを除く。
２）建設業法（昭和24年法律第100号）の土
木一式工事につき、許可を有しての営業年
数が５年以上あること。ただし、相当の施
工実績を有し、確実かつ円滑な共同施工が
確保できると認められる場合においては、
許可を有しての営業年数が５年未満であっ
てもこれを同等として取り扱う。
３）建設業法の土木一式工事に係る監理技術
者又は国家資格を有する主任技術者を当該
工事に専任で配置できること。

 出資比率要件 特定建設工事共同企業体の
すべての構成員が、均等割の10分の６以上の
出資比率であること。
 代表者要件 特定建設工事共同企業体の代
表者は、構成員の中で最大の施工能力を有す
る者であって、その出資比率が構成員中最大
であること。

 特定建設工事共同企業体の協定 特定建設
工事共同企業体の協定書は、「建設工事共同企
業体の事務取扱いについて」（昭和53年11月１
日付け建設省計振発第69号）の別添「建設工
事共同企業体の事務取扱いについて（回答）」
（昭和53年11月１日付け建設省茨計振第771
号）の別紙に示された「特定建設工事共同企
業体協定書（甲）」によるものとする。

８ 一般競争参加資格の認定を受けていない者を
構成員に含む特定建設工事共同企業体の取扱い
７１）の認定（７１）の再認定を含む。
以下同じ。）を受けていない者を構成員に含む特
定建設工事共同企業体も５及び６により申請を
することができる。この場合において、特定建
設工事共同企業体としての資格が認定されるた
めには、７１）の認定を受けていない構成員
が７１）の認定を受けることが必要である。
なお、この場合において、７１）の認定を
受けていない構成員が当該工事に係る開札の時
までに７１）の認定を受けていないとき並び
に当該認定を受けたものの認定の際に算定した
経営事項評価点数が７２）の条件に満たない
とき又は７１）の一般競争参加資格がないと
の認定（７１）の四国地方整備局長が別に定
める手続における一般競争参加資格がないとの
認定を含む。）を受けたときは、特定建設工事共
同企業体としての資格がないと認定する。
また、当該工事の開札の時までに、構成員が
７１）の認定を受けるための審査並びに特定
建設工事共同企業体としての資格の審査が終了
せず、競争に参加できないことがある。
９ 資格審査結果の通知
「一般競争参加資格認定通知書」により通知
する。
10 資格の有効期間
特定建設工事共同企業体としての資格の認定
の日から当該工事の完成する日までとする。
ただし、当該工事に係る契約の相手方以外の
者にあっては、当該工事に係る契約が締結され
る日までとする。
11 その他
 特定建設工事共同企業体の名称は、「令和
８10年度 佐賀大方道路馬地第１トンネル
工事〇〇・〇〇特定建設工事共同企業体」と
する。

 当該工事に係る競争に参加するためには、
開札の時において、特定建設工事共同企業体
としての資格認定を受け、かつ、当該工事の
「入札公告（建設工事）」に示すところにより
競争参加資格の確認を受けていなければなら
ない。

競争参加者の資格に関する公示
四国地方整備局の下記１に示す工事に係る技術
連携共同企業体としての競争参加資格（以下「技
術連携共同企業体としての資格」という。）を得よ
うとする者の申請方法等について、次のとおり公
示します。
令和８年 10 月２日

四国地方整備局長 奥田 晃久
◎調達機関番号 020 ◎所在地番号 37
１ 工事名 令和８10年度 佐賀大方道路馬地
第１トンネル工事
２ 工事場所
高知県幡多郡黒潮町佐賀

３ 工事内容
工事延長 Ｌ＝480ｍ
トンネル延長 Ｌ＝285ｍ
トンネル（ＮＡＴＭ）工 １式
ＮＡＴＭ工法、発破掘削、内空断面積 Ａ＝
92、幅員Ｗ＝12ｍ

４ 工期
令和10年12月28日まで

５ 申請の時期
令和８年10月５日から令和８年11月４日まで
（土曜日、日曜日及び祝日を除く。）。なお、令
和８年11月５日以降当該工事に係る開札の時ま
で（土曜日、日曜日及び祝日を除く。）において
も、随時、申請を受け付けるが、当該開札の時
までに審査が終了せず、競争に参加できないこ
とがある。
６ 申請の方法
 申請書の入手方法 「競争参加資格審査申
請書（技術連携共同企業体）」（以下「申請書」
という。）は、令和８年10月２日から 〒
7608554 香川県高松市サンポート３33
四国地方整備局総務部契約課調査係 電話
0878518061㈹において技術連携共同企業
体としての資格を得ようとする者に電子メー
ル等で交付する。
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 申請書の提出方法 申請者は、申請書に次
に掲げる資料を添付し、原則として電子メー
ルにより提出すること。提出先アドレスは
skr-shikaku@mlit.go.jpとし、メール送付後、
その旨を上記まで連絡すること。なお、申
請書への押印は不要とする。
１）技術連携共同企業体協定書（甲）（７の
条件を満たすものに限る。）の写し。
２）７１）の要件を満たすことを判断でき
る工事の施工実績を記載した書類（様式は、
当該工事の「入札公告（建設工事）」（令和
８年10月２日付け支出負担行為担当官四国
地方整備局長）に示すところにより交付す
る入札説明書の様式１を使用するこ
と。）。
３）７２）及び３）の要件を満たすことを
証する書面の写し。
４）最新の建設業法施行規則（昭和24年建設
省令第14号）第21条の４に規定する総合評
定値通知書の写し。

 申請書等の作成に用いる言語 申請書及び
添付書類は、日本語で作成すること。

７ 技術連携共同企業体としての資格及びその審
査
「競争参加者の資格に関する公示」（令和８年
３月31日付け国土交通省大臣官房会計課長、国
土交通省大臣官房官庁営繕部管理課長。以下「令
和８年３月31日付け公示」という。）５（建設工
事）の１から５までに該当する者を構成員に含
む技術連携共同企業体及び、次に掲げる条件を
満たさない技術連携共同企業体については、技
術連携共同企業体としての資格がないと認定す
る。それ以外の技術連携共同企業体については、
令和８年３月31日付け公示６（建設工事）の
に掲げる客観的事項（共通事項）の項目及び
に掲げる主観的事項（特別事項）の項目につい
て総合点数を付与して技術連携共同企業体とし
ての資格があると認定する。
 技術連携共同企業体の構成 技術連携共同
企業体の構成は、次の条件を満たす２社又は
３社の組合せとする。
１）代表者にあっては、四国地方整備局にお
ける令和７・８年度一般競争参加資格のう
ち、「一般土木工事」の「Ａ等級」または「Ｂ

等級」の認定を受けている者であること（会
社更生法（平成14年法律第154号）に基づ
き更生手続開始の申立てがなされている者
又は民事再生法（平成11年法律第225号）
に基づき再生手続開始の申立てがなされて
いる者については、手続開始の決定後、四
国地方整備局長が別に定める手続に基づく
一般競争参加資格の再認定を受けているこ
と。）。
代表者以外の構成員にあっては、四国地
方整備局における令和７・８年度一般競争
参加資格のうち、「一般土木工事」の「Ｃ等
級」の認定を受けている者であること（会
社更生法（平成14年法律第154号）に基づ
き更生手続開始の申立てがなされている者
又は民事再生法（平成11年法律第225号）
に基づき再生手続開始の申立てがなされて
いる者については、手続開始の決定後、四
国地方整備局長が別に定める手続に基づく
一般競争参加資格の再認定を受けているこ
と。）、かつ、高知県内に本店（建設業法の
土木一式工事の許可を有する本店）を有す
ること。
２）代表者にあっては、四国地方整備局にお
ける「一般土木工事」における一般競争参
加資格の認定の際に、客観的事項（共通事
項）について算定した点数（経営事項評価
点数）が1200点以上であること（上記１）
の再認定を受けた者にあっては、当該認定
の際に経営事項評価点数が1200点以上で
あること。）。
代表者以外の構成員にあっては、四国地
方整備局における「一般土木工事」におけ
る一般競争参加資格の認定の際に、客観的
事項（共通事項）について算定した点数（経
営事項評価点数）が1000点以上であるこ
と（上記１）の再認定を受けた者にあって
は、当該認定の際に経営事項評価点数が
1000点以上であること。）。

３）すべての構成員が、当該競争参加資格に
係る申請の期限の日から認定を行う日まで
の期間に、四国地方整備局長から工事請負
契約に係る指名停止等の措置要領（昭和59
年３月29日付け建設省厚第91号）に基づく
指名停止を受けていないこと。
４）すべての構成員が、警察当局から、暴力
団員が実質的に経営を支配する建設業者又
はこれに準ずるものとして、国土交通省公
共事業等からの排除要請があり、当該状態
が継続している者でないこと。
５）すべての構成員が、会社更生法に基づき
更生手続開始の申立てがなされている者又
は民事再生法に基づき再生手続開始の申立
てがなされている者（上記１）の再認定を
受けた者を除く。）でないこと。

 構成員の技術的要件等
１）代表者にあっては、令和８年11月４日に
おいて次の要件を満たすものとする。
 平成23年度以降に元請けとして、以下
に示す工事（以下、「同種工事」という。）
の施工実績を有すること（海外インフラ
プロジェクト技術者認定・表彰制度（以
下、「海外認定・表彰制度」という。）によ
り認定された実績を含む。）。なお、共同
企業体の構成員としての実績は、出資比
率が20％以上の場合のものに限る。また、
乙型共同企業体の施工実績については、
出資比率に関わらず構成員として施工を
行った分担工事の実績に限る。
次の要件を満たす中間部に明かり部を
有しない連続する１本のトンネル工事
・ＮＡＴＭ工法によるもので、標準部の
覆工後の内空断面積が80以上である
こと。
なお、分割発注された工事の継続施工（契
約）工事については、１件の工事として取
り扱うものとする。
なお、当該実績は民間・公共発注のいず
れでも認めるが、大臣官房官庁営繕部、地
方整備局、北海道開発局又は内閣府沖縄総
合事務局の発注した工事に係る実績である
場合にあっては、工事成績評定通知書によ
る評定点が65点未満のものを除く。

２）代表者以外の構成員にあっては、令和８
年11月４日において次の要件を満たすもの
とする。
 平成23年度以降に、以下に示す同種工
事における施工実績を有すること（海外
認定・表彰制度により認定された実績を
含む。）。
・トンネル工事の施工実績（元請けまた
は下請けとしての施工実績）
なお、元請けとしての施工実績が共同企
業体の場合、構成員としての出資比率が
20％以上の場合のものに限る。
また、乙型共同企業体の施工実績につい
ては、出資比率に関わらず構成員として施
工を行った分担工事の実績に限る。
なお、当該実績は民間・公共発注のいず
れでも認めるが、大臣官房官庁営繕部、地
方整備局、北海道開発局又は内閣府沖縄総
合事務局の発注した工事に係る実績である
場合にあっては、工事成績評定通知書によ
る評定点が65点未満のものを除く。
３）すべての構成員が、建設業法（昭和24年
法律第100号）の土木一式工事につき、許
可を有しての営業年数が５年以上あるこ
と。ただし、相当の施工実績を有し、確実
かつ円滑な共同施工が確保できると認めら
れる場合においては、許可を有しての営業
年数が５年未満であってもこれを同等とし
て取り扱う。
４）建設業法の土木一式工事に係る監理技術
者又は国家資格を有する主任技術者を当該
工事に専任で配置できること。

 出資比率要件 技術連携共同企業体のすべ
ての構成員が、均等割の10分の６以上の出資
比率であること。
 代表者要件 技術連携共同企業体の代表者
は、構成員の中で最大の施工能力を有する者
であって、その出資比率が構成員中最大であ
ること。
 技術連携共同企業体の協定 技術連携共同
企業体の協定書は、「建設工事共同企業体の事
務取扱いについて」（昭和53年11月１日付け建
設省計振発第69号）の別添「建設工事共同企
業体の事務取扱いについて（回答）」（昭和53
年11月１日付け建設省茨計振第771号）の別
紙に示された「特定建設工事共同企業体協定
書（甲）」によるものとする。


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８ 一般競争参加資格の認定を受けていない者を
構成員に含む技術連携共同企業体の取扱い
７１）の認定（７１）の再認定を含む。
以下同じ。）を受けていない者を構成員に含む技
術連携共同企業体も５及び６により申請をする
ことができる。この場合において、技術連携共
同企業体としての資格が認定されるためには、
７１）の認定を受けていない構成員が７１）
の認定を受けることが必要である。
なお、この場合において、７１）の認定を
受けていない構成員が当該工事に係る開札の時
までに７１）の認定を受けていないとき並び
に当該認定を受けたものの認定の際に算定した
経営事項評価点数が７２）の条件に満たない
とき又は７１）の一般競争参加資格がないと
の認定（７１）の四国地方整備局長が別に定
める手続における一般競争参加資格がないとの
認定を含む。）を受けたときは、技術連携共同企
業体としての資格がないと認定する。
また、当該工事の開札の時までに、構成員が
７１）の認定を受けるための審査並びに技術
連携共同企業体としての資格の審査が終了せ
ず、競争に参加できないことがある。
９ 資格審査結果の通知
「一般競争参加資格認定通知書」により通知
する。
10 資格の有効期間
技術連携共同企業体としての資格の認定の日
から当該工事の完成する日までとする。
ただし、当該工事に係る契約の相手方以外の
者にあっては、当該工事に係る契約が締結され
る日までとする。
11 その他
 技術連携共同企業体の名称は、「令和８10
年度 佐賀大方道路馬地第１トンネル工事〇
〇・〇〇技術連携共同企業体」とする。
 当該工事に係る競争に参加するためには、
開札の時において、技術連携共同企業体とし
ての資格認定を受け、かつ、当該工事の「入
札公告（建設工事）」に示すところにより競争
参加資格の確認を受けていなければならな
い。

資料提供招請に関する公表
次のとおり物品の導入を予定していますので、
当該導入に関して資料等の提供を招請します。
令和８年 10 月２日
契約担当職
国立研究開発法人産業技術総合研究所

調達部長 橋本 卓也
◎調達機関番号 808 ◎所在地番号 08
〇産総第 182 号
１ 調達内容
 品目分類番号 71、27
 導入計画物品及び数量 量子・古典融合計
算基盤システムＡ 一式
 調達方法 購入等
 導入目的 産業技術総合研究所（以下、「産
総研」という。）は、量子・ＡＩ融合技術の研
究開発及び社会実装を加速するため、ＧＰＵ
ベースの大規模ＨＰＣシステムと３種類の量
子コンピュータを統合した量子・古典融合計
算基盤（ＡＢＣＩ－Ｑ）を2025年に整備した。
ＡＢＣＩ－Ｑは、量子コンピュータ、ＨＰＣ
及びＡＩを融合的に活用する研究開発及び社
会実装を支える中核基盤として位置付けられ
ている。量子コンピューティングの社会実装
を推進するためには、量子コンピュータ、Ｈ
ＰＣ及びＡＩを連携させ、アルゴリズム開発、
シミュレーション、実機実行及び結果解析か
ら成る研究開発サイクルを効率化することが
重要である。特に、量子コンピュータ単体で
は解決が困難な大規模・複雑な課題に対して
は、ＨＰＣによる大規模計算やＡＩによる最
適化等を組み合わせた統合的な活用環境が求
められている。さらに近年は、生成ＡＩ及び
ＡＩエージェント技術の発展により、研究開
発プロセスの自動化・高度化が可能となりつ
つあるが、既存の計算基盤では、ＡＩエージェ
ントによる継続的かつ自律的な資源活用を十
分に支援できていない。このため産総研は、
ＡＢＣＩ－Ｑを次世代の量子・ＨＰＣ・ＡＩ
融合基盤へ発展させるべく、ＡＩエージェン
ト実行基盤及び高度なＡＩ計算機能を追加実
装するＡＢＣＩ－ＱシステムＡを整備する。

本システムにより、量子・ＨＰＣ・ＡＩを一
体的に活用する次世代計算インフラを実現
し、我が国の研究開発力及び産業競争力の強
化並びに量子技術の社会実装基盤の確立に資
することを目的とする。
 導入予定時期
令和９年度第４・四半期

 調達に必要とされる基本的な要求要件
ＡＢＣＩ－ＱシステムＡは、高性能計算シ
ステム、各種ネットワーク等から構成される
ハードウェアと、システムを運用するのに十
分な給電設備及び冷却設備、システムを最大
限活用するためのソフトウェア群からなる。
以下にＡＢＣＩ－ＱシステムＡのシステムの
要求要件の概要を示す。
 高性能計算システムの合算理論ピーク推
論性能（ＦＰ４）は35エクサＦＬＯＰＳ
以上、合算理論ピークトレーニング性能（Ｆ
Ｐ16）は025エクサＦＬＯＰＳ以上である
こと。
 高性能計算システムに搭載される加速プ
ロセッサが備えるメモリの合計容量は20Ｔ
Ｂ以上、かつ合算理論バンド幅は15ＰＢ／
ｓ以上であること。
 計算ネットワークは、高性能計算システ
ムならびに既存のＡＢＣＩ－ＱシステムＨ
の大容量ストレージシステム（DDN EXA
Scaler、以降「システムＨ大容量ストレー
ジシステム」）を接続すること。また、転送
バンド幅800Gbps以上のネットワークを用
いて、なるべく高いバイセクションバンド
幅を有する構成をとること。なお、計算ノー
ド間、及び計算ノード・システムＨ大容量
ストレージシステム間の理論バンド幅は
800Gbps以上とすること。
 サービスネットワークは、高性能計算シ
ステムの外部アクセスを必要とする機器群
を接続するとともに、計算ネットワーク、
管理ネットワーク、及び拠点間接続ネット
ワークに接続すること。
 産総研が準備する設置場所、電源設備、
及び冷却設備を最大限活用した効率の良い
システムを構築すること。ただし、システ
ムの有効総消費電力は300kW以下とする
こと。

 システムを最大限活用し、大規模ＡＩモ
デル開発、量子回路シミュレーションなど
のバッチ処理、及びＡＩエージェントの推
論などの常駐サービスの効率化・高速化を
実現するソフトウェア群を有すること。

２ 資料及びコメントの提供方法 上記１の物
品に関する一般的な参考資料及び同の要求要
件等に関するコメント並びに提供可能なハード
ウェア・ソフトウェア・運用技術に関する資料
等の提供を招請する。
 資料等の提出期限 令和８年11月13日17時
（郵送の場合は必着のこと。）
 提出先 〒3058561 茨城県つくば市東
１１１ 国立研究開発法人産業技術総合
研究所 調達部 入江 春田 電話050
35224142または05035225845

３ 説明書の交付 本公表に基づき応募する供給
者に対して導入説明書を交付する。
 交付期間 令和８年10月２日から令和８年
10月23日まで。
 交付場所 上記２に同じ。
４ 説明会の開催 本公表に基づく導入説明会を
導入説明書交付後別途開催する。
 開催日時 令和８年10月21日14時
 開催場所 国立研究開発法人産業技術総合
研究所 つくばセンター中央事業所１群共用
講堂１階 中会議室

５ その他 この導入計画の詳細は導入説明書に
よる。なお、本公表内容は予定であり、変更す
ることがあり得る。
６ Summary

 Classification of the products to be pro‑

cured : 71, 27

 Nature and quantity of the products to be

purchased : Quantum‑AI Hybrid Computing

Infrastructure System A 1 Set

 Type of the procurement : purchase

 Basic requirements of the procurement :

ABCI‑Q System A consists of hardware co‑

mprising a high‑performance computing

system, various networks, and other related

components ; power supply and cooling fa‑

cilities sufficient for operating the system ;

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and software necessary to maximize utili‑

zation of the system. The followings sum‑

marizes the requirements for ABCI‑Q Sys‑

tem A :

Ａ．The High‑Performance Computing

System shall provide a theoretical infer‑

ence performance of at least 3.5 EFLOPS

and a theoretical peak training perfor‑

mance of at least 0.25 EFLOPS.  Time‑limit for the submission of the re‑

quested material : 17 : 00, November 13,

2026

 Contact point for the notice : IRIE and

HARUTA, Procurement Division, National

Institute of Advanced Industrial Science

and Technology, 111 Higashi, Tsu‑
kuba, Ibaraki, 3058561 Japan. TEL 050
35224142 or 05035225845

意見招請に関する公示
次のとおり調達物品の仕様書案の作成が完了し
たので、仕様書案に対する意見を招請します。
令和８年 10 月２日

東京税関総務部長 荒巻 英敏
◎調達機関番号 015 ◎所在地番号 13
１ 調達内容
 品目分類番号 14
 購入等件名及び数量 通関事務総合データ
通信システム 税関ＬＡＮ端末の調達 一式

２ 意見の提出方法
 意見の提出期限 令和８年10月23日17時00
分（郵便等の場合は必着のこと。）
 提出先 〒1358615 東京都江東区青海
２７11 東京港湾合同庁舎内東京税関総
務部会計第一課調達専門官 岩楯彩瑛果 電
話0335996240

３ 仕様書案の交付
 交付期間 令和８年10月２日から令和８年
10月22日まで。
 交付場所 上記２に同じ。
 交付条件 仕様書案を交付するにあたり、
本件調達物品の機密保持の必要性から、本件
調達に係る「機密保持に関する誓約書」を提
出した者に対してのみ、仕様書案を交付する。

５ Summary

 Classification of the services to be pro‑

cured : 71, 27

 Nature and quantity of the services to be

required : Program Modification and Re‑

lated Services for the Fiscal Investment and

Loan Program Computer Processing Sys‑

tem, 1 set.

 Time‑limit for the submission of com‑

ments : 5 : 30 p.m. October 23, 2026

 Contact point for the notice : KUDO

Haruki, Procurement Section, Accounts Di‑

vision, Ministers Secretariat, Ministry of

Finance, 311 Kasumigaseki Chiyoda‑
ku, Tokyo 1008940 Japan. TEL 03
35814111 ext. 2140
 Date and time of the briefing session on

the draft specification : 1 : 30 p.m. October

8, 2026

意見招請に関する公示

次のとおり調達物品の仕様書案の作成が完了し
たので、仕様書案に対する意見を招請します。
令和８年 10 月２日

財務省大臣官房会計課長 小平 武史
◎調達機関番号 015 ◎所在地番号 13
１ 調達内容
 品目分類番号 71、27
 購入等件名及び数量
財政融資資金電算機処理システムのプログ
ラム改修等業務 一式

２ 意見の提出方法
 意見の提出期限 令和８年10月23日17時30
分（郵送の場合は必着のこと。）
 提出先 〒1008940 東京都千代田区霞が
関３１１ 財務省東受付室内入札説明室
 問い合わせ先 〒1008940 東京都千代田
区霞が関３１１ 財務省大臣官房会計課
契約第一係 工藤 大暉 電話033581
4111 内線2140

３ 仕様書案の交付
 交付期間 令和８年10月２日から令和８年
10月22日まで。
 交付場所 上記２の場所及び電子調達シ
ステムによる。

４ 仕様書案の説明会
 開催日時 令和８年10月８日13時30分から
 開催場所 中央合同庁舎第４号館共用408
会議室

４ Summary

 Classification of the services to be pro‑

cured : 71, 27

 Nature and quantity of the Services to be

required : Operation and maintenance of a

system for connecting and utilizing infor‑

mation on national qualifications for the

Fiscal Year 2027, 1 set

 Time‑limit for the submission of com‑

ments : 12 : 00 PM, 22 October, 2026.

 Contact point for the notice : Digital

Agency, 13 Kioi‑cho, Chiyoda‑ku, Tokyo
1020094 Japan TEL 0344776775

意見招請に関する公示

次のとおり調達物品の仕様書案の作成が完了し
たので、仕様書案に対する意見を招請します。
令和８年 10 月２日
支出負担行為担当官
デジタル庁会計担当参事官 甲元 信宏

◎調達機関番号 027 ◎所在地番号 13
１ 調達内容
 品目分類番号 71、27
 購入等件名及び数量 国家資格等情報連
携・活用システムに係る運用保守業務（令和
９年度） １式

２ 意見の提出方法
 意見の提出期限 令和８年10月22日12時00
分
 提出先 〒1020094 東京都千代田区紀尾
井町１番３号東京ガーデンテラス紀尾井町19
階 デジタル庁国民向けサービスグループ国
家資格担当
Mail：kjk-sys-ml@digital.go.jp 電話03
44776775

３ 仕様書案の交付
 交付期間 令和８年10月２日から令和８年
10月22日まで
 交付場所 政府電子調達システムに掲載す
る。

Ｂ．The High‑Performance Computing

System shall include high‑speed memory

integrated with the accelerator pro‑

cessors. The total memory capacity shall

be at least 20 TB, and the total peak

memory bandwidth shall be at least 1.5

PB／s.
Ｃ．The Computational Network shall con‑
nect the High‑Performance Computing

System and the Large Capacity Storage

System (DDN EXA Scaler) of the exist‑

ing ABCI‑Q System H (hereinafter re‑

ferred to as the System H Large‑Scale

Storage System). In addition, the net‑

work must employ links with bandwidth

of at least 800 Gbps to achieve the highest

possible bisection bandwidth. The theo‑

retical bandwidth between compute

nodes, as well as between compute nodes

and the System H Large‑Scale Storage

System, must be more than 800 Gbps.

Ｄ．The Service Network shall connect de‑
vices requiring external access to the

High‑Performance Computing System

and shall also be connected to the co‑

mputational network, the management

network, and the inter‑site connection

network.

Ｅ．The system shall be designed to effi‑
ciently utilize the installation space, pow‑

er supplies, and colling facilities provided

by AIST. The effective total power con‑

sumption of the system shall not exceed

300kW.

Ｆ．The system shall include software

stacks that maximize system utilization

and improve the efficiency and perfor‑

mance of both batch‑processing work‑

loads, such as large‑scale AI model devel‑

opment and quantum circuit simulation,

and online services such as AI agent in‑

ference and serving.


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４ Summary

 Classification of the services to be pro‑

cured : 14

 Nature and quantity of the services to be

required : Client computers on Customs In‑

tegrated Data Communication System, 1

Set.

 Time‑limit for the submission of com‑

ments : 5 : 00 PM 23 October 2026

 Contact Point for the notice : IWADATE

Saeka, Procurement Section, Accounting

Division, Tokyo Customs, 2711, Aomi
Koto‑ku 1358615 Japan, TEL 033599
6240

意見招請に関する公示

次のとおり調達物品の仕様書案の作成が完了し
たので、仕様書案に対する意見を招請します。
令和８年 10 月２日

東京税関総務部長 荒巻 英敏
◎調達機関番号 015 ◎所在地番号 13
１ 調達内容
 品目分類番号 71、27
 購入等件名及び数量 通関情報総合判定シ
ステム（ＣＩＳ）プログラム変更及び新通関
情報総合判定システム（新ＣＩＳ）に係るプ
ロジェクト管理業務支援 一式

２ 意見の提出方法
 意見の提出期限 令和８年10月23日17時00
分（郵便等の場合は必着のこと。）
 提出先 〒1358615 東京都江東区青海
２７11 東京港湾合同庁舎内東京税関総
務部会計第一課調達専門官 長尾 浩司 電
話0335996240

３ 仕様書案の交付
 交付期間 令和８年10月２日から令和８年
10月22日まで。
 交付場所 上記２に同じ。
 交付条件 仕様書案を交付するにあたり、
本件調達物品の機密保持の必要性から、本件
調達に係る「機密保持に関する誓約書」を提
出した者に対してのみ、仕様書案を交付する。

４ Summary

 Classification of the services to be pro‑

cured : 71, 27

 Nature and quantity of the services to be

required : Consulting Services for the Cus‑

toms Intelligence Database System (CIS)

Program Modifications and for the New

Customs Intelligence Database System

(New CIS), 1 Set.

 Time‑limit for the submission of com‑

ments : 5 : 00 PM 23 October 2026

 Contact Point for the notice : NAGAO

Koji, Procurement Section, Accounting Di‑

vision, Tokyo Customs, 2711, Aomi Ko‑
to‑ku 1358615 Japan, TEL 033599
6240

意見招請に関する公示

次のとおり調達特定役務の仕様書案の作成が完
了したので、仕様書案に対する意見を招請します。
令和８年 10 月２日
支出負担行為担当官
厚生労働省大臣官房会計課長 池上 直樹

◎調達機関番号 017 ◎所在地番号 13
１ 調達内容
 品目分類番号 71、27
 件名及び数量
令和９年度生活保護業務データシステムの
ガバメントクラウドへの移行等業務一式

２ 意見の提出方法
 意見の提出期限 令和８年10月23日17時00
分（郵送による場合は必着のこと。）
 提出先 〒1008916 東京都千代田区霞が
関１２２ 厚生労働省大臣官房会計課経
理室契約班契約第一係 田邉 電話03
52531111（内線7196）
メール keiyaku1@mhlw.go.jp

３ 仕様書案の交付
 交付期間 令和８年10月２日から令和８年
10月22日まで。
 交付場所 調達ポータルサイト（https://
www.p-portal.go.jp）の「調達情報検索」か
ら該当案件にアクセスし入手すること

４ Summary

 Classification of the services to be pro‑

cured : 71, 27

 Nature and quantity of the services to be

required : FY2027 Migration and Related

Services for the Public Assistance Adminis‑

tration Data System to the Government

Cloud

 Time‑limit for the submission of com‑

ments ; 17 : 00 October 24, 2026

 Contact point for the notice : TANABE

Procurement Section, Accounts Division,

Minister's Secretariat, Ministry of Health,

Labour and Welfare, 122 Kasumi‑
gaseki Chiyoda‑ku Tokyo 1008916 Japan
TEL 0352531111 (ext. 7196)

意見招請に関する公示

次のとおり調達特定役務の仕様書案の作成が完
了したので、仕様書案に対する意見を招請します。
令和８年 10 月２日
支出負担行為担当官
厚生労働省大臣官房会計課長 池上 直樹

◎調達機関番号 017 ◎所在地番号 13
１ 調達内容
 品目分類番号 71、27
 件名及び数量
救急医療情報連携プラットフォームに係る
工程管理支援等一式

２ 意見の提出方法
 意見の提出期限 令和８年10月23日11時00
分（郵送による場合は必着のこと。）
 提出先 〒1008916 東京都千代田区霞が
関１２２ 厚生労働省大臣官房会計課経
理室契約班契約第一係 髙松 電話03
52531111（内線7918）
メール keiyaku1@mhlw.go.jp

３ 仕様書案の交付
 交付期間 令和８年10月２日から令和８年
10月22日まで。
 交付場所 調達ポータルサイト（https://
www.p-portal.go.jp）の「調達情報検索」か
ら該当案件にアクセスし入手すること

４ Summary

 Classification of the services to be pro‑

cured : 71, 27

 Nature and quantity of the services to be

required : Comprehensive Package for Sc‑

hedule Management Support and Related

Services for the Emergency Medical Infor‑

mation Sharing Platform

 Time‑limit for the submission of com‑

ments ; 11 : 00 October 23, 2026

 Contact point for the notice : TAKA‑

MATSU Procurement Section, Accounts

Division, Minister's Secretariat, Ministry of

Health, Labour and Welfare, 122 Ka‑
sumigaseki Chiyoda‑ku Tokyo 1008916
Japan TEL 0352531111 (ext. 7918)

意見招請に関する公示

次のとおり調達物品の仕様書案の作成が完了し
たので、仕様書案に対する意見を招請します。
令和８年 10 月２日
厚生労働省年金局総務課長 重永 将志

◎調達機関番号 017 ◎所在地番号 13
１ 調達内容
 品目分類番号 71、27
 調達等物品及び数量 年金の「見える化」
Webサイトの老齢年金・個人型確定拠出年
金（iDeCo）試算機能拡充に係る設計・開発
業務一式

２ 意見の提出方法
 意見の提出期限 令和８年10月21日午後５
時00分（郵送の場合は必着のこと。）ただし、
令和８年11月15日までを意見招請期間とし
て、参加のあった者に対してヒアリング等を
行う場合があるので協力すること。
 提出先 〒1008916 東京都千代田区霞が
関１２２ 厚生労働省年金局総務課年金
広報企画室 伊波 明香、廣橋奈央子、堀田
大貴、中村 夕夏、金子 葉子 035253
1111 内線3397

３ 仕様書案の交付
 交付期間 令和８年10月２日午後５時00分
から令和８年10月21日午後５時00分まで。
 交付場所 上記２に同じ。
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４ Summary

 Classification of the products to be pro‑

cured : 71, 27

 Nature and quantity of the services to be

required : The design, development of old‑

age pension and individual‑type defined co‑

ntribution pension plan (iDeCo) of Pension

Dashboard

 Time‑limit for the submission of com‑

ments : 5 : 00 pm, October 21, 2026

 Contact point for the notice : Iha Sayaka,

Hirohashi Naoko, Hotta Daiki, Nakamura

Yuuka, Kaneko Youko Office, Pension Ge‑

neral Affairs Division, Pension Bureau, Mi‑

nistry of Health, Labour and Welfare,

122, Kasumigaseki, Chiyoda‑ku,

Tokyo, Japan, 1008916 TEL : 035252
1111 ext. 3397

意見招請に関する公示
次のとおり調達案件の仕様書案の作成が完了し
たので、仕様書案に対する意見を招請します。
令和８年 10 月２日
契約担当職
国立研究開発法人産業技術総合研究所

調達部長 橋本 卓也
◎調達機関番号 808 ◎所在地番号 08
〇産総第 194 号
１ 調達内容
 品目分類番号 71、27
 購入等件名及び数量 パブリック・クラウ
ドサービス環境の再販及び保守・運用 一式

２ 意見の提出方法
 意見の提出期限 令和８年10月23日17時
（郵送の場合は必着のこと。）
 提出先及び問い合わせ先 〒3058561 茨
城県つくば市東１１１ 国立研究開発法
人産業技術総合研究所 調達部 谷川 達規
電話05035225176

３ 仕様書案の交付
 交付期間 令和８年10月２日から令和８年
10月16日まで。
 交付場所 上記２に同じ。
 交付条件 産総研指定様式による秘密保持
誓約書を事前に提出すること。

４ 仕様書案の説明会 実施しない。

５ Summary

 Classification of the products to be pro‑

cured : 71, 27

 Nature and quantity of the products to be

purchased : Resale, Maintenance, and Ope‑

rational Support for a Public Cloud Service

Environment 1 Set

 Time‑limit for the submission of the com‑

ments : 17 : 00, October 23, 2026

 Contact point for the notice :

TANIGAWA Tatsumi, Procurement Divi‑

sion, National Institute of Advanced Indus‑

trial Science and Technology, 111 Hi‑
gashi, Tsukuba, Ibaraki, 3058561 Japan.
TEL 05035225176

６ Summary

 Classification of the services to be pro‑

cured : 19

 Nature and quantity of the services to be

required : 2 Sets of Firefighting Unmanned

Aircraft (Water‑Discharge Type)

 Expected date of the contract award : Oc‑

tober 16, 2026

 Reason for the use single tendering pro‑

cedures as provided for in the Agreement

on Government Procurement : b Protec‑

tion of Exclusive Rights

 Contact point for the notice : Sawa

Suzuki, Technical Strategy Office, General

Affairs Division, Fire and Disaster Manage‑

ment Agency, Ministry of Internal Affairs

and Communications, 12 Kasumigaseki
2‑chome Chiyodaku Tokyo 1008927
Japan. TEL 0352537541

随意契約に関する公示

次のとおり随意契約について公示します。
令和８年 10 月２日
契約担当役
国立大学法人信州大学理事 安彦 広斉

◎調達機関番号 415 ◎所在地番号 20
〇第３号
１ 調達内容
 品目分類番号 71、29
 購入等件名及び数量 信州メディカルネッ
ト更新 ソフトウェア・役務 一式

２ 随意契約の予定日 令和８年11月12日
３ 随意契約によることとする「政府調達に関す
る協定」の規定上の理由 ｂ「技術的理由によ
る競争不存在」
４ 随意契約を予定している相手方の名称
富士通Japan株式会社

５ 担当部門 〒3908621 長野県松本市旭３
１１ 信州大学医学部附属病院経営管理課契
約係 山田慎太郎 電話0263372744
６ Summary

 Classification of the services to be pro‑

cured : 71, 29

 Nature and quantity of the services to be

required ; Shinshu Medical Network

Update : Software and Services 1 Set

 Expected date of the contract award : 12

November, 2026

 Reasons for the use single tendering pro‑

cedures as provided for in the Agreementon

Government Procurement : b Absence of

Competition for Technical Reasons

 Contact point for the notice : Yamada

Shintaro, Procurement Section, Accounting

Division, Shinshu University Hospital, 3
11 Asahi Matsumoto‑shi Nagano 390
8621 Japan, TEL 0263372744

随意契約に関する公示
次のとおり随意契約について公示します。
令和８年 10 月２日
契約担当職
国立研究開発法人産業技術総合研究所

調達部長 橋本 卓也
◎調達機関番号 808 ◎所在地番号 08
〇産総第 186 号
１ 調達内容
 品目分類番号 24
 購入等件名及び数量 電界放出形走査電子
顕微鏡システム 一式

２ 随意契約の予定日 令和８年10月22日
３ 随意契約によることとする「政府調達に関す
る協定」の規定上の理由 ｃ「互換性」
４ 随意契約を予定している相手方の名称
ヤマト科学株式会社

５ 担当部局 〒3058561 茨城県つくば市東
１１１ 国立研究開発法人産業技術総合研
究所 つくばセンター 中央事業所１群１１
棟３階 調達部 入江 彩夏 ＴＥＬ050
35224142
６ Summary

 Classification of the products to be pro‑

cured : 24

 Nature and quantity of the products to be

purchased : Field‑emission scanning elec‑

tron microscopy system 1 set

 Expected date of the contract award : Oc‑

tober 22, 2026

 Reasons for the use single tendering pro‑

cedures as provided for in the Agreement

on Government Procurement : c Interc‑

hangeability

 Contact point for the notice : IRIE

Ayaka, Tsukuba Central 1, Procurement

Division, National Institute of Advanced In‑

dustrial Science and Technology, 111
Higashi, Tsukuba, Ibaraki, 3058561 Ja‑
pan. TEL 05035224142

随意契約に関する公示

次のとおり随意契約について公示します。
令和８年 10 月２日

支出負担行為担当官
消防庁総務課長 天利 和紀

◎調達機関番号 012 ◎所在地番号 13
１ 調達内容
 品目分類番号 19
 購入等件名及び数量 消火用ドローン（放
水タイプ）機体セット ２セット

２ 随意契約の予定日 令和８年10月16日
３ 随意契約によることとする「政府調達に関す
る協定」規定上の理由 ｂ「技術的な理由によ
る競争の不存在」
４ 随意契約を予定している相手方の名称
株式会社モリタ

５ 担当部局 〒1008927 東京都千代田区霞が
関２１２ 総務省消防庁総務課技術戦略室
担当名 鈴木 沙和 電話0352537541
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随意契約に関する公示

次のとおり随意契約について公示します。
令和８年 10 月２日

契約責任者
株式会社ゆうちょ銀行
執行役 山田亮太郎

◎調達機関番号 431 ◎所在地番号 13
〇第１号（№１）
１ 調達内容
 品目分類番号 29
 随意契約に付する事項 内国為替システム
のサービス利用

２ 随意契約の予定日 令和８年11月13日
３ 随意契約によることとする「政府調達に関す
る協定」の規定上の理由 ｃ「互換性」
４ 随意契約を予定している相手方の名称
株式会社ＮＴＴデータ

５ 担当部 〒1008793 東京都千代田区大手町
二丁目３番１号大手町プレイスウエストタワー
株式会社ゆうちょ銀行コーポレートスタッフ
部門総務部（契約担当）担当 吉田 育代 電
話0334771710
６ Summary

 Classification of the services to be pro‑

cured : 29

 Nature and quantity of the services to be

required : Service Utilization of the Domes‑

tic exchange System

 Expected date of the Contract award : 13

November 2026

 Reasons for the use single tendering pro‑

cedures as provided for in the Agreement

on Government Procurement : c Interc‑

hangeability

 Contact Point for the notice : Ikuyo

Yoshida, General Affairs Department, Cor‑

porate Administration Division, JAPAN

POST BANK Co., Ltd. Otemachi Place

West‑tower 231 Otemachi Chiyoda‑ku
Tokyo 1008793, Japan. TEL 033477
1710

随意契約に関する公示
次のとおり随意契約について公示します。
令和８年 10 月２日

日本放送協会 経理局長 金子 豊
◎調達機関番号 325 ◎所在地番号 13
〇第 2026１129 号
１ 調達内容
 品目分類番号 71、27
 購入等件名及び数量 部局クラウド検疫ア
プライアンスの更新（機器・構築作業） 一
式

２ 随意契約の予定日 令和８年10月22日
３ 随意契約によることとする「政府調達に関す
る協定」の規定上の理由 ｃ「互換性」
４ 随意契約を予定している相手方の名称
株式会社インターネットイニシアティブ

５ 担当部局 〒1508001 東京都渋谷区神南
２２１ 株式会社ＮＨＫビジネスクリエイ
ト ＴＥＬ0354555567
６ Summary

 Classification of the services to be pro‑

cured : 71, 27

 Nature and quantity of the services to be

purchased : Renewal of Departmental

Cloud Quarantine Appliance 1 set

 Expected date of the contract award : 22

October 2026

 Reasons for the use single tendering pro‑

cedures as provided for in the Agreement

on Government Procurement : c Interc‑

hangeability

 Contact point for the notice : NHK Busi‑

ness Create INC., 221 Jinnan, Shibuya‑
ku, Tokyo 1508001, Japan. TEL 03
54555567

〇第 2026１130 号
１ 調達内容
 品目分類番号 71、27
 購入等件名及び数量 緊急気象プリントシ
ステム 機能追加改修 一式

２ 随意契約の予定日 令和８年10月22日
３ 随意契約によることとする「政府調達に関す
る協定」の規定上の理由 ｃ「互換性」
４ 随意契約を予定している相手方の名称
株式会社ＮＨＫテクノロジーズ

５ 担当部局 〒1508001 東京都渋谷区神南
２２１ 株式会社ＮＨＫビジネスクリエイ
ト ＴＥＬ0354555567
６ Summary

 Classification of the services to be pro‑

cured : 71, 27

 Nature and quantity of the services to be

purchased : Functional enhancements and

modifications to the emergency weather

print system 1 set

 Expected date of the contract award : 22

October 2026

 Reasons for the use single tendering pro‑

cedures as provided for in the Agreement

on Government Procurement : c Interc‑

hangeability

 Contact point for the notice : NHK Busi‑

ness Create INC., 221 Jinnan, Shibuya‑
ku, Tokyo 1508001, Japan. TEL 03
54555567

落 札 者 等 の 公 示

次のとおり落札者等について公示します。
令和８年 10 月２日 支出負担行為担当官 内閣府大臣官房会計担当参事官 井出 英次

（東京都千代田区永田町１６１）
［掲載順序］
品目分類番号 調達件名及び数量 調達方法 契約方式 落札決定日（随意契約の場合
は契約日） 落札者（随意契約の場合は契約者）の氏名及び住所 落札価格（随意契約の場合
は契約価格） 入札公告日又は公示日 随意契約の場合はその理由 指名業者名（指名競争
入札の場合） 落札方式 予定価格

◎調達機関番号 007 ◎所在地番号 13
26 災害備蓄用大型テントの製造又は調達及び納品業務 購入等 一般  8. 7.21 
太陽工業株式会社（大阪府大阪市淀川区木川東四丁目８番４号） 36300000円  8. 5.29
最低価格

〇第 2026１131 号
１ 調達内容
 品目分類番号 71、27
 購入等件名及び数量 受信料アカウント
（ログインページ及び関連システム）の運用
保守 一式

２ 随意契約の予定日 令和８年10月22日
３ 随意契約によることとする「政府調達に関す
る協定」の規定上の理由 ｃ「互換性」
４ 随意契約を予定している相手方の名称
日本電気株式会社

５ 担当部局 〒1508001 東京都渋谷区神南
２２１ 株式会社ＮＨＫビジネスクリエイ
ト ＴＥＬ0354555567
６ Summary

 Classification of the services to be pro‑

cured : 71, 27

 Nature and quantity of the services to be

required : The service use of ID Authentica‑

tion and Authorization 1 set

 Expected date of the contract award : 22

October 2026

 Reasons for the use single tendering pro‑

cedures as provided for in the Agreement

on Government Procurement : c Interc‑

hangeability

 Contact point for the notice : NHK Busi‑

ness Create INC., 221 Jinnan, Shibuya‑
ku, Tokyo 1508001, Japan. TEL 03
54555567
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26 簡易ベッド及び簡易トイレ・簡易トイレ本体付属品及びパーティションの購入 購入等
一般  8. 7.22 株式会社電池屋（東京都渋谷区笹塚三丁目33番３号） 49500000円
 8. 6. 1 最低価格
26 災害備蓄用調理資機材の製造又は調達及び納品業務 購入等 一般  8. 7.21 
船山株式会社（新潟県長岡市稲保４713２） 104610000円  8. 5.29 最低価格
26 備蓄拠点における災害備蓄用入浴資機材の製造又は調達及び納入業務 購入等 一般
 8. 7.28 船山株式会社（新潟県長岡市稲保４713２） 221210000円  8. 6. 5
最低価格
26 災害備蓄用冷暖房機器の製造又は調達及び納品業務 購入等 一般  8. 7.21 
太陽工業株式会社（大阪府大阪市淀川区木川東四丁目８番４号） 80300000円  8. 5.29
最低価格

落 札 者 等 の 公 示
次のとおり落札者等について公示します。
令和８年 10 月２日

経理責任者 独立行政法人国立病院機構渋川医療センター院長 髙橋 章夫
（群馬県渋川市白井383）

［掲載順序］
品目分類番号 調達件名及び数量 調達方法 契約方式 落札決定日（随意契約の場合
は契約日） 落札者（随意契約の場合は契約者）の氏名及び住所 落札価格（随意契約の場合
は契約価格） 入札公告日又は公示日 随意契約の場合はその理由 指名業者名（指名競争
入札の場合） 落札方式 予定価格

◎調達機関番号 597 ◎所在地番号 10
22、31 交流電場腫瘍治療システム賃貸借および消耗品単価契約 購入等 随意 
8. 9.25 ノボキュア㈱ 東京都中央区京橋２２１ 京橋エドグラン18階 81628800円
 8. 9. 4 ｂ「技術的理由による競争の不存在」

落 札 者 等 の 公 示

次のとおり落札者等について公示します。
令和８年 10 月２日

国立大学法人広島大学 契約担当職 理事（財務・総務担当） 柳澤 好治
（広島県東広島市鏡山１３２）

［掲載順序］
品目分類番号 調達件名及び数量 調達方法 契約方式 落札決定日（随意契約の場合
は契約日） 落札者（随意契約の場合は契約者）の氏名及び住所 落札価格（随意契約の場合
は契約価格） 入札公告日又は公示日 随意契約の場合はその理由 指名業者名（指名競争
入札の場合） 落札方式 予定価格

◎調達機関番号 415 ◎所在地番号 34
71、27 地域認証基盤及び広大TGOアプリ（仮）の構築 一式 購入等 一般 
8. 7.24 サティス株式会社（東京都千代田区丸の内三丁目４番１号） 39822200円 
8. 5.19 最低価格

落 札 者 等 の 公 示
次のとおり落札者等について公示します。
令和８年 10 月２日 経理責任者 独立行政法人国立病院機構本部 総務部長 江口 孝司

（東京都目黒区東が丘２５21）
［掲載順序］
品目分類番号 調達件名及び数量 調達方法 契約方式 落札決定日（随意契約の場合
は契約日） 落札者（随意契約の場合は契約者）の氏名及び住所 落札価格（随意契約の場合
は契約価格） 入札公告日又は公示日 随意契約の場合はその理由 指名業者名（指名競争
入札の場合） 落札方式 予定価格

◎調達機関番号 597 ◎所在地番号 13
４ （東日本エリアＡ区分）ニトリル手袋 購入等 随意  8. 6.30 サラヤ㈱ 大
阪府大阪市東住吉区湯里２丁目２番８号 21864630円  8. 6.12 ｃ「追加の建設サービ
ス」
４ （東日本エリアＢ区分）ニトリル手袋 購入等 随意  8. 6.30 サラヤ㈱ 大
阪府大阪市東住吉区湯里２丁目２番８号 30534275円  8. 6.12 ｃ「追加の建設サービ
ス」

４ （西日本エリアＡ区分）ニトリル手袋 購入等 随意  8. 6.30 サラヤ㈱ 大
阪府大阪市東住吉区湯里２丁目２番８号 17294884円  8. 6.12 ｃ「追加の建設サービ
ス」
４ （西日本エリアＢ区分）ニトリル手袋 購入等 随意  8. 6.30 サラヤ㈱ 大
阪府大阪市東住吉区湯里２丁目２番８号 26645904円  8. 6.12 ｃ「追加の建設サービ
ス」
４ （東日本エリアＡ区分）ＰＶＣ手袋 購入等 随意  8. 6.30 日昭産業㈱ 東
京都港区虎ノ門４丁目３番13号 22082429円  8. 6.12 ｃ「追加の建設サービス」
４ （東日本エリアＢ区分）ＰＶＣ手袋 購入等 随意  8. 6.30 日昭産業㈱ 東
京都港区虎ノ門４丁目３番13号 25396683円  8. 6.12 ｃ「追加の建設サービス」
４ （西日本エリアＡ区分）ＰＶＣ手袋 購入等 随意  8. 6.30 川西工業㈱ 岐
阜県大垣市曽根町２丁目195番地 37995724円  8. 6.12 ｃ「追加の建設サービス」
４ （西日本エリアＢ区分）ＰＶＣ手袋 購入等 随意  8. 6.30 日昭産業㈱ 東
京都港区虎ノ門４丁目３番13号 20414344円  8. 6.12 ｃ「追加の建設サービス」
４ （東日本エリアＡ区分）プラスチックエプロン 購入等 随意  8. 6.30 川西
工業㈱ 岐阜県大垣市曽根町２丁目195番地 11231080円  8. 6.12 ｃ「追加の建設サー
ビス」
４ （東日本エリアＢ区分）プラスチックエプロン 購入等 随意  8. 6.30 川西
工業㈱ 岐阜県大垣市曽根町２丁目195番地 8696986円  8. 6.12 ｃ「追加の建設サー
ビス」
４ （西日本エリアＡ区分）プラスチックエプロン 購入等 随意  8. 6.30 川西
工業㈱ 岐阜県大垣市曽根町２丁目195番地 7926335円  8. 6.12 ｃ「追加の建設サー
ビス」
４ （西日本エリアＢ区分）プラスチックエプロン 購入等 随意  8. 6.30 川西
工業㈱ 岐阜県大垣市曽根町２丁目195番地 10969620円  8. 6.12 ｃ「追加の建設サー
ビス」






令和年月日 金曜日 (号外政府調達第号)官 報



令和年月日 金曜日 (号外政府調達第号)官 報 



令和年月日 金曜日 (号外政府調達第号)官 報



令和年月日 金曜日 (号外政府調達第号)官 報 


		2026-10-01T14:48:37+0900
	C＝JP,O＝Cabinet Office,CN＝Cabinet Office
	NationalPrintingBerau
	内閣府より署名済み


	



